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爲國君!:謝意を表する次第である。尙使用した參考書はま•た伯林か 
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ナチス•ドイツ 陸運政策の基調 

.,'( 緖 i ":; 言 

| i 一 V.; —i rlniA^, ^ 

ナチス•ドイツ陸運政策の根本的傾向は偶別主義の克服•モートリジールンク及交通 營 業へ 
- の^{¥觀舍わ浸透9し二に歸することが出來るとームはれてゐるのでぁるが、此の三の^枘がナチ 
ス忙於て如何にして强ぐ業せられて來たかといふ事に付ては先以てナチス以前に於ける陸運 
政策の傾向を M つて見る必要がぁると思はれる。以下第一章 1 C 於^ドイツに於ける陸運政策の 
沿革 tii ベ • fa^i 章を：^ て今次大戰下に於ける戰時陸運政策の基調にまで及ぶ こと ゝ致し度 

K 

第一章ドイツに於けろ 陸運政策の沿革 槪耍 



第 I 陸運政策の發展と傾向 

ドィツに 於ける陸運政策は力ンガー王朝に始まると云はれて居るのであるが當時の主要 
陸運機關としては道路丈けであつたのであるから陸運政策即ち道路政策といふ事が出來ると思 
ふのである。當時の道路政策に於てはその所要时源を道路關稅に求めて居つたので勢ひ地方的 
分立の傾向を助長したのみなら卞•財政狀態も夫々豊かでなかつたので中世に於ける道路政策 
に tt 何等見るべきも©もなく H . 又何等統一的な方策も實施せられなかつたこと、■思はる""ので 
1。中世の後半に至り% , 灰 M . 起が漸く道路の構築*維持に關する事を擔當するに至つたので 
あるが、その領域のみの利便增大と v > ふ事を主眼として居た爲め全 W 的に見てや tt り計*的な 
陸運政策は存しなかつたもの i 如くである。 

第十六世紀に至り關稅同盟が結成せられ關係聯邦內に於ては商業 HJ の貫通道路の必要を漸次 
認める様になり特定の聯邦內丈けは稍々計*的な道路政策が採 HJ される様になつて來たのであ 
る。例者一七七〇年には r ラウン•シュワィク議會が獨自の方針にょる道路構築を爲すべき旨 
決議し一七〇〇年代中葉にはウュルツブルクに於ても所謂商業道路 としての 幹線道 
路を構築する傍ら、聯邦內に相當の道路網を詨定すべきことが大僧正たるフリ|トリヒ*ヵー 



ル•フォン•ウュルツブルクにより提唱された事があつた。然し隣接聯邦國 i の間に費用に關 
する協議成立せず折角の計畫も實現を見るに至らなかつたのであつた。 

一七七七年に至〇各聯邦國がク IT ファルツに#して二聯邦以上に跨る貫通道路構築に關す 
る會談を行つた爲め從來の各地方分立の弊が若干補正されシュトラスブルクから=ュールンべ 
ルタに至る二本の賞通道路 ( D 竣 H 5: 見.沿線住民の利便5:大にする様な事があり，更に一八二 
五年にはメクレンブルク•シュ H リ1ン、若干年遲れてオルデンブルクにも相當な道路計畫の 
樹立を見る様になつて來たのであつた。 

然し之等は孰れも所謂メルヵンティリツシュな利益促進を E 的としてゐたも©であつて從つ 
て國找 の福祉增進乃至は國民經 W 上の利益增進を主眼と する如き 所謂本來の意味に於ける道路 
政策の樹立とは云ひ得ぬものなのであつた。钉名なフリートリヒ大王も£々命令を出し諸地方 
領主に對し道路構築，運河開鑿の事を令したが財源の不足により何等*現を見られず道路政策 
に關する限 b 此の大王も何等見るべき事蹟は 殘 してゐな いと 云はれてゐるの である。 以上は初 
期に於けるドィツ陸運政策の傾向と見る事が出來るのであり要約すれぱ道路政策に付ては 國 i 
しても.また聯邦としても別に見るべきものなく，わづかに關稅同盟による II 商主義から出發 
した商衆 WJ 道路構築計«の事が■あつたに過ぎな v ' と云ひ得やぅと思ふのである。 


四 

第二鐵道建設時代の到來 

さて商業政策的見地から全ドイツを連絡することに大いに貢献したのは鐵道建設時代の? I 來 
といふ事であつた。鐵道なるものの輸入以来一八三五年十二月七日に至り始めて獨乙鐵道の嘴 
矢たる - M ルンベルク=フュルト間の開通を見るに至り、その住民に與ふる利便の大さから當 
時關係者としては大いに蹇取込み之を全ドイツに擴充せんとしたのであつたが此の企ても一人 
妨寄に行當り遂に挫折して了つたのである。一大妨将とは即ち當時に於ける全國の政治的分裂 
之れであつた。プロイセンに於ける鐵道計畫者として有名なフリートリヒ•リスト等も之に 
對し鐵道建設の事は假令一小區問のものでも之を全_的鐡道網の一部として考究すべきものな 
る旨力說したけれ共如何とも爲し得なかつたのである。以上の如き事情に在つた爲め鐵道を全 
國的•統一的に計諶建設する事は當時としては不可能であつた。然らば各聯邦内部に於ては如 
何であつたらぅか？先づブロイセンに於ては當時の皇太子フリートリヒ•ゥイルヘルムの名 
に於て全邦を包括する尨大な鐵道計畫が提案されたのであつた。皇太子の名に於て提案せられ 
たので之を無碍に拒否出來ないといふ事情が實は今日大いに役立つてゐるのであるが一八四〇 
年に於て時の Jec 府は政治、^事•經濟の各方面の事情を考慮して次の諸線を建設の候補とした 



のであつた即ち 

ケルン==ミユンへ.ン 
ハレ=中央ライン 

ベルリン U ケー - I ヒスべルク=露國境界 
フランクフルトアン•デア•オーダ^^プレスラウ 
オベル ン = 才 — K トリア境界.ポーゼンへの連絡線 
之れである。此の計*の中には旣に或程度の交通政策の萌芽を見る C とが出来る i 云はれてゐ 
る。又アウアースヮルト*<ンゼマン内開の時代には將來の國耵鐵道確保の意味ょりして艽、 
〇〇〇、〇〇〇夕 I ラ I の支出 S : 爲すの議があつたが實現する -1 C 至らず•わづかに "7 オン•，チ 
ア •ハイト 大臣の提案にか、る建設案のみが採«|された 1 C 過ぎないと S はれてゐる。た V 注意 
すべきは之等ドイツ鐵道建設 1 C 於ける建設者達は孰れもモッツ大臣の如く鐵逝網の完成にょり 
全ドイツ經濟の統合を期待してゐたといふ事である。之^の先覺者は別として當時ブ n イセン 
に 於て tt 未だ 一般的には 鐵道網迚設に付て眞刽に考 へられて はゐな かつたのであつたが一 八六 
六年ハノーヴアー 王國 、へ セン 選 擧候領.ナサウ公國、フランクフルト•アム •マイン 自由市， 
シユレス ウイ ヒ== ホルスタイン 及 ラウエンブルク 地方がプ B イセ ン站 となる に及び 鐵道網の# 

五 



六 

立と v< ふ事が渐次重大視 5 るゝ樣になりマィバッハ大臣の如きは鐵道の如き經濟上の有力な組 
織は之を統一的なものたらしめねばならぬといふ見地から賃率の整理にまで乗り出した程であ 
つた。鐵道網擴張5:妨害した主なる原因は各地方の政治的分裂に在つたのであるがその他鐵道 
そのものに對する無理解もこの原因の一として擧げ得られ樣と思ふ*即ちバイ H ルンに於て tt 
道路は出来る丈け長區間に a り構築するが鐵道の如きはその都度必要に應じて一步づゝ建設し 
て行けば充分だといふ様な考方が支配してゐたのであつた。如斯は明かに鐵道の軍事的、經濟 
政策的•商業政策的の E 値©低評價に基いてゐたもの is ひ得やぅ。然し乍ら一八六八年以降 
になると從來のバラバラの鐵道網の補整を爲すべしといふ議が起るに至り遂には大臣のフライ 
■へ ル•フオン•クレールスハイムも議會に於て「バイ K ルンに於ける大輸送を擔當すべき交通網 
は 凡て國家(聯邦國)の手に 常 握し此の網に缺陷なき様配慮せねばならぬ 」 i 宣明 する程にな 
つたのであつた。ファルッ地方では地理的條件に戚まれてゐたにも不拘鐵道管理當局の徒らな 
權限乎ひにょり鐵道網に付て何等見るべきものがなかつたと 云 はれてゐる ■ 〇ザクセンに於て H : 
之と趣を異にし一八三九—四 〇 年の議會に於て先づ第一に施工すべき鐵道 K 間の撰定を爲し， 
一八四 二— 四三年には！八五 二 年までに竣工せしむべき M 間の決定を爲して國の後援の下に私 
營の形式で起業せられたのであつた。 



此のライプチヒを中心とする交通系絡設定の事も國全體としての交通需要 t みて之5:行つた 
といふよりは 寧ろ個々の地域の要求をみてその必要性の大なる處 から 建設を進めて行つたも© 
であつたさぅである。一八四二年にはゥュルテムべルタに於て國有鐵道として建設せらるべき 
三線が決定せられたのである。即ち.東西線と稱されるブルフサール=シュトゥットガルト= 
ゥルム線、ゥルム=ボーデンゼー線、ハイルブロン =•> ュトゥットガルト線之れであつた。之 
等三線は一八五四年竣工し他の K 間は一先づ私營に委せられたのである。 

バーデンで tt 當初鐵道に對し非常に退切的な考を布してゐたがバーゼル =>シュトラスブルク 
間フランス鐵道建設計*5:傳へ聞くに及んで始めて、數年間爭はれてゐたバーゼル=マンハイ 
ム線の建設を行ふ様になつたのである。 

へッセンに於ては始め鐵道を建設すると自國を利するより他國の商業都市を利する事になつ 
て了ふといふ樣な考方 S : 有してゐたので一八四二年へッセン鐵道法提案 1C 際しても時の政府と 
しては，同法により一定©計畫を有する線路網を決定せんとするに非ずして單に鐵道一般にわ 
たるノルムを規定せんとするに在り如何なる區間に鐵道が建設-3れるべきかは其の都度個々© 
區間に付き討論の末定めらるべきものなる旨明かにした程であつた。他の小聯邦に於ても大體 
同様な傾向を示して居つたのであるが、た': H ルザス • a 1トリンゲン丈けはモルトゥヶの意 



見 lr . よ〇軍事上の H . 地から統一的な鐵进網を有してゐたに止まるのである。 

以上の如き交通制度の分裂 tt 主として政治上の分裂に IJI 米して居るのであるが*その後完嘁 
した政治上の融合は如何なる彩薄を交通制度に與へたであらぅか。先づ政治上の融合に先立ち 
一八四六年には旣に伯林を姶發とする諸鐵道を包括するブ a イセン鐵道聯合(翌年にドイツ鐵 
道管理聯合と改稱された)が結成されたのであつた。此の團體も左して鞏间な結合體とは沄ひ 
得ないが然し乍ら技術方面40統一即ち車輛の双互流|||、空車の利用効率向上、一地方と他地方 
i の連絡の良好等によ〇經濟上の効果としては尠からざるものがあつた様である。尤も此の程 
度の統合ではまだ/、不充分でありカール•ク--丨スの云へるが如く「獨乙鐵道網に關する W 
權が聯合議會の手になく從てまた之 1C よつて鐵道網が指導されて， G なかつた」のであつた。一 
八七一年に於ける全ドイツ聯邦國統一に先立ち北ドイツには北ドイツ聯合が結成3れてゐたの 
であつたがその規約第四條によると「_道制度ハ國防及一般交通上ノ利益促進 ノ爲メ -I 各邦ノ 
鐵道制度ハ監督權ヲモ包含シテ之7本聯合ノ立法及監督下-|置ク」となつて居〇局部的である 
itt 云へ統一的交通政策の樹立の意阖を明確にして居るのであつて、從米の分裂した交通政策 
から統一した交通政策に向ふ先驅を爲したも©である。射此の法制の徂ひ所は當時ドイツに於 
ては國 -fj 鐵道 i 私設鐵道とがあり而も相互に何等の連絡もなくタリ7適用も不公正であつたの 



で之を何とかして統一した交 afi 政策にょつて指導せんとする 1C 在つたのである。以上の考方は 
一八七一年のドイツ帝國逄法に於ても繼受せられたのであつた。即ち憲法第四一條乃至第四七 
條を以て全ドイツに關する立法及監敕は總て國家の手に集中すること、鐵进への投資，經營及 
タリフ等に關する監督は阈に於て爲す事を定め、特に同:^法第四一一條を以てドイツの全鐵道は 
「統ーセラレタル網」として管理せらるべき S - を明かにしたのであつた。即ち政治的融合にょ 
りドイツに於ける各邦鐵道は今やバラバラのものとしての存在5:許されず I 定の計®網として 
管理せら.るべきものであり、統合國家の交通政策の指導下に於て統 I 的に運營さる-<>き筋合の 
ものとなつたのである。かくする事が全聯邦の政治的融合を fsl り經濟的統一を完成し國防上の 
必要を充すと云ふ根本觀念ょり出たること素ょりであらぅ。然らぱ此の:4<法の理想とする所が 
實现されたかといふに必ずしも然り itt 云へない實情であつた。 

成程一八七三年には鐵道瞌が設 a せられ凡ての鐵道に對する監督權は之を保有 
する組織にはなつて居つたのである。然し乍ら鐵逬の運營そのものは憲法の規圮の# 在、 鐵道 
廳なる最高行政廳の設置あるに不枸相瓦 nil の相不哿ぬ餃爭やらタリフ適 HJ の不公正やらがあり 
運營は決して所謂計 a 的には行はれなかつたのであつた。加之獨佛戰爭後の好景氣にょり新 
線 Q 出願枝出」結果 H 於て： H 無計®.無統制 Q 鐵道建設が再び繰管れる様 y なつて來たので 


あつた。その爲めに一般の人々 tt 政治的分裂時代に於ける鐵道の歷史を想起せざるを得ざるに 
至り' 而も此の度の鐵道運營を支配してゐた考方が近眼的の H ゴイズムであつた丈けに1»始 
末が惡く此の儘で推移するときは結局全部共倒れの運命に逢 7 S するに至るのではな S か i ' g !« 
されてゐた程であつた。此の狀況を觀察したビスマルクは一八七六年一月八日内閣に對し有名 
なる意見書 5: 提出し•私設鐵 ia-e ei し出してゐる分裂狀態のひどさ、好ましからざる狀態、夕 
リフの高率なること、經營狀態の不良、運輸設備の缺陷、一般交 il [ i 及阈防上の要求を充足し得 
ない狀態-タリ7制度の混亂及之に因る商業、經濟上の不安定狀態を始め不當競爭にょり不當 
な利益をむさぼる者の存在する事や鐵道#社財政の紊亂狀態まで S : 指摘し一刻も速かに此の狀 
態を肅正すべき旨を力說し「法律にょるコント B — ルを受けざる獨立の支配權者が全國の民衆 
の利害を»斷する即ち私設鐵道の管理者に於て事實上特殊政治 S : 行つてゐる©であるが而も彼 
等は株主の私有財産のみを考 ft し公共の一№1祉、國家の利益を少しも顧みる處がない」と痛烈に 
非雉してゐるのであつた。更に一八七六年四月二六日に至りビスマルタは全 ドイツ 六一二の鐵道 
W 中四〇 PS までは プ a イセ ンに®する點から全國にわたる統一的鐵道網の劃定 -5: 爲 5 んとした 
がプ a イセン以外の聯邦の反對に遭ひ*行し得なかつたので一先づブ a イセ ン内のみの鐵道阈 
有化に力を注 CAJ と、したのであつた。ビスマルクは單に鐵道阈有化に力を注 S だのみ&らず 



之と併行してタリフ統一といふことにも大いに意を/ IJ ひ爲めにブ n イセン•へセン. ffi 邦内の鐵 
道經營共同團體の結成を見るに至つた。 MIC 一九0九年に tt 私設鐵道まで此の中に包攝さる、 
様 1C なつたのであつた。一九一二年になる i 阈際情勢が緊迫して來た©で之に 1111 應するため主 
として軍事上の理由よりして獨乙一:としての統一ある鐵道網の完成が叫ぱれたのであつたが各 
聯邦問に、於ける財政上の問題から實現を見るに至らなかつたのである。此の問題は實に前歐洲 
大戰中にまで持ち起されて了つたのであつた。一九一七年にはゥ H ルテムベルクから全ドイツ 
鐵道網の阈冇化の論が起き更に一九一六—一七年の各期に於ける寒氣より朱じた鐵道運營の混 
亂狀態も此の論を進める結果となりキルシュホフ氏を主唱者とする全ドイツ S 冇鐵道論が有力 
となり今度は全ドイツに於て矢張りビスマルクの 4 f 張の正しかつた事を漸く認識する様になつ 
て來たのであつた。前の歐洲大戰の結果として全ドイツ鐵道が全く混亂狀態に陷つて了つた事 
は周知の如くであり•ヤング案、ドゥス案を通しての賠坩金擔保物たらしめんとする聯合 國側 
の考方とワイ マ I ル憲法時代©社#?1-:義的風潮とよりして結局全ドイツの鐵道は之を阈の管理 
下に置くべしといふ主張が强くな〇、その結果一九二〇年のドイツ國鐵道法により 
「鐵道ハ网= m ” 統一的ナ交通企業トシテ管理セラル」ること、&つたのであつた"鐵道及自 
動車と いふ 膣 運 搀關に對する ワイ マ ール憲法の政策は形式的には建てられてゐたのであつた。 



二 I 

、 即ち一九一九年のワイマール憲法第七條及第一 it 條は「一般交通ヲ爲ス鐵道及自動車-一關ス 
ル立法ハ國=於テ之ヲ爲」し更に「國ノ立法權--驄スル事項--付テハ國ガ監督權ヲ冇スル」と 
定めてあつたのであるが實際に於ては此の理想は全く實現せらるゝに到らす、一九二九年に於 
ても時の交通大臣ドクター•シユテ—ガーワルト氏 tt 次の如く報吿してゐたのであつた。即ち 
f 現在ライヒスバーン•ライヒスポスト、平水航路、自動車交通事業•航空事業.. €-: 行電車. 
バイプライン等は並行したり餞爭したりして經營されて居り不合理な交通制度展開の危機に !I 
5れて居るのである。而も餃爭者としては诚《公共團體の事業であ0或は國の事業である樣な 
次第である」と述べてゐたのである。即ちナチ K 政策以前の陸運政策は法制上は別として W 際 
に於てはまだまだ政治的分裂の陰影を濃厚に有して居つたのみならず交通省としても各®睦運 
機關を統栽するといふ W 力は勿論の事、そ〇理想すら持つてゐなかつたのであつた。 

-I - ^ - * 

第二章ナチス•ドイツ陸運政策の基調 

第一個別主義の克服 



第三！：家に於ては經濟各般にわたり各個の filj 意が阔家の指導 1 C より强く影背されて s > る事は 
周知の事 , S である。陸述政策の方面に於て之を見るとき矢張り陸運機關に對する！：家による形 
式的且實質的の統一指導，殊に統一の實这的强化といふことが先以て著明となつて來るので *• 
る。この第一は個別主義の完全なる克服といふ事である。ナチス政府樹立後暫らくして r 國ノ 
新組織=關スル法律」が一九 H 四年一月:-.十日に公布せられ此の法律によ b 從來の各聯邦の各 
種の高權はドィツ阈に吸合せられたのであるが> 更に同年11:月一六日には「臨時道路及逬路管 
理新規律-1關スル法律」が公布せらる/'に至り從來のラント、プ a ヴィンツに岐れてゐた地方 
的 is 路行政權を新設の最高迸路廳たる fll 路總監の手に集中せしむる事となり、約四萬杆の sffi 
は a 接同總監の管理下に移り，約六萬 H 千杆の從來の WI 道は第一級地方道として、又約十萬八 
千粁の縣道は第二級地方道として孰れ.も同總監の監督下に置かれる事となつた.©である。初代 
迸路總 S として、最近軍需大臣を兼務する事となつたドクター•トートが總統から直接任命せ 
られラィヒ K •アウトバーンの事龙と共に此の进路政策の刺期的改正の事に銳意努力 srfc ? けつ 
、あること亦周知の如くである。 

ナチス陸運政策に於ける此の英斷を諧へて或る交通政策學者は「一八一五年ウィーン會議に 
於てドィツ阈統一に關するドィツ民族の要求が否決された事も又一八四八—四九年に於ける在 

二一一 



一四 

フランクフルト•アム•マイン市パウルスキルへ内で叫ばれた處の全ドイツ交通政策統一に關 
する要求の否決の悲刺も今日では昔語りとなつた丈けである」と言つてゐる位である。前に述 
ベた如く旣にワイ1憲法に於ても一般交通及网防に關係—交通機關に對する立法及監督 
權は之を國に保留するを理想としてゐたのであるが、之を實現出來なかつたのはラント乃至フ 
ロヴインツに對し皇 f 認め殊に道路行政權を委任し放しにした f あるのであつて、此の 
地方饪に分裂し脈絡からすれば錯綜を極めてゐた最中にアドルフ•ヒトラーは政權を楢立すベ 
く東奔西走してゐたのである。從て總統は自らドイツ阔としての陸速政策の大なる缺陷即ち鐵 
逍聯絡の不便•道路交通乃至狀態の不良による K 衆の不便惹いては全ドイツ內政銃一完成上の 
障碍を體驗したのであり、その故に政權樹立後直ちに何等の^疑な <阔による道路行政の實 ft 
的統一の强化を敢行したのであらぅといはれてゐるのである。同様の考方は鐵道•その他の陸 
運、平水航路 及之に 類す る交通機關に對しても適用せられたのであつて、換言すればナチス陸 
運政策に於ては陸上旅客運輸法序文にもある如く、ラントの限界、ラントの獨自の必要性を 超 
越して國のみの見地よりする統一的使命に適應する方針を建て之を勵行するのにあるので あつ 
て、要之フェルケールス•パルテイクラ I リスムスの終熄即ち之れである。 

® 別主義の克服の問題に付て今一つ忘る可からざるものがあるが、夫れは一九一一•四年二月二 


七日の法律(交通大臣 S : 交通政策檐當專任者としたもの〕である。一 05 ナチス政椎樹立前後を 
通じての十數年問に於ては各州乃至聯邦と國との antc 於ける交通政策乃至陸運政策の分裂の問 
題の 外に 今一つ大きな 陸運 政策の分裂，即ち一方鐵逍行政の主體たるライヒスバーンと他方バ 
ス交通行政の主たるライヒスポストとの liH に陸運政策の^^が存在してゐたのであつた。その 
間に相當な競爭すら發生して T つたので旣に一九三二年頃にはライヒスポストとライヒスバー 
ンとの間に各翌行政 S 止して統一した管理，統一した行政を行ふべしといふ議論が接頭し 
て來てゐたのであつた。一九三四年二月二七日に至り漸く「行政ノ單一化及經濟化_一關スル法 
律」が公布 - tt - らるゝに至り遞信省 及 ライヒスバ—ンに®する 陸 連政策の統一化に付ては交通大 
臣が權限を有し S 任を ft ふ事と定められ兹に於ても亦所謂フェルケールス•パルテイクラーリ 
スムスが除去される樣になつたので1)る。交通大臣としては此の重大な事業5:完成するために 
新たにラ yii ;* i 1_#•; の制度を設け交通事業者代表.交通機關利用者代表を委 H として相 
互間に組織的連絡を採ることゝしっゝ阈家として計畫實施すべき統一的政策の遂行に就き遺憾 
なからしめたのであつた。 


1五 



第一 I 交通の自動車化(モ—トリジ I ルンク)政策 

ナチス•ドイツに於ける陸運政策の根本的傾向として次に揭げられてゐることは r 交通の自 
趾ル取化」4 s ふ事である。由來ドイツに於ける有力な交通機關としては15进、平水航路の二者 
が考 ts されてゐたのであつたが前の歐洲大戰の經驗及その後發生して来た社會の要求 ig にアド 
ルフ•ヒトラーその人の體驗に基く確信等から自動ポ交通と s ふ事が問題となつて來たのであ 
る。從來ナチ K 政權樹立以前に於ては自動-* li は動もすれば他種交通機關に對する不正®&者乃 
至#威者として白眼視されてゐたのであつた。即ちドイツ K 於ても他の諸國と同様自動 Jtilr 對 
する評 IH は從來あまり大なるものではなかつたのであつた。或は自動_通の^^者である4 
か經濟的經營には不適當©ものであるとかといふ評があつた。一九〇八年に於ける自動車交通 
立法赛議の際に於ても同様な批評があり、又當時の裁判所からも「自動車ハ如何ナル事情ノ下 
=於テモ危險ナルイ ； s K トウル t トナリ J とせられ、一般からも自動車 T . 業は神經衰弱を助 
長する事業であると v > ふ如き考方が®る眞面目に受取られてゐたのであつた。要之一九 H 1 二年 
までは行政に於ても立法に於ても他の如何なる交通機關も E 動車に對して保趣せらるべく 
. r . l 動卓所有者は事故に對し全貴住を負ふべ考ものとせられてゐたのであつた。 


處が前に一寸述べた如く總統は阈防上の要求、 FS 政統一上の必要及經濟上の要求等に深く思 
ひ5:臻し政權樹立後 4 IJ 日を出でてゐ&い一九三三年二月一一日伯林に於ける自動卓展馊#開# 
式に際し有名なモートリジ I ルンクの命令を發したのであつた。總統の此の命令は自動車交通 
を妨害す る 凡てのものを一時に粉碎して了つたのであつた。行政も立法も短時日の fin に面 H を 
一新し自動1}£保護の考へ方に; S 轉して了つたのであつた。即ち一九三一二年三月より使用許可せ 
られたる 乘用車に對する課税の免除、運轉免許手锫の簡易化、後述のラィヒス•アウトバーン 
Q 大々的建設の如き此の考へ方の現はれであり*又一九 H 六年--ユ丨ルンべルク黨大會宣言に 
よ〇一九 H 二年以來眠つてゐた自動車工業も俄然活動を開始する様になつて來たのであつた。 
一九三 H 年總統の命令以來主務省た る 交通省としてはモートリジールンクの. t < r 速なる實現を^ 
るため所謂自動車交通促進計畫を樹立すること、なり，そのためには大臣の下に自動車交通促 
進^|會を設け間难議會に於て經濟界，軍、交通企業、科學等各方面の意見を參酌して計畫樹 
■立に資すること ゞ したのであり、之により逐年着*一定計畫の下に自動車交通の促 ii を實現さ 
せて行つたのであつた。 

次に自動111交通に關する規律の整備を行つたのである。一方に於て自動車交通の計畫的促進 
を爲すと共に之により生ずる他種交通機關との摩擦の除去、粉爭の解決を圇つて行かなければ 



逑全な發達を實現 し 緩 -a の場合に處する ことが 出來ないのは自明の理であり•そのために^輛 
の建造、運轉保安の方面の規律の整備を爲したのである。「进路上ノ車輔運行許可--關スル命 
令」之れである。自動単の規格整備のために tt 堆輛部品規格廳が設立せられ交通優先權の問題 
に付ては道路交通令を 以て 軌道 車輛と 自動車と 5: 同位に置くことに解決したのであつた。旅客 
運送營業、!-¥物運送營業を爲す自動車に付ては交通統制上の見地ょ®先づ一九三四年一二)=1四 
日に 陸上 旅客運輸法が公布せられ、一九三?1.年六月二六日には遠距離貨物自動単運輸法が公布 
せられたのであつた。殊に貨物自動审營業は一九 H 一年10月六日の緊急令以來ライヒスバー 
ンとの 間に非常な速賃兢爭がありその弊も少くなかつたので前揭法に於て は 特に貨物自動 
r ず •® Tlg : if 1 パ 0 i の强制的結成に依り不正な運賃鉸爭に ょる_ 民經濟的不利©招來を防止した 
ことは 有名な事賞である。 

更に此の モ I トリジー ルン クの 問題に付て忘れる事の出來ないのは例の有名なライヒス • ア 
ウトパ ーンの建設4^:思 か 奬勵である。先づ自動車交通を獎勵し自動車製造事業の隆 
昌を期待するには之が通路たる道路、出來得れ•は專 W 道路を完全なものにせねばならぬ C と素 
ょりであり •その爲めに次章に於て詳述する如きライヒ k •アウトバーンの大 i 6 設事業を開始 
.する ことになつたので ある。次に フォルクスワー ゲン 製造の 爲めには數千人の專門職工を態* 


伊太利ょり招聘し之が指導の下に大衆単 Q 大々的製作を爲さしむる事とし、その狙ひ處として 
は r 一家族一臺」といふ程度まで考へてゐたもの、如くである。又 W 民一般殊に W 少年に自動 
車智識を普及せしめ一朝8の際に於ては何人と1に—車——操縦し得る樣にす 
るため黨の機關として黨自動球團一般にユヌ • H K •力 i 力 i 呼ばれる組織を設けヒ T 
ランィン團長が之を指導してゐる事も亦隱れもない事實であつて孰れもモートリジールンクの 
政策の現れ—得 t 。 以下に於て若干數字的に S ベて見 f 次表の如くである。 

先づ一九三〇年 統計廳發行の G —ブ*ミー—内 I * にょると、一九*五年度 S 査を基礎と 
して 交通機關の輸送能力を次の如く分析したのであつた。 
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即ち當時に於ては自動車は轍送力としては全交通機關の一•七^を占め、經營所としては過半數の五一 
•四^を示し從業負としては全髖の七•一一：^を有してゐたのである。 

その後に於ては此の種の統計がないので如斯見方をするのは頗る六つかしいのであるが以下に於て！九 
二九、一九三三、一九三八各年に於ける续遊、自動車、平水航路の所有交通具數輛の變化を示して見るこ 
と、する。數字は statistisc rs Jahrbclch fih das De cl tsche JO eich による。 


各種交通機關經營粁數及交通具數量 

( ) 內ハ Reichsbahn 該當部分ヲ示 K 


道 

路 

' — 

平 

航 

水 

路 

長 

鐵 

道 

— 

延 

畏 

1 

通 

g 

量 

1 

1 

八 ’ 

笑' 

知 

ヘラ 

五イ 

九 

九 

年 

度 

不 

明 

% 

二主 

一 i 

J 

k 

針 

r 

•j 

デ 

% 

な 

二 年 

ジ 

3 パ 

k } 

九 

度 

S-2. 

さ I 

1 

6 

I 

七 

esa 

去末 

〇 

£ 

RU 

X 

八 

年 

度 








輸送量輸送目的ヨリ見夕少各種交通機關 

/ () 內ハ Reichsbahn 該當部分ヲ 17K ス 
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次に最近(と云つても一九 三 A 年二 一月末現赁 外のものは公表され てゐな いが一の狀態に於ける自動 
車こ依る！ 般交通用旅^#浍事業即ち 733 enlLinieuverrhf mit 1C 3 ftfs-rzeagen を 揭げると次の 4H 
くである〇 即ち (Tatsachcn undNahlcn aAs der Icoaftverkehrswir sr chaft 一九！！一九年版より) 
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又鐵逍、軌道等の有軌交通機關とバス網との比較をしてみると次の如くである。即ち一九コー b 年に於て 
次の如くなつてゐる。(前掲富より) 


一九三七年一二月現在 
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バス交通に於ては一九—;一八年度は此の約五〇〇〇にわたる路線網を以て約一〇万秆(九八、八九二•四籽 ) 
の經營區間を示し、六五五、五四六、〇〇〇入の旅客、•二〇三、九 Tb 、 〇〇〇車杆の輸送—を示してゐる 





のである o 

更に貨物 運輸殊に一般交通の中 m を 爲す遠距離貨物運輸の方面に於てみても、一九二九年中央に於て一 
0、〇五〇拥の動力車と一一、六四五輛の^®車とを有しニー八、六三 o « の積載量を有してゐるのであり、 
之で以て.一〇 、四二七、六〇〇噸 cr 八二九、八 00 、 ooo « 杆)を瑜送してゐるのである。一九三七年 
の 寶績 I 五、 二一八、 000 噸(三、二五四、〇〇〇、 000 噸粁)よわ見るも之れ以上の瑜送を行つたもの 
と 想 f れるのである。最後に藿才- スト リアを含む一九= 八 年末に於ける自動車總數を分類して揭げる 
と 次の 如くで ある。 
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之等の尨大な數 M を示すに至つた裏には濁乙自動車工業の大きな努力のあつた事を忘れてはならぬのは 
勿論であつて次表の如く生産高の飛躍を示してゐるのである〇即ち 
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此の生產 額は 勿論國內の磨耗補充所要置を控除して餘りありと考へられるので.あるが、そ S は一九三 
二年以來一九三 八年まで次の■を轍出した雲に徵しても判明するのである。即ち一九二三年ょり夫々 
自動車の輸出量丈けでも二、〇二■一、一二一、—九、ニーー三•一一六、二三、三九六、三六、二五六八、五〇 
六、七八、一一六輛となつてゐるのである。 

斩くの如く所謂 Motsisierc'ng の政策は着々としてその効果を收めてゐると云ふ事が出來やぅと1ふ 
のである0 

第三交通營業と國家觀念 

最後にナチ K 陸運政策の特質として褐ぐベ—とに■營業に對する國蠢念の靈といふ 
事がある。現在ドィツに於ける中'要交通機關としては_有阐營のラィヒスバーンバス事業、貨 




穿 E 動卑事業 •ライヒスポストのバス 事業を初め私設鐵进軌道、私營 0 w 4 i 營業、小運逛業， 
平水航路及航路事業(航空事業 tt 航络省管下で全く別の取扱なので本稿 I ' c 於ては觸れない事と 
する)等があるが！：營のものを除き凡て N 家の指導下に在る交通事業群に包括され國 
の交通政策に全く合 I して行 © してゐるのであつて他の諸 S ： に於ける交通營龙とは稍々その趣 
を異にし非常に「阈家的」となつてゐるのである。從米之等諸交通事業 1 C 在ては他 W の例の如 
く昔から一定の聯合體なり法人なりを夫々結成し所竭員の利益を主として主張し經濟的利益擁 
護を主なる目的としてゐたものであつたのである。十 チス 政權樹立と 共に 交通部門につ v ' て決 
定した政策は「交通ノ組織的構成」といふ事であつた。即ちナチ K 政府は一九—; H 年三月二 H 
日の議#に於て「交通ノ進步ハ各種交通機關ノ利益/理想的平衡化--向ッテ進メラレテ行ヵネ 
バ ナラ ナイ」 ことを 宣言し凡ての交通營業をば統一的に之を包括しその指導權を最高の一つ地 
位に置くこと、 したのであつた。 

先づ一九 H 四年二月二七日 K は「ドイッ經濟ノ組織的構成準備--關スル法律」が公布され， 
此の法條の授權にょり一九 H 五年九月二五日に至り交通營業の組織法たる「交通ノ組織的權成 
- I 關スル命令」が公布せられたのであつた。之等に關する詳紬は第四窣に於て述ぶる 事と す 




第三章モ—トリジ—ルンクの一翼としての 
ライヒス•アウト パ 1 ンに就て 

第一歐洲に於ける自動車道の理想 

一定の專用道路を構築して自動車の tit 走を爲さしめ様と v ' ふ 所謂 自動率道の 理想は 歐洲に於 
ては先づイタリーに起り旣に一九二五年には侪か乍ら®現を見たのであつた。即ちミラノから 
〇ンバルヂヤ平野を經てコモに至〇更にマギオレに到るものが之であつて此の事業がフラン 
ス、ポーランド、 スウイス等5:剌戟して之等の諸 MK 於てもアウトバ ー ンの計«やら^備やら 
を初めたと云はれて居る。 

さてドイツに於けるアウト バ ー ンの暾矢た る ものは一九三二年 s ライン 縣にょ D 供用開始を 
爲されたケルン =ボン間©もの及 ベルリン 郊外に於て當時のステイン、不ス財阅の手で起業され 
た所謂アヴ K (CIA 屯交通及練«走行道路の略’現在では ライ ヒス ■•アウト バーン に 接收され 
てゐる)及所謂.-- ユー ルンべルガ 19ンク等で あるが 之^ は? A れも短距離のものであり競走道 
路としての意味しか冇してゐなかつたものであつた。 ヲイ ヒス•アウトバーンの如く 長距離 一 


般交通 fli を企 圇し たもの即ち實現こそ出米なかつたがライヒス•アウトバ ー ンの前驅とも稱す 
べきものにハ7ラバ法人がある。之はハンブルクよりフランクフルト•アム•マインを經てバー 
ゼルに到るこ—計®した相當大仕掛のものであつたが不書現出來なかつたも®であつた。 

要する 1 C 一九三11:年までの發 展の經過は一地方のみの交通を 計®の基礎に置き包括的な A®J 
I の網4へ 旣設酱制度に新 1 奪といふ様—想に缺けてゐ たも®" 如くであつ 
た。 

第二匕 - V トラ—の自動車道建設宣言 

さてナチ K 政權樹立後間もない一九三三年の勞働記念日にアドルフ•ヒトラーはテムペルホ 
—フ廣場に於て多數の勤勞者を前にして兼ねて抱懊してゐた處のライ e ス•アウトパーン趄設 
Q 計®實施—言したのであつた。而も 此の建設 S 時 ヒッ占 —震の言に在る如く「後世 

-- 引繼グべキモノデナク吾ブ ?:' ア以テ遂行サレ•ネバナーフヌ處ノ數十億ライヒスマルタヲ要ス 
ル道路^ W 」©' 事であつたのである。かくして一九三 H 年六月二七日に「企業ライヒス•アウ 
トパ I ネン設立-一關スル法律」が公布せられ同年九月二三日にはフランクフルト•アム•マイン 
=ハンハイム K 間の最初の銳入れが行はれた際もヒットラ-義は「此ノー 大事業嘉年ヲ出 



デズシテ吾々、ノ住務，吾々ノ勤勉、吾々ノ果斷ヲ示 K コト、ナラウ」と云つてゐたのである。 
一九三四年三月一二日にはミュンヘン=州界のエ庹から仕事初めを爲し有名な「ドイッチ H ル 
•アルバイター•フアンゲ.ント•アンー」■の呼號と共にエ S : 起したのであつた。 I 九 H 五年五 
月一九日にはフランクフルト•アム•マイン=ダルムシュタット間第 I 區竣工の報を is 路總監- 
から總統に提出する程の速さで行はれたのである。そして一九三九年二月末には三，〇六五杆 
が開通し而も或はコンク V 丨卜或は石#舖裝を以て二堪輛同一方向に同時に走行し得るだけの 
立派な道路を C 動車交通專川として供) lj せしめてゐるのである。ナチス政權樹立 ¢1 後の is 路行 
政は前に一寸觸れた如く州、縣，郡等にはり夫々獨立して行はれてゐた爲めに进路制度に 
非常な混亂があつた。即ち逍路に關する費 m 割當の問題や道路網の統一の問題乃至 JS 路梢*技 
術の統■一の問題等その他種/ r の紛糾を見せてゐたのである。ナチ K 政權は二つの方向から此の 
狀態に對し根本的改良の手を加へた。即ち一つは»路總監設置にょる ia 路行政の統一的確立及 
之と實 K - 的には相表裏する處のライヒス•アウトバ—ンの大々的建設であり、その二は從來か 
ら激甚を極めてゐた所の鐵 ffi - iEI 動 Jl £ 殊に貨物 0 fi 車との兢^を，企業ライヒス•アウトバー 
ンをライヒスバーンの姉妹企業とする事にょり實 W 的に解決せん i したこと t :' ある。 

一)! S か、る巨#と多數の勞働力5:必要とする大事業たる ライ ヒス•アウトバーン ilt 設の事を 



計畫したことは如何なる目的から Hi てゐるであらぅかと考へて見ると、勿論軍事 * N 防上の必 
耍とか一般！： K 經濟的利益の促進及當時非常に姦しく叫ばれてゐた央業問題の解決といふ事も 
大—狙ひ處であつたで—ぅが此 e 外に毖忐統一(換言すればナチス黨政治の淺透化) 

といふ事も大きな狙ひ處 Q 一つであつた事はルドル*' •ヘス®第七回 W 際 M 路'^議に於ける演 
示(「吾々ノ道路構築計*ハ國家ノ政策的統ートイフ事卜密接ナ關係ヲ苻スルモノデアル」)及 
私が一九四〇年春、ライヒス•アウトパーン局技師フォン.ケム--ツ氏ょり S - し得たこと等か 
ら見て間違ひのない處と考へらる、のである。 

第三ライヒス•アウト/< I ンの組織及作業 

以下に於てライヒス•アウトバーンの組織、ライヒス•アウトハーンの作業等に付て若^"述 
ベて見る事とする -〇 

企業ライヒス •アウト バ ー ンは前出の如く一九三三年六月二七日の法律にょり設立せられた 
のであるが之は資本的にはライヒスバーンの姉妹#社としてライヒスバ I ンから五，-〇〇〇萬 
ライヒスマルタの出相を受けてゐるのである。企業ライヒス•アウトバーンはライヒス•アウ 
トバ丨ンを越設經營するの獨占權.之が附帶事業&經營するの獨占權を冇して居り、附帶事業 
• 三一 



としては給油所•修様工場、積却設備、钦食宿泊設備.廣吿等がある。企業ライヒ K •アウト 
バーンの理事長はドイア N 道路總監たるドクター•トートが兼任してゐるのであるが«4様の資 
格に於て路線の撰定を爲し之を實施計畫なる名稱の下に地方組織たる各地の迚設局 
に移牒し此の趙設局が地方 f 祭當局の諮問を經て右局指定の請負人をして實際の工事に當らし 
あるのである。企業ライヒ K •アウトバーンは從來公法上の獨立法人として法律に基く定欵に 
より規律せられ理事、監事があつて事業の運營を擔當する事となつてゐたが*一九三八年六月 
一日からは法律により「企業」たることを廢止し國家官廳として從米の仕事を擗結して行くこ 
と、なつたのである。ライヒス•アウトバ I ン廳長官は從米©通り逬路總監たるドクター•卜 
丨卜である。下級廳としては 約 二〇の建設局と約一.〇〇の建設事務所 5 : 有してゐるのである。 

ライ ヒス •アウト*< I ン豫定網は始め舊才 IK トリ ア領を も 含み約 一. 〇〇〇杆 とされた 
のであるが現在で tt 今次歐洲大戰0情勢の變化に より 約一七、〇〇〇粁を目！！ として居り、 此 
の 中一九 四 〇年末までに開通をみた K 間は1 1 :、八 0 0 杆程と稱 されて ゐる のである。ライヒ 
ス*アウトバーン建設の目的が前述の如くであつたので之が使5料は徴收せぬこと、し，必要 
な li 源は 公 (ft 、 借入金、自動車營業稅、雑油稅の引上け鑛油混合稅 の 引上等よりする收人を以 
て賄 ふこと、 した©であつた。ライ ヒス •アウト パ—ンの附帶設備乃至事業と しては 駐； 一;. 場、 


休息所、給油所^から臨時宿泊所、 ft 館^まである。此の內給油所はライヒス•アウトバーン 
全 M 域にわたり給油を爲す獨占權を W するライヒス•アウトバ I ン燃料^-限寊任會社にょり經 
營せられ=〇杆乃至四〇杆毎に設けられて居り給油所は單に給油のみなら中客室を W し公衆電 
話から便所、浴室までを備へこの外に連絡 ffl 路上の積*狀態まで知り得ることのサーヴイスを 
提供してゐるのである。尙ライヒ X •アウトバーン當 W は进路の修辖及監視のために六〇籽乃 
至八〇籽每に道路監視詰所を設け應 . t :« J = r 例者貨物自動求、除雪器を備付けしめ.てあり， 
.史に此の方面の考«から一九一一:六年以來ライヒス•アウトバ—ン阈道に於ける镇雪狀態■凍結 
狀態、水溜の狀態等をラジオを通じ速報してゐるのである。 

さてライヒス•アウトバーンは之を企業乃至營業としてみる i きは目下の處では到- K 採算の 
基礎を發見出米ないのである。所要建設資金は殆ど公怙及借入金で賄つて居り(一九 H 八年末 
で建設借入金合計二七億四七八〇萬ライヒスマルク)而も收支狀態からみても I 九三八年に於 
ては收入四〇八.五一一•九〇ライヒスマルクに對し支出は七、四八九、五九0,10ライヒス 
マルク即ち支出超過七，〇八一, 0七八•二〇ライヒスマルタとなつてゐるのである。此の狀 
態は一九三=年 3 lt 業開始以來同じ傾向否年々支出超過額增大の傾向を示し績けてゐるのであ 
る。從てライヒス•アウトバーン財政を考へるにはどぅしても此の施設が！！民經濟上に與へる 



三四 • 

利益即ち自動¥工業の發達 • c : 動車の生命の延長、タィヤノ油脂減^量、使 Ilj 量の節減等とい 
ふ點から大 H しては鐵道と0動 S - との競带の除去よりする ㈣ 民經濟上の利益增大や此の大工事 
によつ て生ずる勞働力所要資材の流通性の圓滑化等を綜合して考へて見ないと到底充分な了解 
を得られないと信ずるものである。 

. 第四章 4 rii:" 

第一交通事業憲法に基く創造 

ナチ K 政權に於て交通營業各部門に付き！：家觀念の浸透を圖り阈の統一せる交通政策を徹底 
せしむるため一九三四年二月二七日の法律に基き一九一二五年九月二五日にナチス交通事業の憲 
法と も稱すべき「交通ノ組織的構成11關スル命令」が公布せられたこと前述の如くであつたリ 
以下に於て述べんとするラ ^ T ¥: 4 • M ベは實に本令によつて新たな精神により創遗され 
たものと云ひ得ると思ふのである。然し乍ら或種の交通事業が或る n 的のために-一團として集 
結することは何もナチ K 經濟によつて新たに生じた■ではないので—。交墨業群の露 



たる社會的事實は從前から存してゐたのであつた" Bp ちナチス政權樹立前交通組織の中核を爲 
すものはが通政«!的利益>、同聯合であつたのである。素ょり此の聯合骶は阔乃至公共 
方面の斡旋慫慂にょ〇出來たものでなくして全く私人的ィ -- シアティーフから發生したもので 
あつた。此の聯合體も專門的*地域的に岐れてゐたのであるが一栊に目的としてゐたことは關 
係交通事業に於ける利益の繼續的促進といふ事であつたのである。從てその共同に追求してゐ 
た目的は純經濟的事項に限定せられ社#政策乃至勞働政策上の諸問題の如きは一向に ® みられ 
なかつた。即ち各聯合體の要求してゐた fe 大のものはその分野內に於ける IIJ 場聯合體式、ヵル 
テル式の值格政策の遂行にあつたのであり從てその遂行する方策の内容も統一的のものではな 
く多くの聯合 is は全！：聯夂合として紐辙されて.9るにも不枸、大部分は全く地方的に局限さ 
れた仕事にのみ沒頭してゐたのであつた。組合鼠としての加入は殆ど全く自由意志に基くもの 
であり大部分民法上の社團法人、商法上のゲゼルシャフトであつたので從て他の經濟部門にも 
ある如く、 S つもアゥトサィダ I トゥムの問題に惱まされてゐたのであつた。要之•交通政策 
的利益共同聯合としては到る處國家的全一の一部門なりとの d 覺が缺如して居り！：民の Bi 祉に 
貢献するといふ考方にも缺けて居り更に又一體としての目的設定も判然としてゐ&かつたので 
その爲めにいつも國家、國民の相互に對し對立者として現はれ特別利益 W 體としての闘爭を敢 


J せしめ，更に聯合體構成員同志の間に於ける爭すら起すに至つたのであつた。以下に於て此 
の私法上の交通政策的利益代表體に付、各部門每に紹介してみること"する。 

I 、 航路 事業 

船主團體の最高利益代表體はハムブルクの「芯郎法人獨乙船主團體」があり、地方的のもの 
としては「グレーマー•レーダー•フエラィン」「フエライン•ハムブルガー•レーダー」か 
あり、沿岸航路事業部門には「フ H ルバント•ドィッチェル•キユステンシフ T 1」•船舶仲 A 
業にすては中央的存在として「ツ H ントラールフエルバント•ドィツチェル•シフマクラー」 
地方的組哉としては「フ M ルアィ-ーグンク•ブレーマー•シフマクラー及シフアゲンテン」力 
あつた。 水先案內等には中央のものとして「フ H ルバント•デァ•ドィッチ H ン•ロッヱン」、 
阀々の地域には「ロッエン•ブリユーダーシャフト」があつた。海港事業に付ては何等の統一 
的最高團體は存しなかつた。一九 H 四年には交通大臣の媒慂にょり各部門毎に最高代表體を結 
成するに至つたのであるが之は交通事業群の先驅を爲すことになつたのである。 

II 、 平 水 航路 

河及港は公有であり之を利用して走行する交通具のみが私存であつたのであるから、本事業 
部門に於て!1常に阈乃至公 ft 團體と連絡を採る必要があり(航路娄 A # の如き)從て船主の利 


益代表 { g は#在はしてゐたもの、社#的にはあまり大きな S 味を有するものではなかつたので 
ある。各河川毎に「露法人航路利益保持團腊」は#してゐたが一八九六年に伯林に於て設立 
された— 4 * i 5# I 3 の如き赢に船主 e 利益を代表するもの 
でなくして航行に附帶する凡ての利益5:代表する組織であつたのである。尙本事業等には主 i 
して地方的色彩を有する小さな シフアインヌンク が多數存在してゐた。 

三•自動車營業 

先づ貨物自動単運輸の組織に關する根本は前大戰に於ける戰時經濟上の措置により始めて出 
米上つたのである。即ち一九一七年には W 內に六〇のィ自 動 准 團が出米後には之 
が一〇〇となつた。その後軍との關係を斷ち阈防竹所管の一四の自動管理官區に分鳩せしめら 
L 後之は大藏省所管に移つた。尙此の A 動¥監理官區に於ける財政的効果はあまり面白くなか 
つたので大藏省は之を解散する事とし中央政府と地方政府と協議の上貨物自動^業を他の新し 
い 形式に より 縄•める事としたのである。其の結果生れたものが一六の〇動屯交通 W 限資任會社 
であり當時九八の營業所を所してゐた。之等の共同の利益と一般交通運輸上の利益確保のため 
こ「ドイッ C 動屯交通會社聯合」が設立され、一九二九年には自動屯運送 取扱者より成る所謂 
?. T :5 r ク ーフ若 千年後に tt 所謂 K イクラ7ラハト 



が設立されたのであつた。一九三一年から五〇杆以上にわたり運送を爲す者は所謂遠距離述輸 
として 特別の免許を要する様になり i 協定や積 ® *:配分の問題が生じて來た。前者に付ては 
二九七業者間に協定が行はれ、後者に付て tt 二五〇〇の貨物 G 動車所有者を包括する ェ 

ルタイ*ンゲスシユ-/-レ*フユア*デン鲁クヲフトワ-ゲン攀ギユ|夕|フヱルンフ2ルケ|ルス«ヴ籲ェム參べ|攀パ|....1.** - » - J ). 

ル • K ル •ファ ゥ が設立された。此の H 
ル • ェル*ファゥは所謂市場利益聯合!! I の形式を備へてゐたものであつた。此椏の聯合|!§として 

ライ t スフ Hn . パ y ' ド•ドイツチェル ■? ゥトフ X ル>*卜5ンポ|卜**ウ>^ 1 ネ—マ| 

は此の外伯林にあつた K ル. デ ー • K フ及フランクフルト* 
アム•マインに在つたライヒスフ H ルバンド•ドイツチ H ル•ラストワーゲンベジツツアを舉げ 

る事が出来る。尙此の モ ーター化した處の近距離 It 物運輸部門に在ても當時は未だ荷馬車運送 
とも深い關係があつたので地方每に「荷馬 Jf £ 運送—貨物自動 Jl <: 運送聯合」があり，中央机織は 
マン •ハィムに 在つた處の 「ドィッ 荷馬車及货物 ci 動車 ai 輸聯合」であつた。旅荠自動車 51 輪 
に在りて tt 各州の地方聯合ょ〇支持を受けて中央組織として伯林に在つた處の「バ K 所 
.招.？乾：" ^I .•バ yr が あり、 タク T 部門に付ては全國の組合を包括した處の 「 n パ 


プ 0 :ルパ5-ド*フユ7*タス籲ドイツチェ*ク9フトド|<シユケ>*ゲゥェ爲-<•- > » ■ 1 r-rx 

ッ 'タ グ シ - 業 聯合」がー フイプッイ ヒに 在つ た。一九二 六 年には7 

ルべ>卜•ドイツチヱ A •クラフトフェルケ—ルス•ゲゼル&+フナン 

イツ自動車#社聯合」がドルトム 


ントに生れ(ドルトムント聯合と稱されて 
ゐる)公共團體、混合經濟經營のバス事業を包括して居り今日までその存在を保つてゐるので 


ある。一九三四年春に tt 凡て自動車交通事業聯合體を包括する處の「自動車®業聯 
，合‘ I が生れたのであつた。 

四、荷馬車營業 

荷馬車營業に付ては旣に一九世紀以米獨特の聯合體を有して ft たのであつた。九のラント及 
ブ a ヴィンツ聯合，四〇の市町村聯合にわたり此の組織を啊し「ドィツ荷馬車 
t が」と稱してゐたのであつた。モータ化の傾向の强く&つた後は前报の「荷馬 iKil 送= 
貨物 G 動率 il 送聯合」と合體し一九一二四苹までは#績してゐたのであつた"' 一九三四年にはラ 

イヒ スフ！' I ルバント•ドイツチ H ル•アウト==.フ H ルントランスボ I トウンタ ー ネ—マ— W 下 

六の聯合體を加へ r ドィツ營業自動 ifl 交通及荷馬率營業」 i なつたがその後此の內からモータ 
1 化された事業は分離して了つたので結局「荷馬禅營業聯合」と&つて了つたので 
あつた。 

五， 鐵道、軌道 事業 

非_冇の鐵逍 、軸 ia 事業聯合體は一八九五年から存在してゐなかつたのであつた。當時、、、ユ 
ンへンに本據を冇する四一の isiz ? 山免があつたがその後事業の專門化するに從て夫*分派して 
路面電埤事 業、 地方 ttal 事業及一般交通£私設鐵进業の三に分れる事となつて? J たので fc る。 

三九 



wo 

そして各部局飪に專 n 事項に關しては獨立性を有する事が認められたが一®的利害關係に付て 
は上記の聯合#が統轄してゐたので|>つた。一九三〇年には「ドイツ，交通聯 
Mii 」 と改稱の上自動車部門や專用線事業部門をも包括し一»大となり一九三二年には「ラ 
イヒスフ K ルバント」 i 稱するに至り一九 H 四年まで賴いて米たのであつた。 

六•運送取扱及倉庫業 

此の方面の聯合體|±最も舊い晞史&有する聯合體であつて旣に一九二九年には「ドイツ運 
起*: m 齓邰〕の成立五〇年祭があつた程である。初めは凡ての運送取极龙を一括包括して fo 
たが次第に專 n 化する傾向を生じハンブルクには海 il 送取扱を統轄するものハレには鐵 in 述送 
取扱5:統轄するものが生じたが前の大戰中にまた集中化する傾向を生じてもとの「ドイツ運送 
取扱業聯合」に統辟されたのであつた . 5 此の內只家具述送業に付ては特に連賃協定の問題が喷 
しかつたとみえ所謂トウイヒ(獨乙家具速遂賃率及利益共同 IS 1 體)が締結されたのであつた。 
倉庫龙に付ては「ドイツ倉_者作業 It -. ハ NW 體」があつた。以上凡ての鬮 is は一九 f 一：四年に於 
てドイツ運迓取扱及# |'11 5門_體」に結合されたのであつた。 

七、旅«:,案—内，營業 

ライゼ ビ K 丨口 一1 に於ける利益代表は一九二一年以来伯林にあつた處の「ライゼビユ1口 



1ナ*^^.:咖1¥1でぁつた。此の聯合體は獨立及非獨立のラィゼビユ10—の要望にょり 
結成されたものであるが一九三五年には「交通袖助枣業&高代表體」に 
變化した ( T ) であつた。 

以上略述した處の利益聯合體は孰れも阈家の手に成る處の經濟政策的インストウルメントで 
なかつた事上述の如くである。 


第二公益の從僕者たる交通運輸制度 


■ r ンヂルス*マー 

議所」 


之と 全く相反して、その法律上の構成その實苡的組織から見て「商工羚 
は「公益の從僕」であつたのである。以下に於て此の商工#議所內に於ける交通 il 輸代表の制 
度に付て略述してみる事とする。 

商エ#議所は通說にょると公法上の團體であつて個々の營業部門の利益を代表するのみなら 
ず所管 bi 域內の登録商人©全體利益を代表するのであり從て此の商工#11所活 M の根庵は全經 
濟及當該地域の全營業と密接な關係を有して來るのである。爲めに大きな商工#議所例者べル 
リン.ハンブルク•フランクフルト•アム•マィン、ケルン及ミュンヘン等は孰れも交通部を 
設置して居りその所管區域內の交通問題につき廣い意味に於て配慮を爲してゐたのであつた。 

四一 



一九ーー.五年には經沾«令を以て(同年七月二四日)凡ての商エ'^所は「經濟/謹所」內に於 
ける經濟1所及商工#議所 Jt 同團體に包攝せらる"こと"なり乂右共同刚體 il 或は定欵の規 
定を以て交通、遞信委貝^をその內部に設け又定欵の明文にょらずして運輸*自動車、航空^ 
の委員會まで設けられてゐたのであつた。 

ナチ K 交通政策の一大根幹を成す處の此の交通事業群の組織; t 上述の各列益聯合體の長所と 
商 H 會議所に於ける交通運輸問題取扱方の長所とを採りその中にナチス精神即ち指導乾原 J»p 
を吹き込んで新たに创り上けた處の自治管理 M 織に外ならぬものと考へるのである。序である 
がドィツ交通竹内には勿論交通事龙監料部があり交通大臣の監奸に關する袱限に K する事項の 
行政を掌つてゐるのであるが一般には之を「問接行政」と稱してゐるのである"即ち交通事業 
群に於て直接行政を c 治管理の形に於て取扱つてゐるとも見られるのであつて.制度としては中 
々興味 ある ものと 考へられる。殊に今次大戰の如き非常時局の Kf に於ては N 家交通政谠の5:速 
且圓滑なる實施上に大いに役立つ處がある様に認められるのである。以下に於ては JH - のナチス 
政權に於ける交通組織の大要を述べてみる ことゝ する。 . 

第三交通事業組織の大要 





一九三五年九月一 H 日の交通大臣令(交通ノ机織的梅成- 1 關スル命令)は一九三—:年以来爲 
された各®の試みの結粜を參酌して交通運輸營龙の机織的構成を一變させたのであるが先づ此 
の命令は次の七裡の交通盅業群の#在を11むる事としたのである即ち 
(1)航路 事業 
&平水航路事業 
(3)自動車運輸事業 

⑷莳馬車營業(之は一.九三八年末(3)に併合せられた) 

(5)鍅逍軌道事業 
g 運送取扱及倉庫營業， 

(71 交通補助事業 

之れである"之等は孰れも後述の如き自治管理權を冇し行爲能力ある法人として取扱はれ組合 
員と しての加入强制の制度を認められてある。交通事業群の使命とする處は「交通_群ノー‘ 
粒的耍望ノ外組合31 =對シ夫々ノ專|' , ]的範域=於テ忠吿シ保護ヲ爲ス」：：命令 16 條一)に在り> 
群長は「其ノ群ヲー:家社件主義國ノ意味-一於テ指導セネバナラナィ」 1 G 條二)のである。從て 
一九三三年時代旣に抒戒されてゐた處の「我欲を組織化」するのでもなく叉自主的に活潑に活 



四四 

動すべき經濟部門 Q 仕事を計畫的—制によつて1して了はぅといふ事でもない事素よりで 
ある。 此の制度の租ひ所は 一®行政實例が過去に於て示したが如き网家行爲即ち許可とか或は 
禁止，刑罰等の手段により創造的 W 營業活動に對抗して所謂お茶を濁して行くと云ふ様な追り 
方を徹底的 S 除し•抑4業の蛸..' 3 al どか^?ぎ i かいふ S 事業經營の專門 sf 國 
家は間接 H 装 S 業指— se 政 I 方向に？こて行く即ち1は 1 S 義營を 
見守つて行けばよろしいといふ處に在るもの"如くである。 1 … Hi 
「交 ia ノ組織的構成--關スル命令」は更に N の交通政策決定の諮 In ] 機關として交通審 
1 S :#? 卜及地方交通赛議會の制度を設け叉更に經濟會讅所及地方經濟命議所と交通事業群との關 
聯を密ならしむるため經濟臝交通議代 f 蟹艺むる方法を講じて tQ であ 
る。要之ナチス政權に於ける交通組織の構成の大本は 

( 1 ) 交通事業群の組織 

(2) 交通審議#の制度 . 

(3) 經濟^ i 所內に於ける交通事業代表派遣 ぅ k •ァ？パ i 

の三であると考へられる。 尙公法上管理せ らるゝ N の S 即ち國有鐵 道、 N 有自動取 it -' は交通 
事業群の 中—含せられてゐないが之— S 本質 上當然 S と考へられる のである。以下顺 




を追ふて交通事^群の組織 1 C 付槪說してみること、する。 

第四交通事業群の組織 

交通事;1群は現在六群に分れてゐること上述の如くである。各胙は關係交通事業を專門的に 
分類して之を包括するものであり必要のある場合には禅門地域的に之を Q 括することになつて 
ゐる。下級分岐體は當該交通事業群の一部分に過ぎな v > ので*航路事龙群中の專門群&0動単 
事業群中の專門群を除き，獨自の法人格を有しない©である。統轄の機關として！±群長、業務 
iinr *?&- 組合«總#があり諮 1 !!]機關として參與#がある。 

-群 長 X, 

先づ群長であるが 之は各 群の 最高機關 でありその 地位は 商 X 會議所#頭の如く「名#職と 

して」働くものである。(例外として|-±ドィツ貨槪自動車述輪聯合の#長があるが)交通事業 
群の群 M は交通大臣により任免せられ 4¢ 門群の群長は關係交通事業群長により任免せられる。 
但し關係交通事業群長は交通大臣より苒門群長の住免に關し承認を得るを®するのである。下 
級^門群長は上級專門群長よ b 任免せられる。群長代理者は群長内身が命ずるが之には交通大 
臣乃至關係群長の同意權の保留がある。 

四五 


次に群長の責任としては前示の如く其の群をナチス ㈣ 家の意味合に於て指導するに在り從て 
群長は委された交通事業部門¢0-範®內に於て其の規律を維持し交通事業運營の全般に付き注意 
を拂ひ群内相亙問及他群間に於ける不正競爭を防止し商人としての誇りが凡ての活動に於て理 
想的に保たる、如く指導するに在るのである。又群長は組へ uii の校範となり且敁資本主義的な 
共 rr .*] 經濟剛體的觀念をハツキリと保持してゐなければならぬのである。故に群長は群 fl に対す 
る指■權备し之を貫行するために一〇、〇8ラィヒスマルクまでの秩序 f 課し得るので 
ある。之は所謂フ.ユーラープリンツィプから云つても當然な權能である。各種群長は上級群の 
群長に對し又共同 [il 体たる群自休に對し"その群の秩序立つた所の指導を爲して行く事につき 
責任を負つてゐるのであつてその指導は定钦の規•足の公布•業務執行者の常務遂行に仂片導す 
べき指示事實の決定等によつて爲されるのである。 

II 、業務執行者 i - 

次に業務執行者 1 C 付て V あるが•交通事業群の業務•孰行者 U 主席業務執行者と呼ばれ、交 
通事業群長より任免されるのである。但し任免に付ては琳前に交通大臣の同意は之を必要とす 
る。各交通事業群の定欵によると此の主席業務執行者の地位は 「 N 民ノ勞姻秩序-一關スル法律」 
こ所謂「犯— fl ' •您•導^:〕に當〇業務處理上必#な職 U を任免し得るのである ofH し業務執 






行者の住免; i 原則として交 ilfi 琳龙群長の同意を•嬰する、 W 門群故下級麻門群の*務執行貢住者 
は.！^ ii ; 一^ T であつてその地位 ii 略々交通^衆»に於ける主席業務執行#に等しい。凡ての 
業務執行者は群長 iMf ての^務5:公平に執行し何人に對しても業務上知り以たる各事業の龙 
務上及經營上の秘密を守るべき涟務がある。業務遂行の範阐外の財布法人の處分植は尺法三 
〇條に所謂一般的業務遂行より生中る代理 wi の範阳に限记さる"のである。之^尨務執行者 ii 
名#職として活 1)1 するのではなくして「職として」として勤務するのである。 

三、^!,與~ ■ 會 

各群 tt 必中一つの參 扼 會を有する〔命令 18 條二)此の#與 # の娄 aii 次位の群の群長より成 
る。交通事業群考與# : i 專門胙長より成り.*門胖及地域群®與# .£ 下級薄門群長及下級地域 
群 長よ〇 成る。必要の場合に: i 上級胙長(交通事業群の場 ff に: t 交 Ml 大臣)の許可を得て右以 
外の者を參與#の委 H と爲すことが fl ', Hi る。 最下 ■!* 群の參與會は上級群長の許可を得て群 '捷よ 
り任命した者を以て組織するのである。參與#の# sli 群長である。 • 

さて此の參與#は、決して群の意志構成を SI # 式に爲すのでなくその名の示すが如く群長を 
ベラー テンする丈けのものである。 X 議#の共同作/1]の如きはフユ—ラープリンツィプ及之を 
根底とす諸機關の性^に反して米るのである。此の制度が所謂指绰者頓|!!]に相當するか??か付 
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四八 

にては議論があるが群長は重耍なる處分を爲す前に必ず參與會に諮問を爲すべき事となつて居 
る。殊に交通事業群に在て|±豫算の決&、負擔金額決定、土地財產の取得其の他常務以外の財 
產法上の行爲、主席業務執行者の任免、定欵の制度及變更に於ては必す諮問を經ねば&らぬの 
である。(第 19 條： I 但し群長は諮問答申の結果に拘束はされないの.である。終りに參與會委員 
は名#職として活動するのである。 

四、組合員總會 

先づ組合 H の資格 [4 强制組合：：：！制度に基くものであつて從て交通部門に從第してゐる事 
m 者及事業をィブソ•ユレに包括する事になり組合：31たるには別に何等の意思表示を必要とせ 
ぬのである。新たに交通事 m が免許されたときには*その事業が交通事業としての活動性を取 
得する i 同時に關係交通事業群に當然所鲒して了ふのである。命令第八條の申吿は行政技術上 
必要とする申吿であつて法律上に於ける寅言的効果を埭定したものではないと云はれて居るの 
である。組合®!としての所%性を理由付ける處の活動の褴核性が缺けると組八；： ns としての资格 
を喪失するが法令、定欵に別の定めがあれば此の限でない。外！：企業の阔内に於ける支店は獨 
乙の交通事業と同様に扱はれる。^人としての支店を設けずして一：内に於て外 W 企業のために 
働く企業者に付ても M 斷である。又各個組合：3；の所：*性に付^あるときは交通大臣が之を裁決 



するのである。 

五、所®重複組合員及組合員總窨 5で，•，了？卜 
次に一定 事業は M - 々數倘 0交通！^群の -* 門群に跨ることがあ D 茲に所謂®複組合 a 
の題が生ずるのである。之に付て! i 命令第一:/!:條第四項に規定あ〇組合 fl としての^門的" 
1の|交__が當_業6屋 f &必門的と同時に一般的保管引受け 
ることにな り その他の群はた^■專 1:1] 的叫題のみを取扱ふのである。扨て組合 H 總#であるが之 
は®年*營業年度終了後最初の六ヶ月內に開 P . されるのである。尤も組合 ii 總會の開催と云ふ 
事[±最下級の群に付てのみ#するのであつて他の群は組合 H 總 fr を開催しないのである。又 is : 
下級群に於てもその群の活動範圍が大きな地域に 1 L るときは交通事業群長は組合 F 1 總#の代り 
に參與會を招集すべき事を定め捋6のである。此の組合員總會 ( 上級群に在ては參與會)に於 
て! J 群としての活動•財政状態の報吿を受け所%員と群長と0間の考方の交換を Ifi 接に行ひ以 
てゲマ .インシャフトた る群の存幀の實現を期するのである。尙ほ組合®:總# (上級群に於ては 
參與 #) の特別使命としては、群長が一般の信任に値するや??やの秘密投搜を爲すことがあ 
る。但し#與#の場合には秘密投票ではなく記名式でツム•ライターなりやゲ I ゲン•ライタ 
I なりやの投 M を爲す。尤も此の信任、不信任の表明は Is 接に法律効果を結び付 v > てゐるわけ 
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ではなく信住の拒否によ blfi ちに群铋その人の电迭があるのではなく右に關し裁斷を下し得る 
地位にある人よ b の栽斷5:俟て行はれるのである。 

六、群の豫算編成 » 

次に群豫算に付て r あるが命令第一 71 :條第 .= 項に於て群豫荪編成に關する方針を定め「交通 
事業群及其ノ分岐體ハ最モ節約的且綷濟的ナル財政方針勵行ノ義務ヲ耵|<ル、胙ハ組合：3ノ行 
爲能カヲ愼重=取扱ハ.不ぺナラ3{」としてゐる。之に反すると群としての權力の濫«1となるの 
で此の危險を最少限度に止める爲めに金錢經舴は原則として(航路と自则埤業の一部を除き) 
交通茁業群のみをして扱はせること4してあるのである。即ち交通 - If 業群のみが像®:を- H め6 
擔余を徴收し得るのであるが各種の交通事業群は原則として只一つの負擔金のみを徴收し得る 
のである。 

- M 例外として地區專門雔は交通事業群よ®分配された負擔金徴收金では賄ひ？ r . f ない'/? MJ を交 
通事業群長の許可を得て當該組合一 S から地； S ： 分擔金として一定額を©收し得るのであるが如何 
なる場合に之が認められるかは何等记められてゐな S 。 恐らく特定の科學的研究所への補助金 
交付とか共 M 脔 fr 费支出等の如き場含であらぅ i 云はれて居る。 

前述の如く所謂ドッペル又はメーアミットグリィダ—シャフトの如き場合にも只 一 の負擔金 



しか微 收出來ないのであるがその場合徴收を爲した保護交通事業群より! 1 關係の交通取龙群に 
對し一定 率に より 分配す る こと》なつてゐる。(命令第一艽條) 

尙年收一て、 000 ラィヒスマ ルク未滿なることの税務官署よりの證明 S を * ^した者は保^ 
群に對する分丈け Q 納入金額(即ちドッベル又はメ-アミットグリ-ダ-たらざる者と同額) 
の納入のみでよろしい。 

交通事業群の活動の本體を爲すもの!±專門群即ち垂 S 的組織であるが法令上特に獨立のもの 
として認められてゐるわけではないが自治管理施行技術上の必要から水平的 In 織即ち地域的組 
織が存在するのである。經濟大15令の中に於ても營業經濟 AS - は「全一」として存在するのであ 
つて地域的 flJtf 門的に分割されて存するもので|'±ない事を明かにしてはゐるのである。地域的 
に包括3るべき必要は殆ど全部活動の本體を爲す堪門群 1 C 付て始めて認められるのであつて從 
て 交通 事業群中に於ては荷屯馬平事^群を除き(此の場合に在ても} Rtt 品運搬、故客、家具、 
臨時小運送及遞送の五專門部を有してゐたが)專 n 群を有せずいきな〇地域群に岐れてゐるも 
のはないのである。下級專門，群に於ても地域的分岐?:必要とすること專門群の場合と略々間様 
である。地域的分岐の性 , if 組成方法等は葬 門 群•下級«門群と似て居 b (命令第二條第'--項) 
群長指導の原則*參與#諮問制度の原則、强制合一の原則•全一の原則及阔術關與の原則等の 


適用があるのである。(命令第一一條第三、四項•第一八條第一項、第一六條第二項第九條及 
第|一條第六項)地域群の所管地域に關しては命令第三條が規定し之を交通！ S ； 域とし更に 
之を細分し得る事を豫定して居〇その具體的廣群は交通大臣が定める事になつて居るが':命令 
第一一〇條)未だ公表されてゐな S 。 併し實際の活動からみると大體に於て地方絆濟會議所の所 
管區域と認めらる--'様で ある。 

以上の如く專門群があり專門的地域群があるが仕事の實際の問題となると關係群が相共に協 
力するを必要とするのであるから命令第四條を以て「交通事業部門/集阐ハ勞働協同 S 5 ヲ結成 

スルコトガ出來ル。 . 勞働協同體ノ活動範阐< 一定ノ專 n 範圍及地域-一限定セラレル。」 

と定めて居り又之にょり結成された勞働協同體も尠くないのである。(後出の表參照)以上に 
於て交通#^群•專 n 群、地域群に關する大要を述べた! ft りであるが以下に於て七交通事業群 
の實體を槪況してみたい。 

第五交通事業群の贲體 

一、交通事業群航路事業 fseweichsverkehrsprc'ppe seeBohiffahrt ^ avs v—- 
航路事業群所屬 tt は以下の營業を爲す凡ての企及企業である。即ち 




一、 海船を以てする貨物、旅客•曳船營業並に救濟事菜 

二、 捕鯨の目的の.ための航路事業 

三、 海港にての積荷•船舶代理店、通關手續、船舶費貢仲介、炭庫契^^介の諸業及曳船作業船舶交通 
•補助事業 . 

四、 航行用海港又は積荷場經營業(自己所有たると否とを不問) 

五、 航路水先_人 • 

六、 濁立の航路專門家として航路事業に從事するもの 

尙ほ本群の內には獨乙公海漁業及へリンゲ漁業も入つてゐる。 

交通大臣は命令第五條にょり^"記の專門群に法律行爲能力を與へたのであつた。 

一, 專門群 ■ 

船 主 

二、 同 

捕鲸船主 

三"同 

沿岸航路業 

四、同 


船舶仲介業 

五、 專門群 

海港及積荷所營業 

六、 同 

水先案內業 

七、 同 

燭立ノ航路専門家 

八、 七個ノ專門群水先案內業の地域群 

之等のものは孰 H も行政法的にはアウトノ—ムのもので財政高灌も之を有してゐるものである。此の T 
ウトノミ— からして定欵や業務規程の發布も認められて ゐる〇 
尙 RVS の特別組織としては前示の如く獨乙公海漁業 (verband der deutschen Hochss Fischeteiene , 
v . inweser = munde ) とへリング漁業 ( Verein Decltscher Herrine " = Fische 3 ien e v.lliBerlin があ 
るが之等. Co 法人格は命令第五條により生じたのではなくして民法上の vein として登記したことから生 
じたのである〇 

以下 RVS の•般々圖示すれば次の如くである0 


五 

五 








































二、 交通 事業群平水航路事業 

(Die lieichs"verkehrs>frflppe snneschiffahrt 略 livB) 

平水航路事業所^ KU 以下の營業を爲す凡ての企業者及企業である C 即ち 
I、平水航行にょる貨物、旅容、曳船營業(自家運送を爲すものも含む) 

二、 平 k 航路こ鹿する港、積荷所 f 自己所有たると否とを不問)を維持十る企業及企業者 

三、 自己所有の船なくして運送人として平水航行を爲すもの(傭船者)貨物運送及曳船業の仲介を爲すも 
の、船の«茛仲介を爲すもの 

四、 渡 船 業 

五、 筏流しを爲す凡ての事業及事1 

六、 平水航路に於て Hauxer (註) Losten (水先案內人)として從事するもの 

七、 平水航路に於て濁立の專門家として従業するもの 

八、 一、二、及 H の事業に付て濁立して代理業を爲すもの 

本群は別表の如く三つの專門群を有, L てゐる。尙專門群及地域群は獨立の事務所を有せず凡て在霖主 
席業務執行者事務所及その支所で事務を採る事にしてゐる〇 
以下 RVB の一般を圖示すれば次の如くである。 

(註) Haupter とはヱルべ河の水先_人の傳統的の特別稱號の由である。 























111、交！® 事業 群 自動車營業 (： Die Iieicksverkehrs3-.luppe Kraftfahrmewerbe) 

自動車營業群所®^は以下業を爲す凡ての企業者及企業である。即ち 

一、 所謂乘用車を以てする賃貸車營業 (§ 5 vaJqenverkehr ) 及 Taxi 業者 

二、 バスを以てする定路線營業及臨時運轍營業を爲す私的企業及企業者 

三、 二、の事業を營む公共團體及混合經濟經營の企業者及企業 

四、 五〇粁以內所謂 Nahsne に於ける自動車にょる貨物運送業者及企業 

五、 自動車を以てする所謂0£ : 5=?爸= <55-ミ企業者及企業 

六、 自動車運 II 者赛成師の許 PJ 免狀を有するもの 

七、 自動車檢査營業者 

自動車■營業群に關して特に問題となるのは例の自家用運送の SS でるるが之は以下の如く大きな意味を 
有するに不拘本群の埒外に立つものであることは注意を要する。 

一、一九 H 三年に於ける狀態 

遠距離運輸常業用車輛數 約 五、五〇〇輛 
近距離運輸營業用車輛數 め 一五、 〇 〇〇輛 
計 五六、五〇〇輛 
貨物 G 動車數全 it としては 一 七四、一六九輛 




內自家用運送を爲すものは 一一七、六六九輛 
二、一九三七年に於ける狀態 

遠距離運輸營業用車輛數 約 I 〇、七 oo _ . 

近距離—營業用車輛數 約 五九、五〇〇輛 
計 七〇、二 OC 網 
貨物自動車數全 it としては 三二一、五二 R 輛 
內自家用運送を爲すものは 二五一、三.二 g ; 輛 
更に本群に付て特別な組織としては<26岂0.05^<:115^3ぞ6;&-3»«3€82.15<:1£2:21前示の所謂 
Dortmclnder Verband と俗に R . K.B として知られてゐる R.eichs = Icraft \ vags=coetriehsverband があつ 
て本群の專門群として重きを爲してゐるのである〇以下この兩者に付て若干の說明を試みると次の如くで 
ある0 

從來 vercralld Deutscher KraftvrrkehrsgesellschafHTn (Dortmclnder verhand ) は沿革的に大都市及公 
共團體の所謂1 ntcrlokak.r Perscmeuverkehr のモータ-化に對して大いに貢献したものであつた、 RVK 
の設立に於ては交通省としても此シ新 m 織たる RVK の中に編人せんとしたのは當然の事である。然し乍 
ら從來の_をも尊重する必要もあるので此 averband を解消してその上新組織に編入するのは無理で 
あるといふ事から尺；>には定欵第ヒ條を以て、公共團体及混合經濟バス交通事業群は只に一つの群員とし 
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て本群に所屬すべきのみでなく、その事業の技術的及經濟的問題の解决のために此の。。 t 『 <5 デ 
and に加入すべき義務を有する こと、 定めてゐ るので ある0繰返して言へば此の00||二作3-§0. 
は專門群たる公共 團體及 混合經濟バ ス 交通 事業 群と合 I して了つた蹕ではなく 法律 的には獨立して並存 
し、 此の Dort ョ ander Verdand は RVK の財政負擔者の形を以て RVK 群中に存在してゐるのである。 
故 こ 專門群員は R 一つの負擔金を o §3 cl 3 a -5<5 crand に支拂ひ此の < erband が更に此の額を RV1V 
に納付する組嫌になつてゐるのである。 

又此の Dortinder Verband は法人格を有するものであることを前に述べたのであるがその人格は民 
法の登記法人である處から由来して居るのである。此の <5 crp 3 p . の長も選舉にょるにあらずして交通大 
臣の任命にか、り < 0 3- 5 0.員たる事も ]^ ¥汉負の如く1^05-3に生ずるのでなくして加入宣言にょり 
Icostitativ に生するのである。尤も此の宣言を爲すことは專門群員としての義務にはなつてゐるのであ 
る0 

次に RKB であるが、 RKB はその組 4 &と一誼となつて KV K の合負となつてゐるので•ある0 
(從て遠距離貨物自動車 運輸業者は K VK の間接組ム員に過きない0> 負擔金は RKK に對し屢に支拂 
ま L RK.B はそれを 更 めて RVK に納付するのである ORKH の法律上の地位は例の離貨物自動車運 
輸法 にょり 定まつてゐる處の法人であり、同法は Lex anterior なるに不拘 RVK 定欵や命令に對しては 
1S 8 ヌ 2. 315- として認められてゐるのであるから此の«^2=の地位には變更ないのである0尺1<.2:の機關 


























































•H 1>3«52.§*3*及035.3一であるが、7^0:€£は€5*61二0 , 11でなく職として活動するものであり交通大 
臣より任免せられる、 Bi . st は plst より業務遂行の際諮問せられる、委員數は七人、交通大臣よ 
り任命せられ任期：：年である〇豫算は國の豫算の形式が準用せられる〇所 MM は凡て逮距離運輸業の許可 
を有する事業者であり、組ム具 たるの 地位は交通事業群に於けるが如く ipsocrre に取得するものである0 
さて、 RVIC は別表の如く六 ( j 九彐八年より七)の專門群及多數の地域群より成るものである。 

四-交通事業群荷車、馬車營業 (Die Keichsc&ppe Fcl hrcewerbe RVF ) 

本群は一九三'年 M ! 月允日 (一 九11!九年一月一日より施行)の交通大臣命令により]<>尺と合一した 
ものであるがそれまでの狀態を述べると次の如くである。 

本群所屬員は動物力を以て牽引する車輛により旅客又は貨物運送營業を爲す凡ての企業者及企業であつ 
た。その適例は乘合馬車營業•聯畜車 ( o 5 pann ) による貨物運送營業であらぅ。本群の特色としては專 
門群を有せず(但し前出の. 7 L 部門を有す)地域群のみを有したことであつた〇專門群の代りとして「專門 
的保護育の目的のため」に件種の組合負團が電量品運搬、旅^、家具、臨時小運送、遞送の五部が設けら 
その首長としては部相談役 ( Fachwaro を有してゐたのであつた。此の事務所は稍大きな地域群に設けら 
れてゐたのであり地域群は常時下記の一五群を示してゐたのであつた。 

一、オストブロィセン 九、南西ドィッ 




二、 シュレジェン 

三、 ブランデンブルク 

四、 ボンマ —V 

五、 ノルトマ—ク 

六、 ラインラント 


一〇、下ザクセン 
一一、ザクセン 

Ifr ウェス トフ r 丨レン 
一三、ウヱーザ— X. ムス 
1四、ザールファルツ 


七、へセン ー五、中央•トイツ 

八•バイ M ルン (但し尺：>尺に移行後は一六の地域群に改緘したのである) 

五、交通事業群鐵道軌道事業： Die Keichsverkehrs ス rclppe Schieneubahnea Rvlia ) 

本群所®: 13： は以下の如き企業及企業者である〇即ち 

一、 陸上 旅客運送法第：-條に所 面 IW 並に之と同樣に觀察せらる上般交通用ならざる軌道 

二、 一八九*年ブロイセン軌道法にょる小軌道 ( zebenhacihnliche Klenihahn) 並に他のラン•卜に於て 
之と N 揉に觀察せらる、處の非一般交通用の小軌道 

三"匕有專用線 (AnschCIssbahn) にして、工場の專用線と一股交通用鐵道線又は荷^^から又は之等へ 
との接續を爲すものであり a 利益を得るを目的として居り之が vRBa に歯せざる事業の附帶事業たら 
ざるもの 

運輸^^別に# s : 群を有、專門群電車事業のみに地域群あり〇圖示すれば次の通0 


銶邁馱 illt 交 iiM ： 辟 （RVBO 



負間 1 羊 



$車籌窠 

ホ軌; 1$ 灰 ' 

一雕¢4用 
ネム玆敉濩 

私有_用練料 


Jt iirl 年 


歲16 <卜_しスれ ) 

中央抓へソウり 

西#6 

南拥 ( U '^» 


序乍ら此の機會に獨乙に於ける鐵道軌道の種別を示すと次の 
如くである0 

先づ一番重要なものは幹線鐵逍 ( Haaptbnhn ) であり之は一 
國內を一般交通用として走行し更に進では國1通をも爲すも 
のである。次に地方； gfg 道 (zebenbahn 又は rkalbahn ) が 
あるが之は一地方の交通、一地方と一地方との連絡運輸を爲す 
ものである。此の二者を A 口して <0=3-* 一3(鐵适)と稱してゐる 
更に第•一 I として極めて一地方のみの交通の便に供せらる、もの 
に軌道 ( Kiln てかあり、之は更に隣接町村連絡を主とす 
る小軌道 ( Nebenbnhlp.hnliche Klehlhahn ) と、都^£^乂通を爲 
す路面電車 ( strassenbahn ) に分れるのである。此の?:一 ehibahn 
と Vollbahn との區別はその運輸擔當の性質の^;のみならず 
その構造規模に於ても大小の差があるのである。即ち 

『Nebenhahnfihnliche ICIeinbahn 
幹線鐵道 K 一 ehrbahn 一小 軌 道 
zehenbahll 电 道 | Slrassenbahn 
地方 i 道 /»■ 電車 







六、 交通事業群運送取扱業及倉庫業 (Die KeichBKrc'ppe spedition find Laurel 

略； RSL) 

本群所屬員は運送取扱業、家具運送取扱業又は倉 s を營む凡ての企業及企業者である。又一九•こ五年 
r lm-*j J OIOGes.etz £. rverh i: : ungvonMisshichenanfdenGebietder5«echtsbeI-at c.ln craco *^iI 
ょる 運賃計算事務所も本群に所屬する。尤も本業は所謂 ? 0ス 3*sbe3t€r として所轉區栽判所の許可を必要 
とするのである0穴31.は.二つの專門群を有する0なほ本胖の_成を圖示すれば前頁の通0である。 

七、 交通事業 群 交通 補助事業(一) ie ReichscrappeMi】fs J; ewerbe des Verkehrs RVH) 

本群所屬負たるものは次の營業を爲す企業又は企業者である。即ち 

一、 寢臺車及食堂車營業を爲すもの 

二、 旅行仲介業を爲すもの之は運送の證 i 又は附帶的證據券の發行又は仲介を、自己の有ならざる旅客 
運送機關のために行ひ或は自己の所有の京^を以てせざる運送の催し又はその實行を爲し更に或は又 
臨時宿泊又は食事に：^業としての仲介を爲すものをも包汚するのである。 

專門群は次表の通り二つあり寢系車及食堂車群 M は—— a 國際寢蚕喜社 (ISG) ラィン鐵适會社 
の三のみである。 

六五 


辑群 离問群 箅群 
運送取很策家具運送取後泉囔肩襄 


在伯林 
枣華努所 


F 紱角問群 

I 


A 代理 
運送取從乘 


鉍道運迗取扱業 


平； k 祕 
運送取拔棠 


自勧觀取魏 


条貨運达取祖 t 
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この交通事業群交通補 
助事業を硏究するに方つ 
て注意すべきことは觀光 
宣傳事業所謂 Flden . 
verkthr の事業は此の 
F . elchsverkehrsf ? rQP"oe 
の M 織の中に入つてゐな 
いといふ事なのである0 
1 の Fremdenverk— 
ehr といふ文字は狹義の 
交通業者のみでなく、交 
通を促進する處の凡ての 
必要な要素を包めた所謂 
1 nbegriff と解すべきも 
のなのである。之は勿論 
國策としても大切な事で 












あると いふので一九三三年六月二•一日の法律により'^長を宜傳大臣に持つ處のる2.£:^&8<:11|1^ 
Friden verkthr: が作られたのである。之は謂は r ?0 2. c=r sverkehlt< 交通審議會)の如く官一 i 的の性 
質を有するものであり委員としては次のものより成るのである。 . 


一、 内務大臣代理 

二、 交通大臣代理 
111、經濟大臣代理 
四、大藏大臣代理 
五"航空大臣代理 

六、 遞信大臣代理 

七、 外務大臣代理 

八、 ライヒ スバーン代表 


九、ブロイセ： N 州代表 
バイ M ルンザクセン 
ウュルテムべルヒ•パ 

チュリンゲン州代表 

一0、ラィヒス*スポルト， 
フユーラ 


1テン* 


一四、 經濟會議所代表 

一五、 純濟宜傳事務所代表 

一六、 アルバ イツ •フロント代表 

一七、 黨自動車部代表 

一八、 黨航空部代表 

一九、 交通事業群代表 
(但し RSL を 代表せ ず) 


I I 、經濟群旅館等代表 

|二、 ルフト •ハシザ代表 

I 三、公共_體會諉代表 

此の穴 eichsaclsschQSS と 亦•存して 觀光宣 ft 事業聯盟(穴 £. chs = 7esdsverkehrsvtvband) がある 力 之は 
一九三六年三月二六日の法律してょり公法上の自治管理 It たる地位を認められたものである。その會長は 
宣傳大臣の任命にか、り地方組織としては地1光宜傳事 i 盟 f = Fri (一 enverkehrsve—) 
が在る〇之は公法上の管理 ft ではなく上揭法にょり定められた民法上の組合である。その長即ち r 一5は 
名譽職で あつて Reicllsfremdsverkchrsverballd 會長が任免するのである。 






第六事業群乃至組織の管理 

以上を以て大趙に於ては七交通事業群の內容を說明した積りであるが、終りに於て之等の交通事業群乃 
至は交通組織は如何にして管理せられるかに付て簡單に述べて みたい。 

まづ 上述の交通組織は決して單なる交通_部門に於ける自然發生的な共同團體に過ぎぬものではなく 
して、之は國の交通政策遂行上、即ち行政上の重要なる機關であること前出の如くである。自由主義純濟 
諸國に於ては經濟の事は大植に於て自与自由競争に委せてあるのであるが、ナチス國に於ては"經濟の 
組織炉の不可缺1むると同時に"經濟的の自己管理" t 缺くべか—る事として S てゐるのであ 
る0 

交通組織の部門に付て云へば之は次の H 者に分ける事が出來るのである。即ち 

一、 交通事業を營む一髖 たる 共 N 團 it としての 内律權 

二、 交通事業群に對する一般的管理權 

三、 交通事業群に對すろ特別管理權 

先づ交通葉を營む一體としての共同團體として G 律權が認められてゐるのであるが、その根據に付て 
t 異說あるにせょ""一定の Stand 自身からは必ず一定の自律及獨自の责任ある活動"が豫定されてゐ 
ること文一股に認められてゐる處である。即ちナチス國に於ける政治的根太觀念の一を爲す處の"一定の 



sld の奉仕活動の使命と方向とを定めるのは、夫れの Fc:hranpr であ”、之は又 Stamlesg •: nossenschaft 
の協力を要求する處の Stand としての目的を考へるのだ"といふ處から生じて來る抽象的自律權なので 
ある。具體的のものとしては群に對する一般的管理權の內容から生じて來るものがある'し即ち之は先づ群 
管理の手段と群管理の內容とに分けられるのであるが、先づ群管理の手段としては Freiherr von S— 
も言つた樣に"一定使命を遂行すべき者には、法律により使命の本質に適合した又之を遂行するに足る手 
段が與へられねばならぬ"ことから交通組織に於ても自ら立法する權能、狹義の自已管理櫬が法令により 
認められてゐるのである。自ら立法する灌能としては定欵を規定する權能(命令§]2)及命令を發する權 
能(命令 §16 1 ) であつて之等により發令せられたものは孰れも群負に對して拘束力を有するものであ 
る。此の Stand 法的拘束力の適用範圍は當該群の專門範域により定まるのである〇 ( 命令 S7) 狹義の自 
己管理權とは上記の自己規律的管理權を除く凡ての管理行爲を爲十權能を指すのであつて、 I 、二の例を 
擧ぐれば命令 S22I の報告の提示の如き保育的のもの、命令第 1\< 條—に揭ぐる如き契約行爲、一方的 
の如き行爲的のもの等である。次に群管理の內容としては先づ群の一般的要望の代表といふ事がある C 群 
としての正當な要望を交通大臣に或は政府に或は黨に對して爲すのである。群の階級毎に夫々要望し得る 
內容に付^^あるは素よりである。國の官廳として群の申請なり要望なりに副ふ樣行動すべきことは原則 
として義務付けられて居るのである。之に付ては一九•一！六年 j 〇月.-:六日付の交通大臣の通牒がある。以 
上群の一般的要望の代表といふ事は主として外に向けられたる群管理行爲であるが次の群員への忠告と群 




員の 保護とは主として Stand たる群內部に關する管理行爲である。群 員への 指示 f は交通技術上、經 
營經濟 上の 問題を始め各般の問題に及ぶのであり保護、保育は主として職業毎の專門的凑成に付て VT あ 
る〇 i 例としては KVB は自己の船 M 學校を有し RVH は自己のラィゼビユ i 口1專門學校を有してゐる 
如きである0 

更に群管理の內容として忘れてはならぬものは市場規律の問題である。 Weimar 憲法以来獨乙では 
Gewerbefreillt, Laisssiaire の原則を捨てたので^つた。そして國としての經濟指導の原則によつた 
のであつた。之よりして交通綷ヂ m 織に於ける Marktreg ' r — に付ては特種な規律を爲した即ち j 九三 
六年に於て交通大臣は通牒をを發し A 交通の部門に於ける市場規律的及賃率決定の措置は極めて大きな力 
を有するものである。從て交通事業群としては原則として此の權力の行使を抑制すべきであつて或る交通 
事業群の內に於て如斯規律々爲す必要あるときは凡ての場合に於て交通大臣宛申請せねばならぬのであ 
る。交通大臣の許可なくして如斯命令を群員に發 i-% ることは禁 Ih せらる、のである"と。故に價格、運輸 
機關配分、交通擔當區械割當等の所謂市場規律は交通事業群の權限外であるのである。 

以上の如く RVG は一般的には市場規律活動の自主的行動を禁止せられてゐるが緊急の必要らるとき 
は交通大臣から例外的に市場規律命令(包括的の)の發令方の許可を得られるのである〇之れ群の特別管 
理權と稱されるものであつて、その例としては四程ある〇 ( 穴 <3二回、为<穴.回、1^1.及穴<尤|回) 

以上の如く交通事業辟は法令上の根據を有して、共同_體としての自 ® 1般に對する一般的管 



七一一 

理權、群員一般に對する特別管理灌を有し、交通事業に於ける保育行政の直接の^^を爲してゐるのであ 
る〇國は、主として交通省監督部(自動車、鐵軌道、平水航路の分課あり) は、 此の直接保育行政を島 
管疆 たる 交通事業群長に委ね之€監督即ち間接行政のみ—つてゐるのであつて制度として從來の、政 
策の 大本より 事 i 施の末に至るまで凡て、官の、直接行政を爲す組織と大いに趣を異にしてゐるのであ 
る。尤も此の事は何もナチス受權後初めて突然生じたものでなく"ずつと昔からの®^によること尠から 
ざる事も併せて注意すべきであると考へるのである。 . 

第七交遇審議會の制度 

次に交通審議會の制度の概要を說明すれば以 T の如くである0 

全ドィッ國內に於ける交通問題一股を赛議し以て交通大臣の交通政^^定の助力たらしむべき入格なき 
諮問機關が此の交通蒗議會及その地方組織であることは前に說いた處である。 

交通密諉會は交通 事 S 及交通機_ 用者より成り 必要あらば交通大臣は 右 以外の 者を も委員とし -C 參 
加せしめ得るのである 〇 ( 命令 §27*! lv ) 先づ交通 事 代表は 

一、 交通事業群長 

二、 公法的に管理せらる、交通事業(5«**0*^すさ?穴2.2.-|0^11113)代表者 

三、 ドィッ道路總監 



であり交通機 _ 用者代表は次の如くである。 

一、 榮養長官の提謓による熒泰廳の代表 二名 

二、 锊濟裏所會頭の提議による營業經濟の代表 六名 

三、 文化事_諉所會頭の提議による文化事業代表 一名 
R 、 內務大臣の提_による公_體代表 一名 


五、アルバイツフロント 統帥者の提議に よる T ルバイツフロント 代表一名 

以上の如くであつて、交通大臣は交通密議會の議事規程を定め、委員を任命し諮問事項を定め議事を指 
揮する。又交通大臣は同會議中に常設委員會を設け特別委员會を設ける事が出来る〇尙交通大臣は本會議 
及委員會中に專問家の出席を認める事が出来る〇,交通. , #譲會の費用は國の負擔 となつ て 居る。 

次に地方交通^黷會であるが之は地_通區域(之は交通大臣が定める ことにな つてゐる〇命令§ 30 ) 
に於ける交通問題を議 r るためのものであつて、地方上級行政長官の諮問機關である。委員は交通大臣任 
命に よる 下 lei のものである。 

一、交通事業者 
A 、交通事業群の地域群長 
==、公法的に管理せらるゝ交通事業代表者 
r 、 ドイツ道路總監代理者 
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一 r 交通機關利用者 

A 、 所管地方農 HSIKE の提讀 による 榮奏騄代表者 二名 

B 、 交通 s を管轄する經濟會議所會頭が會諉所の諮問を綷決定したる營業經濟代表者ハ、名 

C 、 文化事業會議所會頭又はその代表者の^ li による文化事業會議所代表者 一名 

1)、濁乙公共共團體科諉々長の提議による公§體代表者 一名 

E 、 ドイツ アルバ イツ フロント 總帥の 提議に よる アルバ イツフロ >■ > 代表者 一名 
交通大臣は右以外の者をも必要により委員に命じ得る'し^^交通^譲會の招集諮問事項の決定、議事の 
指揮は 同會の本據を管轄する^^上級行政廳長官 (psassen では OberprfisidenO が之を爲し又同長官は 
必要により 同會議中に常設委員會及特別委 M 會を設け又專門家をして之に出席せしめ得る。同長官は又交 
奕臣の認可を經て諉事規則を決定する。樂交通密議會の费用は國の負擔である。 

以上の兩卷議會は格別取立て、申す程のものでなく孰れの文化國にも見られるものであつて、その成績 
も交通事業群程見事なものではないもの、如くである0 
終りに經濟會議所內に於ける交通事業代表につき說明してみると、交通事業も經濟の一部を成す以上之 
が經濟囊組織の根幹を爲す經濟會蕺所(矣一茯—艮——)と關係を有して來ること素よりであり、 
命令も第•二 PM 條を以て"交通事業の組織は經濟會議所及地方經濟裏所の組合員である"と規定し、兩者 
の連絡を採るため次の如き措置が講ぜられてある。 



:、交通大臣の提議による交通事業組織代表者ヨ名 
二、交通大臣の提議によるラィヒスバーン代表者一名 

:-、_經濟會議所會頭は交通大臣任命にか、る交通事業組織代表者•一'名を^^經濟會韻所參與すと 

する〇 

命令第 84 條—による組八具としての費用は交通大臣が決める事となつてゐる〇 
尙經濟會 ■內 にも憲 f Vi 門翯备け赢が—が未び S するに至つ w ゐない樣である。 

第五章 今次大戰下に於ける戰時陸運政策槪耍. 

第一章戰時經濟體制の概要 

第一戰時經濟移行の根幹 

一九 H 九年八月に至るとドィッは國として 公然戰時經濟に移行を計盡 、實 施したのであつ 
た。その极幹を爲すものは先づ 


1-|スタ|ラ|卜*フユア鲁ディ參54ユスフエルタィデ4グンク 

一、 國防大臣&議設置 ( 一九 H 九年八月三〇日總統令) 

二、 ®?防委員設置(一九三丸年九月一日の命令) 

三•經濟一般に對する！：家管理制の施行(一九一..九年八月二七 n の命令) 

の三で あると 考へる。 

まづ此の_防大 R # 議なるものはドィッ阔民の總力を®防目的のために統一的に把握し、平 
和時に於ける如き官廳 S 椎限對立を#除し•以て行政、經濟上の統一的指邮を爲す£:とが出來 
る様な組織、換言すれば一:家の動向を定め得る最高指揮權を有する如き組織であつて政府•議 
會の地位に代るものであり右^ SI * 長(ヘルマン•ゲ I リング任命さる)の發する命令は法律 
i 同一の効力を冇する處の會議體なのである。 

次に此の會議の機關として存在するものが！：防委員である。！：防委 a には縣知事乃至州 
經濟大 R が住命せられ所管の軍管'板(全國に約二十 二 程存在す)に於て非軍事的！：防事務を統 
輅し軍管區司令官と協力することがその任務である。 

第三 1 C 一九三丸年八月二七日の r 經 W 管理--關スル命令」公布にょり從來の經濟的自治團體 
たる 經濟群ベ及交通 »; 業群にょる經濟の C 治管理(尤も之等 ffliffi lc も戰時下の阈家事務の 
委任が爲 さわ ? J るが)の外に阐家としての經科管理制度が施行され凡ての經濟力をして戰爭遂 




行に協力せしめ：： 3 的達成を：？能ならしむる如く！：家に於て經濟を指導すること、なつたのであ 
る。一九一二九年末には四ヶ年計 fi ® 長官たるへルマン•ゲ~リングに對し全戰時經濟の總指报 
m が K - 與せられ以て戰寺^'と雖も®行されつ、あるアゥタルキーを目的とする第二次四ヶ年 d 
畫の實施と戰時經濟の指導と0調杏を阖らしめたのであつた。 

第二經濟眚理の組織 . 

以下に於て*阈 としての 特別なる 戰時經 K 管理が施 1; さる、に方り如何なる組織を設けて之 
が運用を爲 S しめたか 1 C 付て少しく述べてみること、する。 

國としての經濟管理としては一般營業經濟、榮養經濟及森林木村經濟の一二があり之を總 T - S す 
る總轄官廳と之等©三方面を夫々專門的に取扱ふ所の特別な官廳が設けられ皆理事務を擊るこ 
と、なつたのである。 

一,總辖官翮 

戰時經濟管理總轄中央官廳として!±へルマン•ゲーリングが任命されその補助機關として關 
係各«次官(四ヶ年計畫廳.經濟、交通、勞働.内務及森林各钓次官等)を以て組織する總輅 
乾以#があり重#問®の解決方針の決定(實際の處迢は各竹大 K が行ふ'-;必要なる法令の發 
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令*報吿の受領及檢討を行ふ處の一 I ィッ，體を形成してゐるのである。總轄廳地方官廳は軍 
管 M 司令部所在地を管轄する地方最高行政廳(プロィセン州に於ては縣知事他州では州政府長 
官、，— " ioci ^' B ; f 特定の州では經濟大臣)であり此の地方官廳の指示にょり重要な戰時經濟 
上の措置を統一的に指導する任務を有し之が專門擔當官として經濟指導官を設置 
してゐる。 

11、特別官廳 

特別官廳は前述の如く夫々營養農業經濟、森林木材經濟及一般營業經濟の-.部門に分け管理 
事務を擔當するのである。 

イ、榮養及農業經濟の範网 

此の方 rM に付ては各州地方廳內に派遣されてある州又は縣榮養皆理官が榮養管理の地方官廳 
としての仕事をしてゐるのである。州(又は縣)榮養管理官の任務は農家阐體を包括して農業 
經營上に於ける生產安全保障 ( A 部)を爲すことゝ生库物の配分の適正を計ること ( H 部)の 
二であつて、その下級廳は官躂內乂は市廳內に設置されてある戰時榮養管理官又は市榮養管理 
官(ベルリン、ハンブルク、ウィ I ンには上席榮養管理官が駐在する)である。 

口、營業經濟の範圍 


營業經濟一努 — e 安全•眾ルギ 1— 正®保障 • I 品、半1制、消 
1正(燃料.靴*石輪等の消費—で大衆と緣が深いが)—すため1賣在地を管！^>2> 
地方廳內に先づ 和 tgeltr が靈せられ第一の下篇として U ' 郡廳、市廳内に經濟卷 

aits — が設けられて—。*たべル"ン、ハンブルク、ゥィ—ン1は上席經濟管1置 
气て—のである。尙一般營義濟と云つても頓る範圍が廣いので地區經 W 管理官は第一一の 
下 とし 5 SI ふこと、した e で—。此 SHi 所は——治管理體たる 
公法人で111ため el 志使命—こ t なつたの1任者と 
して商 1 所會して任命1下—義營 © 保管任？：こと、な 

つたのである。 

ハ、 森林及木材經濟の範闹 

森林及木材經濟の安全保障を爲し且製材加ヱ潔、木材販塞業の安全保障を任務とする森林 
及木材 經濟管理官が軍管區所在地を管轄する地方廳の中に設置されてある。同官には下級廳の 

組織？個 ★の任務は， rr S ぐるへルマン • §定ょ I 行す— 

となつてゐる。 

一!防を眞に充1しむるためには S 家としての經容理は素ょ*重要で—が同時に經濟 

七九 
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治管 PI ! 體の協力も亦必要であるので一九二：九年九月一五日には營業經濟範阐に付經濟 々 Is ょり 
一九三九年八月二七日には邀林、營養經濟の範阐に付ては「農業生産物ノ公共的管现一一關スル 
命令」にょり次の如く自治管理體の協力が定められたのである。 

ィ 、營業經濟の範圍營業經浒に於ける各紕織即ち經濟會議所、.商業、エ粱、手工業、銀 
行業保險業、 H ネルギ I 經濟、觀光事葉の七部門を有する經濟群及之等の下級紐織は官廳惻 
と協力して營業經濟の生產品の適正使⑴及配給を決定する ことにな つた。 

口、榮養及廢業經的の範圍 

今次大戰前に於ては榮養經濟團體は公法上の自治團體であつたのであるが戰^-勃發後は行政 
官廳として榮養及農業大 c に屬する事となり生產、配給の計畫を決定し右に關する各般の事務 
を處理する ことゝな つた。 尤も 右琪務を擔當 する W 際上のキ：體は塋養經濟團體法に基き全國の 
11/場規律のために設けられた處の各種の聯合體即ち穀物及 tnl 料經濟聯合、馬鈴薯經濟聯 
合、-1**乳及油脂經濟聯合•鹚卵經济聯合、野菜經濟聯合之である。各經濟聯合の下には一定の 
配給區域を行する經濟組合があり夫々生序物の使 nj 及配給事務を极ふのである。 

第二節戰時陸運政策の概要 


T ? 上で戰時經濟體制を如何にして 盤へたかの 大要を 述べた稂り である。交通經濟部^-に於て 
も右一般經济部〔 〇 トィ. ツでは交通經 W は f 一般經濟と分けて取扱つてゐる)の行き方に® 

應して夫ふ— II へ暴运つ汔1以下 — e Is If す 

る0 

第一 交通 機關の徵用、徵發制度の整備 

戰時に於ける 1み 一 I 於ては： S 乃— esm として？に於1 N 內議 

111 S 雲關罡幽|1發、 S 制111 

丈斤 F 1： 家總力戰に決く可からざるこ—よりで—。ドィツに於ても近代ヂの軍需動員法た 
viTSW 存在してゐたのではあつたが If すて 
ゐた/'め不便であつたので一九三丸年九月 一 H に改正 S し所謂®家奉仕法としたので 
あつた。同法によると奉仕行爲義務者は全ての贸に居住する者であつて外 ㈣ 人と雖も阈1 
法の許容する S に於ては義—で—穷務行爲より—さる、者は一五才未滿の小—其 
の 母親、勞 f 能 e 者、七〇才以上の老齡其*一定條件2下に於ける W —、 公ルの爲に一定 
の地位に於て1#例者存..公法上て使災 i かれる 


ものは電氣工場、病院、官公衙等である。奉仕行爲を要求し得る官署を要求鹿と稱し軍、軍 
隊 • N K N ス餽骼隊、羚察その他の宫署及之^よ〇娄任を受けたものである。國に於て必要あ 
りと認めたる時には所管耍求廳より他人又は他の官署に行爲要求の權限を委任し得るのであつ 
て例者生活必需品配給に付緊^の必要ある時には要求廳に於て、一定の小運遂業者に，その命 
令により一定の運般龙者をして配給5:行はしむる事を委任する 如きこと 之である。 

所謂奉仕行爲に一1:種あり、一般的奉仕行爲即ち物の使 irj の許諾、動產の權利の讓渡、その他 
の權利の讓渡又は行使停止と特種經濟的奉仕行爲即ち戰時經濟上の必要に基く徴發による物の 
提供と特種奉仕行爲、#:通演習奉仕行爲の名で呼ばるゝものゝ一一:種である。奉仕行爲耍求手箱 
は要求廳直接又は行政廳を通じて行はれる。手續は書面によるを原則とするも公吿を以て之に 
代へる事も又火急の場合には口頭又は ラジオ 放送による事も出來る。要求の受領も亦原則とし 
て書面を以て行はれる。又特別奉仕行爲に付ては特別の規记を設け詳細に定めてある。馬匹補 
充令とか以下に述べる處の自動束補充令等の如き之れである。奉仕行爲は行政强制を以て要求 
し得るが原則として市長が執行する。 f 般的に亘るもの及特種經濟のものは！：の最髙官廳が執 
行するり即ち n 動卓の提供要求の如きは交通大 W 又はその受命者が之を行ふのである。義務者 
の行爲迦滯•桁否等があると代執行を爲し得更に要求の効果保障の爲めには差押を爲す途まで 


講ぜられてある。 奉仕義務者の81しでは I ,11 が講ぜられて t 又處分に對す 

る2寒 —— SI i 第一 §規！ 

即ち第一五條は(物件の委付) - 
⑴以了物..所有者 i 案ラ利用又 S 分-委付5 If 有ス 

1. 乘用、牽引用獸類、犬及傳書鳩 

2. 陸上、航空、水上交通艮ノ各 種 

3. 通信設備 

1上揭ノ物件使用上必用ナル備品' 從物、追加部分品、製貯藏品及燃料 
要求廳-一使用セラル•ヘキ其ノ他ノ動產及權利 

叫，1ハ 第 11 號、第一 11 ノ—爲= 付、 他ノ國及國1務—セラレ"ル 
官署及第一條-'奉什義務者ノタメ--モ之ヲ葉スルコトガ出來ル‘ 

$ニハ Kiup ち(運送ノ實施) 

養、—其4所— i * ls ”4“ sl : uH 12 i!w 

其ノ事業--從事スル勞務者及傭 S 通常ノ勤務範圍内一一於テ此ノ奉 is t ブ- 
SS 禁一二一二1 f flei 關して S 大 HMt と— 
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の上必耍な命令を發する事が||',來るので一九1..八年八月1~一：日に「£::動祺補充法規」が公布せ 
られたのであつた。以下に於て C 動寧袖充法規に付き槪說してみること、する。 

先づ自動車補充法規は如何にして一:防の用に供する dsi ^ の柿充即ち徴發，®川を爲しその 
ための下檢舟乃至義務者に對する示達を爲すかの手 M の詳細を規定するものである。即ち si 動 
屯所有者は大本營の指示により之を要求廳に.委付する義務を有し右指示は ¥■ 管 Mrt の叩袖 
充廳より爲され之が執行機關としては自動屯下檢卉士官があり一般行政方面からも上級行 
政.齡が參與すること、なつてゐる。發•徴用の完全を期するために自動準の下檢夼を規定し 
てあるが之は軍補充 fe ; 代表たる下檢齐士官と上級行政 fe ; 代表たる自動屯許可廳により次の W 序 
により施行せらる、の Tf ある。 - 

I 、下檢査計畫 

軍袖充廳は各軍補充 M 每に關係地方上級行政.：§と協 5 i の bfe : 年四月一日より翌年三月一一，十 
一日までの問に於て臨時下檢杯■案を作成し，軍袖充. as は右案による檢舟期日を關係骼に通吿の 
上所定の事項を記載してあ6下檢夼渖を送#する。許可略父之を基4:として具體的に-;;1動埤及 
自動弟群の記§を爲す。完成の上!±直ちに之を軍袖充廳に问付するが同廳は之に關し下僉杏期 



日 1 所を 1 、期日 1 週1 illlw 付 J 。 春終局的 下 
檢在薄と稱する。 

二，下檢査の實施 

S 動壽可廳は右終3的下檢$にょり夫々召集狀を發学る。下檢涅軍袖充廳代表士官 
が自動率許可廳と協議 Q 上之を施行する？あるが自動®■許可廳は共®®^動'^安檢布を併 
せて行ふことが出米るので—。下檢亦の內容は次の如くで—。 

A , n 動承全般の狀況 

B 、 モータ 1の狀況 

C 、 操縱裝置の狀況 

0 、¢軸、ブレーキ•タィヤ、 電氣設備の狀況 

E 、 車體の狀况 

F 、 器械、器具、部分品、備付品^の狀况 

如昕商時下檢漸を爲しリストを完成し置き必要の都度徴發を行ふのである。徴發に方つて It 
11軍袖充 f 於て霞來備事務が完了されてんなければならぬので含が夫れは 

八 五 



現在數：.¥を分類表により整理し®き且又軍を除く凡ての要求廳よりの所要 數 -- W の整理も爲され 
て居なければならぬのである。自動車に 對 する需要の充足は如上の方法により行はれねばなら 
ぬのであつて獨自の需要充足方法を採ることは嚴禁されてゐるのである。 

徴發事務!1軍補充鸱に於て夫々管下の執行を指揮することにより行はる、のであるが車輛は 
同廳内に在る C 動ポ調達#員#又は軍の自動車調违部隊の手により徴發せらる、のである。徴 
發された車輔の所冇權は素よ®要求 & IIC 移轉するのであるが時 M としては一51!の方法によ b 定 
められた時惯評 ( H 額が舊所冇者に交付せられ舊所有者に於て之に不服ある場合には上級廳に對 
し價格决记の申請を爲し得る©である‘。次に所有椎の移轉を伴 li ざる委付たる微用があるが手 
續は微發の場合と略々同樣でありただ R 動-+:徴用令狀の執行により軍補充廳內の E 動車調達® 
員#又は軍の C 動車調達部隊により接受されるのである。此の場合に|±報償及損害ありしとき 
の赔位が交付さる、事となつて居る。微用ありしとき交付すべき報 fit 金、賠值金に付ては一九 
一一 ; 九 年 四日五日内務 大！ £ 回 牒の形式により「軍事奉仕法 II 基 ク軍及軍以外ノ要求廳 m リスル自 
動車ノ要求及自動車運轉手ノ召集--關スル施行細則」を以て定められてゐるのである。0動車 
の使用要求 1C より車輛が提供された時に於ては軍が要求廳の場合には報 fit 率「1」によ b 他の 
者が要求廳であつた場合に: i 報 fit 率 「 2 」 によ〇 計 I? された金額が所冇者に對し交付せらるゝ 



のである。報 fcf 率 I ' i 「日割率(闻定費)」と「*行杆料(流動«)」とより成る報彼_「1」 
は同「とよ J 割衾芒 SSI る％.夫乜軍 W として e 加贊 Q 他に關 i が考 
—れて t - s らで I 。 I 奉仕義響 S 其 SI 5 SI 1くして 
作業により生じたる損#、酷使による濟耗1付ては.柔廳より賠 W 金の交付を受け得るので 
ある。 C 3 動班の使出要求を爲すとき運轉手をも併せて© llj することがあるが’之が兵役^係法 
規による召集のときには軍人として扱 tt れ軍人としての給與を受け、緊念奉仕令に基き徴用さ 
る、ときに装 Q 定むる定牵により給與を受ける？—。 WS 仕法第一六條に基く運善 
施命令があつたとき 1 C は運轉手はた r 奉仕義務者たる事業主の下に於て®務しただけなのでそ 
©給與は事業主負擄となる。尤も報 fft 率の内に於ては事龙主の此の負擔分に付き相當考想して 
あるのである。 

以 KQ 如くして或 tlM - Q ， 或 jdw 家 Qi ? 時經濟政策遂行'^®必要に基く交通機關 S 發、偽 
«殊に eg 車の徴發、徴用の it が確保されたのであつた。 

第二自動車输送の扭本的制限 

從來ナチス睹運政策の大方針の一として「交 M の， FI 動 m 化」が#して 7 J たのであるが軍$ 


八八 

目的の遂行及阈内主要產業の保持殊に四ケ年計畫の續行といふ點から燃料•ゴムその他の物資 
の計®的消費が餘掖なくせられ茲に於て時：3下に於て不要^! t 繫耍ならずと被認•|'|抑車交通の 
原則的禁止といふ方策が決定诨施せられたのであつた。之は正に從來の陸 ai 政策中の一大眼 H 
の大逆轉であるが之も實は戰時 m 要鹿業の保持上洵に止むを得ざる措 fa であるのであつて交通 
次官—四ヶ年計塵；^^ TS :: 1 s *. n ル中？其 
次の如く述べてゐるのである。「今次大戰勃發前幸にドィッは交通の， tlr 動举化を完了してゐた 
ので軍事上如何程^利であつたか測り知れないのである。諸君は思を之に_し•一般經砟界に 
於ても、軍の徽發による不便を暫く忍んで頂き度い。云々」 

拉て c 動 1 K 交通の原則的禁止は一九一1:九年九月六日の交通•內務 N - i 大坊令 「 eg 屯繼辩使川 
=關スル命令 JIC より主として旅客乘 ffl 車の方面に先づ現はれて來たのである。同令によると 
軍用、官用若は其の使用に付公益性ありと認められ所謂赤角の附與を受けたもの以外の 
自動审は凡て一九三九年九月二〇日以降原則としてその使用を禁止さる ゞ に至りアゥトに付て 
は戰爭勃發當時現在數の實の八？ i ;% が使用を禁止さる V に至つたのであつた。之は中々 m 斷な 
措 S であつただけに一般交通界に;.-、きなショックを與へ各方面で此の B 1 ター.>*/ィンケルの 
問題が八湖ぜられたので交通大 Iri も數十回にわたり詳細な通牒を發して指示を爲したのである" 


一 九一二九年九月二〇日以 降に ^ • て も使 ) IJ を 許さる、 ^ M は 前示の 如く • , n^H4a 號 W11 (降 軍 ) 

V I (海軍)、 V L (空 ¥-)、 RP (ライヒスポスト)、 1 IR (ライヒスバーン) * pOL (^ fe 、- 
so :( 親衛隊)&符するもの* ' a;KIS •免ァ ii * s :«' 官 I ( 後出)の必要と認めたもの* 
經濟上主耍なる交通を擔常するもの • MflJ 輪送に必要なもの、經濟生活確立.民衆» 7 #.維持上 
必要なもの*官公廳執務上必耍なもの*好師用のもの及外交!«,の^補などが先以て公益性あ〇 
と認められ獲使用％許された e である。右命令 9 f した狙ひ處は所9ウ1稱せらる" 
旅容乘 « i 車ではあるがバス及トラックも亦右制限に服してゐるのである。さて右の如く繼續使 
用を認められた車一一でも裘 M :, s ,{ i :^ IQ 少 tQU 改造方を命ぜられ悟バ X ， - ■■ラッグを始 
め一般的にガソリン以外の燃料の使用强制乃至强度の勸獎が爲さる"に至つたが主なる代 ftj 燃 
料!±ドイッの錬業乃至製油業の特殊事愤その他から我國に於けるが如く木炭乃至薪炭で li なく 
して^:一，似**;.スである。尙若十のタウンガスも用ひられ m 氣も(殆ど全部の郵便自動來に)使 
W されてゐるのである。之と併行して一般經 iff 上の消«規 J 1-: の方針からガソリンの切符制、液 
化ガスの配給制、タイヤの使 ffl 許 ■"/ 制等が行はれ今次大戰に於ては自動市交通も一大試練に逢 
蓍ノたわけである。次で一九一—九年三月六日に至り速跅離 It 物自動 ifi 楡送が原則的に禁止さ 
れたのであるが其の理由は阈防 Actufrii . 王席ゲ—リンクの名にょり公布せられたる「〇動車ヲ 




九 o 

以テスル貨物運輸制限-1關スル命令」序文にもある通り「戰爭の期 fiij 内に於ては阈内に殘存す 
6 lt 物自動萆群は先以て必要なる市町村内及市町村 nil 連絡) M 輸に向けらるべきである」に出で 
たのであり同令により當分の間自動取を以てする貨物運輸は近距離交通監督官の定めたもので 
地方行政廳が戰爭遂行の必要上命じ又は許可した速輸のみに限定さるゝこと"なり、極めて例 
外的の昜八 II に於てのみ戾荷の#するを條件として近距離交通監督官の許可により遠^!離巡輸が 
行はれ#るに過ぎないのである。即ち驛港餺より市町村•への集配といふ事に重點をふりむける 
必要上到底遠№1離輸送にまで自動車を甩ひさせ得ないといふ實 W から如斯措置に出でたものと 
考 へらるゝのである。更に 一九 三九 年 一二 月 一一日には交通大臣は通牒を以て、バス交通 タク 
シー、ハイヤー交通の制限を命ずるに至つたのである。定路線のバス交通機關には從來公益性 
ありと して B 1 タ ー •ウインケルを與へて居つたのであるが、數事業併行經營しある様なもの 
に付ては共同經營とか 作 m 合同を爲さしめ以て東複經營を避けしむる事と し、 鐵道、軌道と併 
行のバス事^ [ i 特別の理由なき限り之を廢止せしめ、更に遊®バスは之を原則として經營を 呤 
止し、定路線を^せざる所謂ノバス事業、 トラックを 以てする旅客 M 送事業^凡て事業經 、 
營を停止せしむる様各廳宛命令したのであつた。ハイヤ I 、 タク シーに付て!±更に方針が 嚴化 
し前揭通牒を以て、從米の制限率二五^を五〇％(孰れも戰，勃發當時を一〇〇％とす)とし 



殊にタク シー、ハィ ャ—の濫 /1 J に付ては乘客、述轉手井相當の罰を受くべきことを命じたので 
あつて、今日例者怕林市内でタクシーを利用するものは誰でも嫌應なしに濫用必罰の大き 
な車内揭示樘を見させらる、のである。此の方面の措 S と共に燃料配給量も制限增加の一路を 
迪り，|九四〇年冬にはタクシ|1臺一月當り一八0立位であつたが>筆者が伯林を去つた一 
九四一年五月=1〇日現在では最早同じく八〇立に制限 S れて了つてゐた程である。 

第111近距離道路運怯の確立 

以上の如く緊要と認められざるアゥト交通を原則的に禁止し、速距離 K 物述鍮の制限を爲し 
たこ i も戰時に於ける所要物資の可及的圆滑な配給、軍需砟業方面の i / 要充足、勞務 a 通® J 輸 
送の確保を先づ第一に保障せんとしたからである。然し乍ら自動車 M 營の實狀は徴發その他に 
ょり輸送力の不足を來たしてゐたのみなら - t - 經營振 b も決して1兀全とは云ひ得なかつたので、 
交通大臣は一九三七年以來用意してあつた所の近 ftt 離交通監督官(略して N 11 V ) 及その下級 
.姑たる交通調整官(略して1'«1)の制度を活用して之等を戰爭勃發1?£後各軍管區內の 
內務行政中級廳内に派したのであつた。 NBV の任務とする處は一九四〇年7;:月 I 五日の通牒 
に示されてゐるが原則的に云ふと凡ての ia 路交通攒關を最も合理的な使用を爲し得る様統轄 

九- 



し、此栩 交通 機關の利用は戰時下の情勢に鑑み 他® 交通機關を以てしては到底 其の 輸送 目的は 
達し得ざる場合にのみ限定し以て鐵道及船舶との速絡を充分ならしむるに在るので ある。 NB 
V は其の任務遂行に方つては可成 り廣 範阐の*能を必要と する ので先づ國家奉仕法に於ては要 
求廳としての地位を與へられ，交通4'の所^者に對し動產乃至權利の引渡 S : 要求し物の使用の 
認諾を求め、 物の 製作■貯蔵を 命じ、 從分，部分品、燃料の使用認誌又は引渡を要求し或は 一 
定の 運送 行爲の , S 施を 命じ 得るは勿論.交通大臣の授*にょり例者速距離 tt 物 n 動} It 運輪の許 
可を 行つ たり • B — ター•ウィン ケル 付卑輛の公益性の再恭査に協力したり、近距離 N 動- 4¢輸 
送の 安全保障 上 必要なる 措置を 1 S す こと笠が 出来る のである。 NBV の活動の事例を 二！ 一： 舉げ 
ると貨物輸送方面では地方(母に設けある「小運送及自動-'! i 窗業作業共同體」をして滯貨の整理 
を爲 さしめ たこと、旅客巡輪方面では勞務著の通刺輸送に關する安全保障の途を講中るため tii : 
車事 =1 監督當局 と^*|の上迅路交通拇關の制限にょる超過交通.南耍を钳-')<ポ業の方面で捣常せ 
しむる 事と したこと•戰時交 Ml 統制上の見地から問題と& る バス路線及臨時 il 輸が果して#褚 
の公益性ありや否やの調郫を命じたこと&どがある。；^]5;>の方針を體して現地に就き活動す 
る ものが 交通調 皸官即ち FHL であるが必要 あるときは 數 K を 併合してその上に交通 調皸 部長 
を置くことが出來るのである。尙 NBV の住務を记めた處の一九 四0年 Jr . 月.一 五日の交通大臣 




通牒を揭げると次の如くである。 

近距離交通官督官 ( NBV ) 戰時道路交通確立に II する方針 

交通大臣は從來の命令及經驗を基礎として以下の如く近距離交通監督官の戰時道路交通確立に關する方 
針を定め一定に告示する0 

比の 方針に 付て は總統代理者及關係官磨、 ラィヒ スバ—ン及 ラィヒス ポストの同意を經てある。故に之 
は凡ての道^{通關係者を拘束し之等に對する基準となるものである0 交通大臣 

サーレラ V 卜为 eichskimissar, 70 eichsstatthaltef, Landsregierunffqoberlumi 穴 egierungspssldenten 

ZBV 及行政官匾各位宛 

近距離交通監膂官 ( NBV ) 戰時道路交通確立に關する方針 

A、NBV の任務 

一、戰爭によつて全道_通機關の統合及緊張した指導を行ひ以てその合理的な使用を爲すことが必要 
となつて來たのである。尤も軍用のもの及武裝せる SS 並に餐察用のものは此限でない。 

此の道1通機關の緊迫した狀態に於ては、之は他の交通機關—鐵道及航路—によつてはその使命 



が遂行され得ない時にのみ使用さるべきものであるのであ气 
11、以上の事から戰時に於ては以下の事が最も必要となつて來るのである。 

A 、鐵逍驛及船付場へ又は之ょりの着發 
H 、 生活必要品を以てする民衆への配慮 
C 、 通勤のための轍送 

1)、重要事業殊に軍需及配給事業のための轍送 
E 、 大量滯貨(建築用材等但し不急のものは除くの輸送)の除去 

三、 之等の任務の遂行が保障せられたときに於てのみ it 物輸送を行ふ事が出来るがその際に於ても他の 
交通機關では役に立たないこと及戰爭用及生活上必要なる物品の轍送に限られることを必要とする 
道^^通—^以てする他の一切の轍浍は禁 lh せられるのである。 

四、 以上の任務は NKV の最も重要な任務なのである。 

NBV は道^^通機關を して 上記の目的を達成し得る樣指導せねばならぬのである。又凡ての道路 
交通機關は空車廻浍のないとキ、始めて合理的に便用された事となるのである- 0 

五、 \«>としては更に次の如き仟務があるのである。 

A 、道路運輸の監視 

] i 、 道^:乂通機關の組成の保障 



3、道路運輸企業從業員を指揮して、勞働官署、武裝區域司令官、國防官署と協議の上、運輸遂行 • 
上支障なからしむる樣すること 

b •道路運輸機關の安全保障及軍*膂察並にその他の官衙より要求せらるゝ . 21 路運輸機關の一體の 
要求の安全保障 

、道路運瑜の方面に生産部門より分け與へられた自動車及附隨車^並に軍その他の官衙より委付 
せられたる自動 f 附隨車輛及牽引用馬匹の分配 

d 、 經濟大臣管下の官廳と^一の上特別指示によろ逍路運轍を行ふ自動車に對する燃料及タィヤの 
分配 

e 、 軍の當該官騁(內國自動 i 通部〕と協 il の上(特別指示による)車_の維持—の保障 
C 、道路運輸に於ける運營上及經濟上の必要あれば地域的組織な設くること 

B 、 貲施に際しての個々の問題 

NBV は交通に關し關係を有し又は利益を有する凡ての官騁と密接なる關係に立ち始めてその任務を 
正當に遂行 I 得るのである。尙之等の官鹄からも常にと連絡を採る_に希絮する。 
x その仟勞遂 行こ 際し交通 調整官 (Fahrhereitsthafts 一 eiter) を使用するのである。數人の交通 
調整官^*一人の交通調整部長 (cJPLbereitschaftsleiter) の下に統轄される事が出來るのである 
逍路運輸機關の必耍な平均化は^乂か之を行ふ〇 
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九六 

一•運送共同組合 

M 々見らる、が如く經 濟 部門に於け る 道路交通機關なる ものは 相互の^:により運送共同組合に包 
括せられて始めて重要な交通需要の充足及車麴の锊濟的使用が出来る事になるのである〇 A の運送 
共同組合は事情により職業別又は地域別に紐織せられる〇必要な ことは 可及的に多數の枰管、多數 
の地區が加入する ことで ある. 0 多數の經營が運送共同組合に加入すればする程、 存在する 車輛の 合 
理的使用の度が高まることになるので ある 0 

運送共同組合の内部組織 f 指導、組成、タリフ、計算等)に關しては NBV は單に•此の運送共同 
組合內部の融合が計り得ないときとか又は誤解が生じて ゐる ときにのみ千與し得るので ある 〇眞正 
のナチス共同團體精神の示さるべき處の此の運送共同組合の設立の際に於 C は純濟方面に於ける所 
管組織として當らわばならぬのである。 
i 般の公共利益に資する處なき運送共：！組合は之を排斥すべし。 

Nliv は無^:に必要たらざる限〇逍路運輸機關は之を決して運送共同組合內に增配せぬ樣監視せ 
ねばならない〇 N 
二、各個事業の自家用運送 

運送 共同組合內に包括せられ ■•めらざる 大 T . 場特に m 需事業は自 rj 所有のもの又は剃當てられた-道路 
運 _關てやり繰りを せねば ならぬ ので ある 。運浍機關の利用方は常に\ 11 :>より監視せらる\し 



褀衙、地—濟官鳟州及努榮蕃官羿、森林及木材經濟官罴はそれ等の自家用車が充分に利用さ 
れてゐないときは他の事業用車_として使用せし^^ことの同意を與へ得るのである。 

一二、ライヒスバ-ン及ライヒスポストの道路速輸機關 

ライヒバ-ン及ライヒ K ポストの逍路運輸機關にして、ライヒスバ-ン及ライヒスポストの事業用 
車のものでないものは凡て NHV の下に統轄されるのである。 

四、旅客運送 

逍^{通機關が旅客運送を爲すものであるときはライヒスバーン及-フイヒスポストは第一に通勤^ 
送を尊重せねばならない。道^^通機關として重複してゐるものはライヒスバーンでもライヒスポ 
ストでも ! ceichsverkehlattcc 一九四〇、八九頁に掲げら it た方針にょ〇廢 lb して了はねばなら 
ぬ〇尙、同一區間に於てライヒスバーン又はライヒスボスト、他のバス事業と併行してゐるときは 
XBV は所管ライヒスバーン局又はライヒスポスト局及當該バス業者とを漱談せしめ併行路線を PT 
及的に廢止せしめねばならない。合目的な交通規律はさぅなけれはならぬ。合意を得られぬときに 
は裁定を交通大臣に申請すべし0 . 

旅客運送路線が交通事業者にょり廢止せられたときに於ける代用線の設定は交通大臣が定める" 

C 、* 自動車部 ( NSKK ) の協力 

黨自動車部長と協戥の上黨自動車部の蠢組織は下記の點につき\6>の指示に從ふこと、なつたの 
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である o 、 ， 

A 、 合理的利用が爲され居るや否やの點に關する适路運輸の監督の窗行 

B 、 自動部の設置及多數車_の乘務員の決定 

更に黨自動車部は下部の點につき協力するものとす0 

a 、 車輛の運轉狀態の監視 

b 、 運轉手の養成及再教育 
C 、 交通調整官の選任 

更に黨自動車部は特別の任務と して 運轉手を して 運轉を愉快ならしめ R - 規律正しくする樣敎育する 
のである。 . 
詳細は交通大臣と i の上黨自動車部長よ〇發せられる。 

黨車部は連絡指^3：を NBV に匱く。 

尙右通牒にもある通り NBV の任務の屮重要なるものとして 一 九！ 一： 九年一二月六•日の「自動 
來ヲ以テスル貨物輸送制限一-關スル命令」の關係事項があるが夫れに付ては交 Mi 大臣より詳細 
な指示が一九四 〇年 五： T 二七日に爲 されて 居り又 tf 物自動 屯 輸送の實際は新たに黨自動部 
の協力に より檢夼される 事となつてその扱方に關し一九四◦年六月-^.日交通 大 {■:! より通牒が發 
せられた。以下に於て此の二つの M 牒を揭げてみる 



制限命令 at 施後1:於ける遠距離貨物運輸許可 

於伯林一九四〇年五月二七日 交通 大臣 
一 f 一一九年一二月六日の 車を 以てする 貨物運輸制限命令第四條に基き次の如く定む- • 

. 個々の許可虏分 

施行細則第三條第二項の 規定に より NBV は個々の許可處分の平常に關する限り交通調整官に 
譲した のであつた。奉の地域に於ける經驗によれば此の1は寧ろ數人の交通調整官 々.統轄す る 
交通調整部長に^^讓するが合理的である。故に交通調整部長の存在する場合に於ては個々の許可の賦 
與の權限を同官に原 M 1 J として委任すること、 した OXBV が 自ら 個々の許 PJ 處分シ爲すの權限は之に 
より 妨げらる、ものでない。 

許 PJ は同時に一定の戾荷についても賦與せられ得るものである〇戾荷運輸を實 ffi る以前に於て所管 
交通調整官に申吿すべき義務(•施行細則第ーニ條第•項)は從前の通りである。 

同交通調整官は例外の場合に於ては豫定された戾荷以外の戾荷の轍送を命ずる事が出來るが但し之が 
特別に重要にして n . 延滯し得ざるものに限るのである。 

二、時間的に制限された許可 

制限命令の意^、目的及理想に從へば時間的に制限された許01の數は極く少^^に止まるべきもので 
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〇〇 


ある。時間的に制限された許可なるものは、單に戰爭又は生活に必要な運送の實行に關し無條件に必 
要であることの保障ある場合に於てのみ^一®となり得るのである〇時間的に制限された許 nj が與へ得 
る場合に於ては先以て遠距離運轍に特に適當して居り且之に定められた連結貨物自動卑にょる事を考 
慮すべきである。例者此の連結貨物自動車は近距離運輸には經濟的にあまり適當してゐないからで 
ある。時間的に制限された許可は可及的短時間に限定せらるべきである。施行細則第叫條に所謂•ニヶ 
月は最長の期問であるのである。期間は運送が戰爭のために必要な程度にょり測定せられねばならな 
い。時間的に制限せられた許 PJ の利用狀態は之を常に監視しなければならない〇此の目的のために各 
近距離運送の^^交通調整官に提出せらるべき申告(施行細則第-:一—)項)が利用せらるべき 
である。濫用が確定せられた場合に於ては許可が剝海せられるのである。 

三、遠距離自家用運送の許可 

遠距離貨物運輸の許可が行はれる限り之は出来る丈け運輸營 i に留保して置いてやるべきである。 
從て遠距離自家用運送の許可の賦與は制限せらるべきである。多くの事業者は運輸營雲の車_に與 
へられた許可でやつて行ける筈である。時間的に制限せられたる近距離自家用貨物運送の許可なるも 
のは適當な營業者又は遠距離貨物運輸業者の車輛(現在は遠距離貨物運輸法に基く—の効力休止中 
のもの)で以て目的を達し得ないときにのみ陚與せられるのである。 

近距離貨物運轍_は例外の場合にのみ遠距離運送を扱はせられるのである。 



ラィヒ スバ丨ンも 勿論如上の荔によらねばならぬのであつて、他の交通事業者が拒否せねばならぬ 
樣な運送は ラィヒ スバーンに於て孓担否せねばならぬこと素よりである0 

四、申請用紙 

個々の許可申請に(货物及自家用運送)必要なる用紙は中央部にせられ w > の許に送 
付せらるべきである。用紙は順次番號を附 して ゐる6 CNBV の所管區域及順次番號)各許可には二 
葉の寫が作られる。原本は XBV の許に存し又は交通調整官の許に存する。第 一 の寫は事業者が有し 
第二の寫は所^^ KB 受任者が所持するのである 0 RK . B は、當該事業が淸算義務ある遠距離運轍な 
りや遠距離自家用運送なゎやを決定して置かねばならない。後者の場合に於ては RKB は許 PJ 狀寫を 
所^^務官騁に浍附せねばならない ORKIJ に宛てられた寫(施 g 則九條土項)の送附は所 S 件 
扱 所より！-: 日内に行はれねばならぬ。そして運送が正常の時期に計算され保險せられ並に運这稅の 納 
付せられ.た事の保障を爲さねばならぬのである。 

時間的に 制限され た許可(貨物及自家用遠距離運送)用紙は同樣に RKh 中央部にて作成せられ NB 
V に送附せられる。之は m 次番號を附し一•枚の寫を作りその內一枚は所管 KKH 地區受任者宛£日以 
內に遂達せられねばならぬ0 

施行瑚則第一-:條第*項による交通調整官より RK ]? に浍附せらる、處の時間的に制限ある許可の申 
吿 tRIVli によ〇歲せられ NBV に送附せらるべき特別の印刷物たるを要する、此の申告は此の用 




紙.を利用して所管]<乂=:地區受任者に對し三日以內に送達せらねばならぬ。 

新許可用紙に付ては一九三九年二 I 月‘二日の通牒に於け る 雛型と^ H - の變更があり、戾荷許可の可. 
能性及計算の方法を追加されてある。許 nj 用紙は厚紙のものである。誤記その他によゎ使用不能とな 
りたる 印刷物は所霄 IVK 地區受任者に返戾すべし。各葉には••枚の寫が綴込ま U ねばならぬ。各葉 
は穿孔すべし。 

一九四〇年七月一日より新許可及申吿用紙を使用すべし。それまでは從前のものにてよろし。 

五、行政手數料 

許可の賦與及印刷物の交付に付ては行政手數料を徴せず〇一九三六年"一こ月二八日の遠距離運輸に 
關する手數料規則の適用なし。 

〇^-51^85:1;|^各位及\;0>宛 

道路交通監锊方針1:關する件 

一九四〇年'一1月六日於伯林 交通 大臣 
ナチス黨自動部長、黨指導部長 Hln 氏より全貨物自動萆運轍の&督實行のため黨自動車部の活動 
力を監視事務實施の方面に提供する用意あろ旨の® a •かあつた。 

監視の實施に付ては內務大臣と協裏の上附表の方針を定めたのであるが之は監視事務實施に付ては根本 



的の意味あるものである G 

Saarland の Reichskommissar, Reichsststhaher, Land^^B, ohemlld-Regierongspr-iss:^ 

snR -c 
通韩熒 

自動車 i 交通事業群、運送取扱及倉 f 通事業群 、 kkb 
附表 

交通大臣 於—一九四〇年五月一七日 

戰時經濟下に於ける自動庳運輸實行監視に關する方針 

交通大臣、内務大臣と合意の上、戰時經濟下に於ける自動車運輸實行監視に關する§に付てナチス黨 
自動車部長、黨指導部長エ=11«5-氏と以下の如く協_を爲したり0 
戰時經濟法規制限下に在る凡ての货物運輸を爲す自動車の監視を爲すた め次の 如き監視行爲が爲される 
のである0 

監視行爲は次のものょり成る0 

A 、 時時監査 

B 、 特別監査 • 

C 、 個別調査. 

、一〇三 





一〇四 


A 、 組 織 

一、 監視の實施は黨自，動車部の什事である。所管近距離交通監督官 (X BV ) は監視寶施の範阐に付 
て、所管地域內の監視主仟者に對し指示を輿へる。 

監視の結果は\]{:>に通吿せられ違反者は訴追せらる、のである0 

二、 各-\^>所管區域毎に準：：1動車部にょり運輸監視部が設けられその主任者は\*20>所在地に本據を 
有するのである C 此の主任者は自動車群(2〇1〇弓0で「〇の機關である〇此の主任者は\3:>ょり 
監視事務一般に^5示は受けるが、\ 1 ! >は右主任者の事務上の監督長官でもなく又右主任者の身 
分は^»>に所風するものでもないのである。 

. III 、黨自動苹■督事務に従事する者の身分證明は内務大臣が發行する。 

叫、黨 . H 動車部監視負の服裝は黨自動車部に於て定める。監視事務遂行を判然たらしむる事に付 - C は右 
部が内務、交通兩大臣の承認を得て之を定める。 

五、 實施せんとする常時監査に f ' J - 一」 は黨自動車部運輸監視部主任者は大體；週間毎に實施せんとする計 
聲案を樹て NHV と i するのである。 

六、 特別監査へ大^^)を實施せんとするには、\3>が黨1車部運輸監視部主任者と協_の上適時 
規定するのである0 

ヒ、個別調査は戴自動車部運轍監視部主任者と協讚の上\=>ょり隨時命令せられるのである0 






B 、 實 施 

一、 監視は凡ての、货物運輸に^^される自動^、從て國の所有のものにも及ぶのである0 

二、 監視の內容は以下の如し 

A 、 車輛數及車輛の積—態 

B 、 積載貨物の種類及重& 

、走行距離 

n 、 車輛の全技術的狀態、遠距離運輸の走行途中に在る車_に付てはその外 
E 、 個別的又は時間的に制限ある許可の存在 
1*'、どの；2«>區域に颳するや 
G 、 楨膜態と許可との一致 
II 、運行證明書正當なる所有 

:-、監視に付' C は、運轉者又は車镧所有者に對し、之が運行證明書を有する限り、此の中に監視證明の 
登錄を以て證明せらねばならぬ〇凡ての監視を受けた車^は、容易にポヶットにしまひ置キ.、得ろ處 
の 監視濟ス タン ブ押捺ある紙片を保持するのである。之を車の風除硝子に貼るのは禁ぜられる"か 
くして 對向走行運轉者を して 監視あるを知らしめない樣にするのである。 

四、監視に方つて何等かの不足ある事が發見されたときには監視(申吿用紙片)書を\]{〉に提出し寫 




が交通調整官に送付さ it るので^^。 

五、都市内に於ては車輛への積却の際に主として監視を行ひ地方に於ては主とし-\.阵止監査を行ふべ 

である〇 

監視用紙片 

近距離交通監督官管轄區域 .. . 監視場所 . 

日 , . 時間 . 時 . 

車輛保持者名 . 

住居 地 . 住居郡 . 

所屬近距離交通蒞督官管轄區域 . . . 、 

所管.署ノ證標 . 附隨庫ノ數 . 

發動器ノ動力種別 - ベンツイン - デイ—ゼル - 液体ガス I_ 

積載 物：… . 重量…. . 噸 . 

何 地 ヨリ . 何地へ向ケ走行中 . 


遠距離貨物自動卑營業 


近距離貨物自動車營業 


自家用近距離運輸 


!自家用遠距_運輸 
ライヒスバーン運輸- 


荷 


浍 


人 


一於ケル 


さ 





















荷受 人：- . -一於ヶル 

車輛ハ充分--積載セラレ居ルヤ 然リ I 然ラズ 
遠距離運輸ノ許可アリヤ——許可ナシヤ 

許可セル近距離交通監督官 I 交通調整官 . 

許可內容卜積^^態トハー致シ居ルヤ 然リ——然ラ 
正規ノ運 i 存スルヤ 然リ I 然ラ 
運義內容卜積—態一致シ居ルヤ 然リ——然ラ 
運行證明書ハ正規二作成セラレ居ルヤ 然リ —— 然.フ 

車輛4濡的狀態 . 

(タイヤー 壓力、制速器、文字ノ書キ入レ等) . 

適當ナラザルモノハ®^セ m ! 

明瞭-一書入ルコト！ 

說明ハ裏面へ 

第四交通指導方策の實旋 


駐在 


(監視施行者ノ i ) 


交通指導の方策に付ては前报の如く戰带勃發と同時に國防大臣會議主席ゲーリンクの名を以 
て鐵逍、平水航路、港？ r 2 i 路述輸の區間に付て一括して國の管理指導下に置くべきことある 
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一〇八 

旨の命令を發したのであるが主務大臣たる交通大臣は一九四〇年九月ニー—日に至り次の如き通 
牒を發し右命令の實質的內容を形成すること、したのであつた。 

交通公報 s ) I 九四0年九月二七日 E 二號 
交通大臣通牒 K > l 七三五八號一九四〇年九月二三日 • 


交通指琪の組織に關する件 

以下の通牒を間覽に供する 
交通大臣这“产一 

A * -111 

('- NBV 設 S ある國及州直接下极官.賊 

K - デュセル•トル7水長 
G 、 ハンブルク水路局長 
I 、 ブレスラウ 水^: 長 
1.、ダン ツヒ "西 ブロイセン 執政官 
N 、 下ドナウ執政官 
各 通 宛 


交通 大臣 
於镍一九 四〇年九月一£日 

ライヒスバー ン局長 
n ブレンツ 水路局長 
ミユン スター 水路局長 
ベルリン水_長 
シユ テテ イン水^^長 
ヶーニヒスべルク水路局長 
バイエル ン經濟 省 



交通指導の編成、交通組織 ( ZIW する件 

戰時平和時に於て SSS * 航路及道路霾荬 * 確？るに：！ i 、 交通行政 S しつ ■£ りしハ-缓が必要ても 
る。此の目的のために包括的な交通指 S # 局が設立され殊に交通省内には交通指導.本局 ( I &- SS ;; 31_ 
1 ng 略して HV1 ,) が、中級官 a としては地方及 地 R 交通指® f—und Bsirks-vsklug 
略稱’し>し及1{>1)が設置されたのである0 

丨 交通省內の交通指^3|44局は關係部局の局長より成り"主席は次官でぁる〇 

I 本局の機關としては國をや i 大きく區別けした處の^^乂通指^^ (GVL ) が設けられた。各 GV 
1.の地域は交通大臣に於て決定する0 

樂交通指 f はラィヒ X バーン、$航路、航路•道资 i 管理の代表者より成る。此の局長及局 
員は交通大臣に於て任命する。 . 

局長は事情により、地域的又は專門的の上記管理部門の代表者の仕事に關し關與 する。 

各個の GVL の仕事が相互に關聯するときは共同して事務を行 ふ。 

■小さい地區に付ては機關として 地區交通指導局が設けられた。その地械に付ては交通大臣が之を定め 
る。地區交通指は一人の長及ラィヒスバーンの代表考逍路運輸の代表者必要により平水航路行 
政代表者をも含み之等より成る0 



二〇 

長及局員は交通大臣より任命さる G 

地區交通指_は凡ての交通機關の使命の合理的平衡化を爲す。 

各地區交通指 i の仕事が相互に關聯するときは共同して事務を行ふ。 
r / 地方交通指—は交通上の措置の實施に對し地區交通指 i か指導する。 

緊急の場合に於ては地方交通指 M ： は地區交通指導局に對して指示を爲すことを得る0 
V 交通指導局々員は長に隸するに非ずし♦て同等の權限を有する共働者として任命さる、のである、意見 
の岐る 、ときは 長之を決する、根本問題に付て意見一致を見ない ときは交通 大臣に通報するを要す 
る0 

M 專門家特に航1面道路運輸方面の專門家を招致することは交通指！ M の長に對し差當り委任されて 
居る〇 

傾交通指導局の設置により交通行政 { R 胰の權限を變更するのではない、交通指導局は官廳ではなく特別 
の櫳限を有するものでない〇 

本通牒實施のために尙交通大臣に於て特別の規定シ爲す。 


交通大臣 於芻一九 PH 〇年九月一八日 交通 大臣 





一九叫 0 年九月 1 WH の交通指導 III 織に關する通牒實施のため交通大臣は次の如く規定する。即ち 
丨交通指導本局1-於ては K — (運輸タリフ)部長、 K K (建設及運轉)部長、 S 丨 {航路第 I 局長 ： >K 
(自動車交通及 8) 部長 、 L (鐵逍 m 事輸送-部長及 BS (平水航路及國防> 課長を局員として任命 
する、必要にょつて所赞の高等官を•參與せしむることがある。 

B 地方及地區交通指導局の區域 

一、地 M 夂通指® . 

三個(谋、南、西)の地方交通指^!?が設置されたが之はライヒスバーンの鐵逍運轉指導局 ( o 3_ 
eralbctriehsleitungfn ) ベルリ X 、ミュンヘン、ヱツセン內に本據を有し又此の地方交通指導局は此 
の鐵遊運轉指導局をも包括する。 

平水航路問題の統•的取扱を圖るために次の河流區域は下記の如き交通指導局地域に所屬される。 

A 、 ライン河流區域、西ドイツ運河、ゥ MI ザー及 M ルべ河流區 M は西部^^交通指導局に 

B 、 上記のものょり東部の水路は東部地方交通指に 

C 、 ドナ••ゥ河流區域は南部地方交通指導局に 

在：^の東南地方運贷指導事務所は、所 If 地方交涌指®と1の上根本問題に付共働す。 

.一、地區交通指 

地區交通指導局は各地方鐵道局の區域毎に分れ JI 同局内に本據を有す。 




IV 


III! 


指導及局員 

地方及地區交通指々長及局員は交通大臣ょり任免せられる C 
報吿及書類 

地方及地區交通指_はその會議毎に書類を作成し PI 月毎に驢めた短い活動狀態報告を關_所へ 
きわたる如く寫を作成の上交通省に提出せねばならぬ。 

地區交通指導間はその他に書類及活動狀態報告を地方交通指導局へ提出せねばならない。 


へ圖一•小すれば次の如くなるであらぅ) 

.東 __/!) {謹黯, 

東 af 地方交通指 ®® 、 Munclsn).{E 
西 ^ Ml)(Essen) {同 

第五交通事業部門に於ける損失の相互救濟 


交通省內交通指 i 局- sf 各部局 ft 

T ' 

屬 S 

B 


行 








今次の戰 & により交通事龙の受けた損害を大別すると次の 一 ..者と考へられるのである 。即ち 

一、 主として獨佛境界地方に於ける戰闘行爲よ0-生じたる人及物の損畨 

二、 人及物の徴用、微發による fit 密 

一二、戰時經濟政策遂行の犧牲より生じたる拟齊 

此の損寄を救濟 する に 方り 採つた處の方策は先づ戰鬪行爲より生じたる人及物の拟^に付て 
は一定の方針の下に國に於て la 接袖®する ことゞ し、人及物の徵113、徴發より生じたる損害に 
付ても亦國に於て補 fit する こと ゝしたが、戰時經濟政策遂行の犧牲により生じたる損害に付て 
は一九四〇年二月一九日の^名な法令により經濟界の相互救濟に委せることゝしたのであつ 
た。 勿論此の方針の樹立 やら 實施當初 1 C 於け る 所要資金の«與等につき [til 接に N が關與してゐ 
る こと 中す迄もない。以下順を追ふて之が大要を述べてみる こと、 する) 

第一戰爭行爲より生じたる人及物の損*の補值 

一、獨乙阈內に向けての攻擊乂は武裝した團體の攻幣により身體生命に損寄を生じたときは本 
人^は a 族の申請により袖 frt 又は扶助を爲すこと、し、そのために一九一一:/ L 年九 ㈠ 一日に人 

に對する m* 害に關する命令 (verordlmK iiber (一 ieEntechadi^mK von Pe§nenen8<?haden 




二四 

略して personenscEenverordnnnK といふ)が發せられ、內務大 HI に於てこの事務を扱ふ 
ことになつた"死 C した時は坪葬料、寡： g 年金、孤 F - J 几扶助料等の支給も考慮して ある" 身體 
に拟傷を受けたときには勞働不能年金を支給せらるゝことゝなつてゐる"交通事業經營者及 
從業員も此の恩典に浴し得ること勿論である。 

二、獨乙一:內に向けての攻擊义は武装した [ W 1 體の攻幣により！：内に/1:る動布：又は不動密に扪害 
を生じたときは所耵權荠*支配權者又はその代理人に於て拟褥の狀態を4、し申請を爲すと一 
九三九年九月八 H の物に對する ffl ^ 決定命令 ( verordnunac.iiberdie FeststeullnJ :." v,on Sach = 
scha < ls ) により事故の生じた地域の市町村長の . ru : 見«の提出をも俟つて、下級行政廠に於 
て損 W 額を決定補 fit 額を交付する。 

间廳自身被寄者であつたり又はその額が一〇•〇〇〇 KII 1 を超ゆるときは上級行政廳が定め 
る。之に對しては內務、大藏：刚大 l. r « 協議の上、或! i Mfn* を與へ或は物の原狀回 fg を爲してや 
るのである。交通事業經營者に付て損 W が生じた時も本令による救^を受けられる事^より 
である。 

以上附例とも命令の形で公布せられてゐるが發令 fi* 廳は_防大 [^ _々長であり迀法作効力 
を以て發令してあるから N としての立派な救濟制度といふ事が出^る j 



第二人乂は物の©用、.徵發 1 : よる拟银の補償 

應召者(演^應召も含む)アルバィッディーンスト參加者の家族が生活に窮するときは.一 
般の公共救護と!±別に旣に一九 一!: 六年 三 E ： 一一:◦日の法律(家族救 8¢ 法 Familiemmterltz 目- 
KSKeseR -) により生計費の補助が與へられることになつてゐたが•今次戰爭勃發により武裝せ 
る ajs 及宫廳防空應召の場合にも補助を受けられること、 なつた。 (一九一..九年一〇月五日の 
法律)交 iifi 事業經營者•交通事業從業 g にも之が適/ 1 J あること勿論である。 

以上は謂は r ' 廣い意味での出征者に付ての法であるが al tc 戰 時に於ける徴川、徴發に付ては 
一九三八年七月 一 H 日の法律で- Qmfs '& a - sais *^® as * sr 5 K § bc:r wehrzweckes 即ち國防の 
ためにする准仕に關する法律といふのがあつて之で一切を規律してゐたがその後之に關係ある 
多數の單行法が公布せられその整理の必要により一九一二九年九月一日に 1 S り N 家ポ什法(一名 
軍事奉仕法)が公布せられ軍 S § 動 H 乃至 W 家總動員に關する一切を規律して居るのである。即 
ち獨乙_內に在る者、 N 內に財產を^する者はその財產に付、獨乙船內に rl : る 5 rJ 乙人は命八 N 官 
涔の要求により物の徴發•徴111、占- < j 權の使川一切の財布；及財產權の使川の忍_の義務を初め 
事業使/ IJ 人の徴川の認諸乃至自己- U ら作業奉仕を爲すことの義務がある。尤も人の使 HJ 即ち徴 

H 五 




用 tt 無制限ではなく例者^老年、痫昶者は除汴せられ財產の使圯、徴'#等も國の官衙等は 
除外され てゐ る。故に 木 法の發動に より 交 all 事龙 に於ても 交通 JI - の徴妓、從業 t -1 の徴 MJ があり 
得るし又現に自動単の徴發’述轉手の徴用の如きは非常に行 li れたのであつた。徴發、徴用が 
あつた場合に於ては袖 fit 、 報值が與へられ得る■のであるが、夫れは^什^務者に於て補 fit 又は 
報 fit の請求を命令した - K - 署に提供し額に 付て tt 折合がつかぬときは上級行政. ssi が決 51; する事に 
なつて. Q る。物の酷使を爲した ことによ る損害の賠 W の j * もある。實際に 於て どの程度の金が 
交付さる、かは知り得ないが途上の諸說によると極めて僅少額で(乘 JlJJli 一日使/1]分 i して八 
Rm 程度との話但し正確なりや否や保し難い)あるもの、如くである。 

以上の補 fit は孰れも戰爭そのものに i£r 接關係のある事枘から生じた ffl 本：：の補 fit であり之 5: 交 
通事龙に付て申せば、交通事業に於ける人又 tt 物のみに限定した m 害補 fit である。換 -IT . すれば 
事業經營そのもの即ち收益の ffl 央 i か事業維持に.®する#) 1 ]の袖 frt では全くないのであるが， 
之は止むを得ぬことであると思 [1 れる。以下に述べんとすることは之^と稍々趣を異にした原 
因即ち戰時經濟政策遂行の犧牲即ち事業の^止の止むなきに至つた場台の救 T 11 を如何するかに 
付て V ある。尙此處でもお斷〇して置きたい事は以下に述べる經濟界に於ける共同救濟制度も 
決して事業の利潤保訑、收益維持、«-言すれば企尨者保護では决してなく、彼の利潤を保_し 




てやらねば ならぬ とい ふ考へ方は今日まで全然問題となつてゐない。右制度の中心の考へ方と 
いふものは國 K - 經濟上必要と認めらるゝ事 m 體の平和克服までの! ill の保存といふ事丈けなのて 
ある。 

第三戰時經 S 政策遂行の犧牲よ6生じたる損害の補償 

戰時經濟政策遂行の結果•例者ガソリン使用の制限とか、率輛使用の制限その他所要原料使 
⑴制限等の命令により尠からざる事業が停止の止むなきに至り、企業中の一部事 m の停止を见 
るに〒-つたのであつた。之等のぅちその事業が^尺經濟的に見て不必要と認めらる"ものは兎 
も角、他の事業なり企業部分は一定の時期に於て復活して M ! に活動せねばならぬものであり、. 
父前線兵士 ry : 員後の勞働問題といふ觏點からも、この保持は必要なのである。 N 家としては此 
の 停止され た_の維持をば經踅 e 內 部に於て共同の■によ H を擧出して之に 
方らしむる こと、 したのであつた。 

序であるがドィツが如斯制度を布き得るのも例の//ドィツ經濟再迚一一關スル法律//により各 
經濟部門を！ ieichsKruppe , 11 eicllsverkehrsarTuppe , ) vs - tsep - ac - s - K 3 ppe 等により S 織がも 
機的且共同闻體的に編成; fill 練して米た賜に外ならないと思はれるのである。 




先づ此の共同救濟 Gemenichaftshilfe の法律的根據を爲すものは一九四〇年二月 一九：：！ の 
verordnuncliber Gemes - schaft 811 iife der Wirtschaft にあり、之が實行のための統一的原 
則は一九叫〇年五月 U •日の同命令第一次施行命令中に規定してある.のである。 il ' h の統一的原則 
は右施行命令第-.條の娄任にょり獨乙一:經沽會議所 ( Keichswirtschafs - kler ) ょり夫々扶 
助命令、賦課命令、相殺命令の 一一: 命 ^ を以て經濟部一:一般(交通經濟部門をも今：：む}に示達さ 
れてゐるのである。以下に於て之^の梗槪を述べて見たい。尙參考として右諸命令の譯文を後 
にに揭げて置いた。 

I 、抉助供與の前提條件 

第一に當該事業が完全に停 jfc されてゐること。即ち收入を企圖せる經濟活動が全然休止してゐる ことを 要 
する。 

第 •： に當該事業の保持が國民經濟上必要であること。どの事業が之に 方る かは 中々 判定し 難い®である 
が、その決定は事業群に於' C 爲すこと、なつてゐる。因みに自動車事業の保持は國民锊濟上必要なりとせ 
られてゐる〇 

第一一|に自力救濟を爲し得ぬこと。 

此の 一 £:要件が備はる場合には扶助供與を受けられる資格があるのである0 



1 一•扶助金の性質 

之は後に至つても返還を要しない補助金 -C ある。勿論 Rnl の現金で交付されるものと信ぜられる。但し扶 
助金を貰ふ資格なきものが詐つて受領したときは素ょり返還を命せらる、のである〇急を要する場合には 
申請と同時に槪算の前渡金を受けられる途も拓いである。金額は停 Ih 事業の保持のみに必要な最^^を原 
則として居る〇 

三、 扶助金の使途制限 

扶助金の性質が上述の如くである以上その使途に下記の如き制限あるは當然であらぅ。 
i 、建造物修理費 
二、機械その他の設備の維持費 
nr 暖房及照明費 

四、 從業員人件及年金•等 • 

五、 建物、土地等の賃借料 

六、 機械その他勤產の借入料 

七、 值務利子、保險料-特許料、負擔金等 

特別の場合に於' C は申請にょり別の費用も認められる 

四、 扶助金交附手續その他 

二九 





之は#*群、交通事業群の定むる處による。扶助金交$^定は事業群又は交通事業群に於丫爲すがその旨 
所 If 商工會議 所に通吿するを要し八日以内に異讚 ^ 申立てざるとき初めて確定する。事業者には抗吿を 6 
す途も拓かれてある〇尙扶助金決定に付ては委 ft 會に於- CW 檢査を S すことも出來るのである。 
此の抉助金の財源は蒗當りの€:動車部門に對する阔峨借人金《憶虹111を除き*凡て一定の企 
業からの賦課金で賄はねばならぬ。例外の場合には後述の相殺基金からの融通も受けられるが 
原則 ii 各事業群 &- にこの所 ®. be からの賦課金收人で W ] はねばならぬのである。此の W 課金の * 
礎その他に付て述べると以下の通〇。 

I ,賦課金算定の基礎 

之は附加税を除く營業税額の百分の何として; ii められその營業税額は來年度納付すべきもの 
を採る。尙 K 課金は一年間の ものと して計算されるが之を數 0 にわけて徴收した OHU 佛を要 
求する事も認められて居る。 , ff 情は本年度は(一九四〇年四月|日—1九四一年一/-月一ーニ日 
まで。#:通は擦年による)一先づ政府よりの借人金で差常り mi ふのである。又 K - 課金の率は 
二種 あり，一を 最低賦課率といひ(實際 !1?|: %と决つてゐる)一を宵通 « 課率(莨際は ?1 0 
%と決まつてゐる)と云ふ。特別の場合には.追加賦課率による徴收もある。 

11、賦課金免除の限度 




年收八、〇〇 OK 3 未滿の業者は免除を受ける。之を營龙税額でぶふと w ffis 稅納付のもので 
税邡四五 oKm 未滿のもの、その他のもの二七〇 lts 未滿である。扶助を受くる如き事1者 
は先以て M 課金を免除されるものとみて差支へない。 . 

尙一定の場合に於て! i 賦課金及前拂金の割引5:受け得られる： 

111，賦課手繽 

M 課金納付義務ある企龙者は一定期日迄に必要な計算村料(主として普業税算龙の材料とな 
る收入、支出その他の帳簿と思はれる)を群に提出せねばならぬ' 

珩し當該企龙が數事^群に屬するときは主たる保謹群に提出すれば足りる" 

どれが保 ii 群なりやに付爭あるときは獨逸一:經济會議所が決定するのである，_ 

必要な計 If 材料を一定期日までに提出しないときは群'©見玷額にょり徴收せらる、ことにな 
るのである。 

さて斯くして 一 5 U 期日までに報吿が下級群に集まると同群は一括之を上級群たる事業群に S 
附する。屯:-1群は之を基礎として M 課金を決定し•齊通の場合は之を下級群に移喋の上之を 
して徴收事務を行はしめるのである。 

尙納入を迎滯したときは«9として鉍低五«3以上の延滯料を徴收される.'又事業胙は賦課手 





锫遂行監視の貴任をも冇してゐるのである。 

序であるが、斯 くして 一定の企業は特別負檐を爲さねばならぬことになるが、之を以て物品 
又は勞作の對價の値上げを認めらる、もので tt なく、此點を明かにするために獨乙 W 價格監督 
官は態々通牒を發しその旨を說明してゐる程である。 

® てかくして各事業群毎に夫々別1141に群内に於て救濟事務 , ff 施が完全に fr へれば問題はない 
譯であるが、ある群にはあまり扶助を要するものがな v < に不拘、他の群に tt 非常に多いとか. 
又ある群では徴收した賦課金が少しも使川され t -に餘つ ' T ゐるのに他の群ではすつかり费ひ盡 
しまだ足りない等と S ふ事が起〇得る。 pi て各囊群(交通事業群をも素ょり含まれる}相互 
間の所要資金平衡化を阖るため 1 C 獨乙 N 經濟會議所內に相殺基金々;.11を設けること、したので 
ある。以下之を目的 i する相殺命令の视槪を述べて見る。 

I ,相殺基金への金額の引渡 

前に述べた如く各事龙群は最低 M 課金として基本營龙稅額の百分の五?: 微收 せねばならず、 
X 之を自ら管理せねばならぬの 7 J あるが事業胙銀行！及事業群保險業丈けはその 收 納金を直 
.ちに相殺基金へ納付して了はなければならない。その他の事龙群に於ても M 課年度の中ぱま 
でに扶助請求がないときは收納金を问金砟へ納人せねばならぬ。 







事業群に於て扶助請求があつて而もその舴内にある資金で不足の場合に!±斯くして拂込んで 
置いた金額まで支拂を請求し得られる。尙銀行、保險刚事^がこの基金の有力な財源になつ 
てゐる C と tt 恐らく此の兩事業は戰時經濟政策遂行よりの犠牲が他の事龙群に比して遙かに 
僅少と認めらる、事に由來するものと考へられる。 

II 、 相殺基金よ y の支拂 

各事龙群は夫々自己の財源により MJ つて行かなければならぬこと上述の如くである。1111ち先 
づ各事 S 群は五%の M - 低賦課金を徴收し之でも不足のときは普通賦課率(仄聞するに一九四 
〇年度では1〇％—1五％)による賦課金を徴收して賄つてむかねばならぬのである。それ 
も®且足〇な S でとき初めて相 K 基金よりの支拂を受けられるのである。 

三，相殺基金の補充 

さて 相殺基金の手持を拂出して：小足を生じたときは、事業群に對し淺存の最低 M 課率*更に 
宵通賦課率による M 課金の徴收を爲し同基金に納付すべきことを獨乙 N 經濟會議所に於て命 
ずるのである。かくしてこの補充を一先行ふのである。それでも足りないときは各關係長官 
の許可を得て一定率による(赴高が營 -1 稅如のでと聞いてゐる)追加賦課金の徴收 
を事^群をして行はしめ之を收納すること i なつてゐる。 





以上此の制度は新しい方策 i して興味もあり又問®もある 4 認められるが.何分にも一九 I'M 
〇年？！;月三日にやつと施行令が出、之に應じて極めて最近 1C 獨乙一:經濟會議所ょり實行方針 
(上記諸命令：' が示された丈けなので各事龙群とも目下銳意之が實際の扱方に付研究中の如く 
である。 

尚戰時經濟政策遂行の摩擦を少くする上には差當り怙楢借務の問題の處理 t その必耍尠くな 
い士 M えて右上述の制庞實施以前から契約格理に關する！；家(司法官署)の助力を爲すことに 
してゐたのであつた〕此の制度にょ〇救灼された交 ii 事業者も稀ではない様に聞いてゐる。 

. 第四一九三九年一一月三〇 H 契約救濟命令 

'verordungc:ber die vmragshilnJoutIchtert/aus>nlass ン 
(des Ktieges» して <ertragshilfcording と云ふ ) 

之である。戰時に於ける獨乙經濟の混亂を防 r ために政府は二つの法律上の估務處理法を出 
したのであつた。その一は未だ支拂不能とならざる即ち所謂 le r gfiihiK な沾務者に對する 
本令であり、その二は旣に支拂不能に陷つた所謂 Konkursreif な依務者に對する一九三九年 
一一月三〇日の verorduun ^ iiber das Krief^Baus Il eichNverfahren である。後者に付ては 
本稿の對象としてあまり興味がないと認められるから茲に於てはた ゞ その方面の考 ! t も爲され 





たこと ある 皆の程度に止め*主として契約救濟命令略して^^と稱してゐるの植槪を說明する 
こと、 したい。 

V 本令の目的 

Vhv は未だ lebegfiihiK な fi 1 !: 務者にして"自己の貴任によらず、戰爭狀態によつて"經濟 
上の闲難に陷つた者の救濟に*る。而も本令は主として營龙經營者即ちエ龙、商^•手工 m 
を胬むもの (交通事^者 も 勿論入つてゐる)の估務に付契約救濟の方法により、一部支拂、 
支拂延期場合によれば契約の廢棄を認むる事によつ.て救濟せんとするに在るのである。尙龙 
務^2室に付ては借人 料 低下の方法も考へられて あり、 之は交 Ml 業者*殊にタクシー龙者のガ 
.ラーデュ 借人契約に付て大きな意味を持つてゐるのである。 

■ r 契約救濟を受くべきもの 

一、契約救濟を受くべきものは事^經營者であること。 

二*戰带發 生により事龙休止或は轉換を爲さざるを得ず從て計畫通りの依務賴行に必要な絆 
濟上の利益を得られぬ狀態にあるものであること。 

一一：、 fln - 務は戰爭發生前より生じて居り且當時旣に辨濟期にあつたものでなぃこと" 

四、一51£の手績により契約救濟の申請を爲したものであること。 





以上の條件を充たすと下記の如き救濟を受けらる、のであるが、本令に於ては特に裁判 
官をして、沾務者の陳述のみに重點を置かず依權者の申分もよく聞き附者をして步みよ 
らせる様注意してある。 

=、契約救濟の内容 

契約救濟の内容は裁判所に於ける主として口 W 辯論による和議の方法及和議不成立の場合は 
形成決定の方法により侦橄者、依務者間の- M 權侦務關係の整理にある。此の事務は所轄 M 裁 
判所で行はれ一定の手数料をとられる。尙以上の決定に對し不服あらば地方裁判所へ抗吿の 
途も拓いてある。要するに契約救濟の內容は裁判竹による舊契約關係の新形成に在ると••ムひ 
得やぅ。次にこの契約救濟の種類であるが 
1、 一部支拂 

二、 支拂延期 

三、 契約解除 

四、 室借入代又は土地借人料の低減 

斯くして定つた裁判所の決定は確定的のものであり.取消 X は攻幣し得ぬものである。さて經 
的#に於ける共同救濟の根本を定めた法规は前述の如く一九四〇年二月 一. 九日の vesrdll - 





unn iiber Gliulilfe der wlft であつてその全文は次〇如くである。尙關係 
の施行命令その他も併せて揭げて見る事とする。 . 

甲* 經濟界 [: 於ける 共 ini 救濟 (: 關 する 命令 

一九四〇年二月一九日 

戰爭の 狀態について必要な措置を經濟界に於ても適應させる爲めに個々の企 m はその經營を 

停止 S られ 知兑 S 。 經霉止— _ sl 5 esl 

の內に在ても之を維持せしめ、棠 sf 安固ならしむる S には嘉_は|な现由あ 
る 場合に於て救 濟を與へられなければなら S で t 。 之 K 必要擧段方法らし乂之を分 
配することは經濟界の全體的使命とす—なのである。..立迎命令に基き又は戰爭の直接の作用 
により馨1止3れた進运して a 、 以上 St 異&讓运て必要 t 救 W 方法を講 

ずるものである。 

以上の理由よりして 國防大ほ會議は法律効力を以て以下の如く命令する。 

第 一 條 

一、 事業群工業、商業及 ヱ ネル* T 經濟の下級事業群並に 航^^ 通事業群を除く交通事業群又は之等によ 
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I 二八 

り保護せらる、企業にして、戰時經濟上の措置により經營シ停止せ しめられた る ものの 維持の ために 
一定の春により常時扶助を與へる事が出来る、此の方針は上揭事業群により法定せられる。關係事 
業群は經濟大臣の認可を 要し 經濟大臣は認可に方〇價格監督官と協 il するを要する 0 
二、扶助供與に關する法律上の請求櫬は本令により生ずる、のでない。 

•二、扶助供與は條件付は^付で之を爲すことが出来る0 

四、ノ||>•業の所有者並にその法定代理人は扶助供與を受くる期間内に 於て は之に關係ぁ る^:なる 事‘ H の變 
更に付て遲滯なく所管事業群に通報す る 義務を有する。 

/!:、扶助供與が所管事業群より担否せられたとか又は之が停止された場合に於ては當該企業は決定の日よ 
り一月以内に抗告を爲すことを得る〇右抗告は扶助供與を管轄する事業群に提出すべし〇事業群エ 
業、商業及 M ネルギーー濟はその專門地域に關する抗告を裁定する〇他の凡ての場合に付ては經濟會 
議所が裁定する。 

第 二 條 

一、第 一 條に規定せられたる扶助資金は營業經濟組織及交通事業組織の事業群より出捐せられる但し獨乙 
手 T . 業幽證、事業群トゥリズム及交通事業群航路事業を除く 〇各事業群は此の目的のためにその保護 
下に在る企業より賦課を徵することが出來る〇賦課命令の決定及賦課率の決定は經濟大臣の認可を得 
て芥事業辟に於て行ふ〇經濟大臣は憤格監督官と協議の上右許可を與へる〇賦課の徵收は、商 X 啓諉 



所により、商 H 會議所賦課徵收に關する現行地方法的法規に準じ行はれる〇 
二、不正當なる賦課決定に對しては賦課を納付する義務ある企業はその決定後二週間內に抗吿を爲す權利 
を有する〇抗告は賦課を徵する事業群に在る栽定鼷が、經濟會譲所に於て經濟大臣の許可を經て發令 
せる抗告及手績命令により裁定するのである。交通事業群に於ては共通の裁定廳を設立することが出 
来る。 

第 一一一 條 

一定事業群より第一條に從ひ爲さる、扶助供輿は先以て第二條よりの資金を以て賄はれる。不足額を生じ 
たと きは事業群銀行及保険業より生ずる資金乃至他の事業群に存することあるべき剩餘金を以て相殺する 
此の相殺は經濟大臣の承認を經て經濟會議所により規律せられる。 

第四條 

獨乙手 H 業團體はその下級團膛を通じ戰時經濟上の措置により生存を危くせられたる^^に對し、純濟大 
臣の同意を得て決定しある一定方針に基き扶助を爲すことが出来る、之に必要な資金はこの下級_體よ 
り、經濟大臣の許可を得て、賦課を徵し之に充てることが出来る。方針及賦課の許可は、惯格監督官と協 
議の上、經濟大臣に於て之を爲す。賦課 A 手工蒸會議所より、公共幽體納人金徵收に關する地方法々規に 
從ひ、徴收せられる。第一條第--:項乃至第四項は適用せられる。 




、 一.二〇 

第 五*條 

本令に規定せ る 凡ての措置に對し經濟大臣は監督權及介'を有する、經濟大臣は本令の施行に關與する 
營 業經濟組織の T 級分岐に對し指揮を爲す ことが 出来る0 

第六條 

第一條第二_一項及第./!*.條に規定せる經濟大臣の栽決及權能は交通經濟の範園内に於ては交通大臣之々 
行使する0 
第七條 

一、 第一條乃至第四條は加工業、改造者及榮蕃阐體立法の意味に於ける農産物分配者に對しては適用せら 
れない。之等の企業に對しては、法に基き國內に設けられてある聯合體又は^秦團體が、第 
一條及第二條の準用の上、之に扶助供興を爲し、賦與シ徴し得るのである。扶助供與の^^、賦課命 
令及賦課率に付ては榮養及農業大臣の許 PJ を要し許01に方ては同大臣は價格監督官と1を爲すを要 

する〇 

二、 第一項に揭ぐる官騁間に於ては第三條を準用の上相殺が行は it る。相殺は榮養幽體にょり、營業及農 
業大臣の承認を經て、規律せられる。 

三、 第一項に揭ぐる官署に對して爲すべき第. 7 f . 條に所^^は榮養及農業大臣に M する。 






第 八條 

••、幻於良 々腿の 各會諉所は第一條の規定の一^により、その背業經贷者たろ^^に對し扶助 
を 爲し、第二條を準用の上、そのため必要な資金の徴收につき、その營業經背者た ろ 會 M より賦課を 
徵收 することが出来る。 扶助供與の方針、賦課命令及賦課率は宜傳大臣の許可を要し許可に方りては 
. 同大臣は價格監督官と _するを 要する。 . . 

二、 各個#議所間に於ては第：“條を準用の上相殺が爲される。相殺は宣傳大臣により規律せられる。 

三、 文化事^！議所々璐の會議所に對し爲される第五條の權能は宣傳大辟に凝する。 

第九條 

墨雲及交通囊.墨の各下級畧及 S 條に所®霊並に文化囊裏所—？響議所にして 

第一條、第四條，第 b 條及第八條により扶助供與を爲すものは何時た^'とも扶助供與の基礎となる事贲及 
扶助供與に伴ふ負擔の實行籠々檢査することが出来る。上 Id 官罴より保護を受くる企業は必要なる報吿 
を爲し又營業帳薄の査閱及事業監査を忍諾せねはならない。 

第 4•條 

他の法規がより嚴格な刑罰を以て臨まざる限り以下の者は^^役又は罰金刑に處せられる。 

A 、 第一條第! , H 項の通報を爲さ ir るもの、正當なる時期に爲さ VT りしもの及不正通報を爲したるもの 
Ji 、 自己 又は他人を利する目的 -V 以て扶助供與の際の負擔に故意に反したるもの 





'•*. メ 、. 一. ^ ■ f . ^pr' •'-I.-• 

一三二 

刑事訴追は單に申^を以て行はれる、犯罪事實の申告を爲すべキ备署は扶助供與の所管の s 經濟又は交 
通事業組織の下級_體又は第七條により扶助供與を爲す官署又は文化事業會議所々藤の會議所である。犯 
罪の Wc は遡つてなされることがあり得る。 

第十一條 

一、 第九條により要求せられたる報吿を爲さず又は不正に爲したるものは一定の秩序 ft ) を課せられるが之 
は扶助供與の所管の營業經 g 織の下級國 It _交通經濟の範圍に於ては til せらる、者の所屬する專 
門事業群、文化事業會諉所の la 圍に於ては所管の所颺會議所により決定せられる、秩序罰は罰金刑と 
し一〇萬ラィヒスマルク以下である。秩序囊定に不眼の者は書留議による決定後二週間內に紗濟 
裁判所に對し抗吿を爲すことが出来る。 、 

二、 第一項により決定された秩序 Ill の罰金は國庫の收入と爲る。罰金は債務者の狩@務含異に支拂はね 
ばならぬ〇徵收は財務官吏により、國への納付金に關する命令及その施行のため發せられた命令及今 
後發せらるべき命令に從ひ行はれる。 

-一1、加工者、改造者 及農產物配給者に して 營業 團趙 立法に於ける意味のものに對する秩序罰は®^及 農業 
大臣之を定む。 

第十二條 • 

本 令の規定は以下のものに對し適用せられない0 




A 、 官廳よりの立退命令又は一定地域の全體的立退命令或は又直接の戰爭の _ によりその純營を停 IK し 
たる企業 

K 、 ：定の公共幽體又は公共幽隐聯合の公共的福祉事業即ち水道、ガス、 m 氣、奮、 I 般交通及港灣等 
の 事業、 公共的福 flh 事業とし* C は上記の外、私人的形式を以て經營せられあるも公 _ 髖の之への參 
與が b 5 rL ^ 以上のもの及收益の少くとも L 五^が公共" MIS へ納入せらる、ものも入つて來るのであ 
•る0 

第十?:■條 

經濟大臣及價格監督竹と除議の上本令の施行及補完のため必要な法律、行政命令を發することが出來る。 
經濟大臣は、營業掷濟組織の下趿數幽體にわたる Ik 業、並に、營業經界組織に艇すると同時に文化事業會 
諉所々皤裏に 鍚し 或は又、交通事業群に®し又は農淹物の加工、改造、分配を？企業に對して4に 
規定を爲すことが 出来る ので ある〇第 匕 條及第べ條の施行に必要なる法律、行政命令は背業及農業大臣及 
宣傳大臣が關係大臣及價格監督官と議の上、之を發令する事が出来る。 

第十四條 

本令は公布の日より之を施行す。輕濟大臣は營業經濟に關すろ本令の失效時間を定める。交通大臣、霍 
及農業大臣、宣傅大臣は經濟大臣と^ i の上夫々の業務部門に關し本令の.失效時期を定める。 

於伯林一九四〇年 > 一月一九日 國防大臣會蜃席 ヘルマン•ゲ i ング 




二 r 四 

經濟全權受任者 ワ ルター •フンク 
國務大臣_閣書記官長 ドクター•ラン マー ス 

乙、經濟界 に於ける共同救濟 (: 關する 命令 施行に 關 する 第一次命令 

一九四〇年? L 月 H 日 

一九四〇年二月十九日の經濟界に於ける共同救濟に關する命令第十三條に基き交通大 HT 森 
林長官、大藏大 rs 及價格監督^と協議の上命令すること以下の如し。 

第 一 條 

一、次の場合に於ては營業經科及交通の下級組織には經寶に於ける共同救濟に關ずる命令第一條及第 PH 
條の扶助を與へら ることなし0 

A 、 申請企業が復活々動に必要なる特有資本を超ゆる財源を保有するとき0 • 

]{、申請企業の維持は國民經濟的にみて] H 當でないことが確定されたきとき。 

(:、手 H 業企業及商業部門の企業に於て申請したる企業が一九三九年二月ニニ日の手工業經濟部門に於 
ける四ヶ年計寮實施に關する命令又は：九_£九年•：月一六日の各商業部門に於ける過剩排除に關す 
る命令及之等兩令の施行のため發せられたる命令にょり手績中のものであるとキ〇 



第 


第 


二、第 一 項 li に規定せる確定は、扶助を與へる背業經濟組織の下級^體の申請又は職權を以て、锊濟大臣 
所管事項に付ては、申請企業を脊轄する f 經濟官吏が決定 n - 爲し•交通大臣所管事硕に付ては、同 
大臣より指定された官署が決定を爲し、^^ K 官所符事項に付ては同長官自ら決定を爲すのである0 

二 條 

經濟界に於ける共同救濟に關する命令第一條による扶助は、停 Jfc 中の企業に於ける避く可からざる费 
用のみを ヵヴァ— する如く計算せられなければならないのである。經濟界に於ける共同救濟に關する 
命令第 N 條に基く扶助供與に付ても同^に行はれるのである。 

三 條 

、經濟會議所及事業 群、 工業、商業 及 s ネル ギ—經濟は、經濟界に於け る 共同救濟に關する命令第一條 
に從ひ、 その 下級群のために確立すべき方針を統一的原則として發令することが出来るのである〇此 
の原則は經濟大臣の許可を要する〇經濟大臣は、大藏大臣及價格監督宵と i の上許可を輿へるので 
あるが此の原則によつて他の所管に觸れる場合には交通大臣及^:長官とも^^せねばならぬのであ 
る。許可せられ たる 原則は經濟界に於ける共同救濟に關する命令第一條の意味に於け る 方針に該當す 
るので ある〇 

二、事業群工業、商業及芏ネル*キ--經濟の下級團體はこの原則を補完する方針を定めることが出来る。此 
の補完的原則は上級事業群及經濟會議所の檢_を經て經濟大臣の許可を申請せねばならない。交通事 



.ミ六 

業群に付て樹立せらるべき補完的原則は經濟會議所の檢閱を經て交通大臣の許可を申請せわばならぬ 
のである。第一項第■••段の適用がある。 

第四條 

扶助供與に關する終局的の方針が定まるまでは、經濟界に於ける共同救濟に關する命令第一條及第叫條に 
所謂營業綷濟姐織の下級幽體は扶助を必要とする八-||>•業に對し綷過的に扶助を與へる事が出來るが之は終局 
的扶助供輿の際淸箕せらる、ものである。扶助供與が拒否の終局決定を見たときは旣に與へられた經過的 
扶助は受領者より返還されねばならぬのである。 

第 五條 

受領者より停止された企業の維持の目的に使用せられざる扶助金並に正規に扶助金を使用して fl 生じた剩 
餘の如きものは之を返還せねばならぬのである。此事は扶助金が全額として與へられた場合に於ても左樣 
である。返還すべき金額は純濟界に於ける共同救濟に關する命令による賦課の如く徴收せらる、のであ 
る。第 H ： 條第*段により返還すべき金額に付ても同じ法規により徵收せられる。 

第 六條 

一、經濟會議所は經濟大臣、大蔵大臣及價格監督官の同意を經て經濟界に於ける共同救濟に關する命令第 
二條の範圍に於ける必要なる資金の出捐に關する各事業群の負擔部分の決定及其の手績を規律するの 
である。又同^!所は經濟大臣*大藏大臣及價格監督官の同意を經て陚課命令の確立及賦課中決定に 


關する統一的原則を發令出來るのである〇賦課率は原則として"賦課を命せられた企業につき財務官 
吏より決定せらる、統一的_稅率の百分率を以て決定せられる〇經濟大臣は所管が異るものに關し 
ては右の同意を交通大臣及^:長官と—の上興へるのである。 

二、 事業群の出捐部分、賦課命令及賦課率の終局的決的までは、經濟界に於ける共同救濟に關する命令第 
二條に所謂事業群は經濟會議所の要求により、その組 A 具より前拂を要求し得るのである。此の前拂 
は終局的賦課決定の際再び計算されるのである。之は賦課の如く徴收することも出来るのである。 

三、 賦課及前®は税法上は控除を認められたる事業支出とし n 扱は it る。 

四、 戰時經濟の間にあつて赤字となつてゐる企業は賦課及前拂から免除される。 

五、 濁乙手丁：業團體は手工業下級團體を通じ、前拂を綷濟界に於ける共同救濟に關する命令第四條に從ひ 
納付すべき賦課と i に徴收し得る〇前拂は終局的賦課につき再び計算されるのである。第三項及第 
四項の適用あり。 • 

第七條 

本令は公布の日よゎ効力を生ずる0 - 
於伯林一九 S 年五月 f 

經濟大臣代理 




丙、停止せる事業に對する經濟界共同救濟(:關する件 

戰時經濟上の措置の實施にょり大多数の事業は多かれ少なかれ停止せられることにならぅ。 
が之等事業の生産力は保持さる、べきものであつて•そして一定の時期に於ては復活して活動 
せねばならぬのである。經濟界としては此の停止された大事業の維持を自ら共同的の犧牲にょ 
り必要な金 M を擧出し必要な事^に分配するのである。 

此の Qemeillschaft 8 hilfe の法律的某-礎は一九四〇年二月一九日の verordms'^&ber 
aemeigchaftshilfe der Wirtschaft に在る。此の共：：一:救濟の實行の爲の統一的原則は一九 
四〇年五月三日の經濟界に於ける共同救濟に關する命令の第一施行命令中に於て決定されてゐ 
る。賦課金の徵收、扶助金の交附に關する詳細は附加してある抉助命令 ( Beill *5 eordnun £ 
賦課命令 (umlaceordnuu ^ 及獨乙國經濟#議所の相殺命 fr(AUSEeiclIrdnlms 並に附加 
の經濟大 l . r « 通牒から判明する。 

i 九 R 〇年七月八日價格監督長官通牒 

扶助金は極めて節約的に分配され、そして之に必要な賦課金が僅少な額ですみ經濟界に於ても之が負擔 
を重倚と感じない程度で濟まさねばならぬので％る。價格構成に付ても從て次の諸點が生じて來るのであ 


り、本官としても現實に現はれて來る車案に付て此點を充分决意する棵•般に筘莩 f のである。即ち 
賦課金の高は之により锊濟界が m •壓夕感じ値上げを爲さ—を得ざる程大であつてはならない。故に市曝 
償格、固定價格、最高價格に付ては値上げの問題は生じない筈である。賦課^の—のみよりする値上げ 
申請は却下せらるべきものである〇とは云へ他面•企業コスト要素を形成する如き賦課金は企業コスト額 
の計算の_して顧みられざるものではないのである〇本官より發せられた處の計算規程により八1|>業コス 
卜として計 fKM 價格に付ては、賦 i が企業コスト計算の際 • 3スト形成要素となるべきものと確位 
して居るのである。個々の場合に付ては、事業の部しか停 lh せられてゐないもの、存在も考へて置かれ 
ばならない。尙その際には例者、事業の一部や叫る企業の一部又は數部が•他の部分又は他の事業等は活 
動してゐるのに、 shlh されねばならぬことがあり得る。賦課金はその年の基本^業税額により立てられる 
から賣行の後退といふ事は此び場合賦課金による負擔を少ならしむる事になる。反之此の場合には濁乙國 
經濟裏所の扶助命令第四條第一項の規律と關係した W 難は生じ得るのである。扶助金は rlc 則として企業 
が I 經營ではない1完全に停 lb したとき始めて支拂はれるのである〇 |部停 lb の場合に付ては•その 
企業が殘存の經營にて停 Ih されたもの、コストを贿ひ得ないときにのみ扶助が與へられるのである〇自力 
救濟の義務は•企業が此の理由から値上げを要求せねばならなくなつた時にその限界に達するのである。 
即ち自力救濟といふ事は價格引上げにより賄ふのではないのである。此の事は市場、固定、最高價格に限 
定されない〇亮&布の計算規程から企業コストにより計算される價格なるものは、企業の • 部停止によ 

一一一!九 




る 3 ストの内部的相殺のために要する費用をば、國民經濟的に主張し得ろ關聯を續行される生産の企業 n 
ストに對し主張し得るときに於てのみ、之をコストの要素と認める事が_るのである〇經營績行の僅少 
な企業部分の生產物に關する企業 n K 卜價格からその他の停止してゐる企業部分の n ストを相殺せんと v ' 
ることは初めから間題にならない。停 ih されたもの、 n ストと生產を續行されるものとの n K 卜との間に 
於て國民經濟的にみて主張さるべき關係が問題にならなくなるといふと、企業コスト價格計算の際には停 
止による n KK は最高考慮の餘地が無くなるのである。如斯棰類のコストの相殺には當該企業に於て扶助 
申請を爲す外途がないのであで。各價格決定官署に於て茲にある方針に基き許可せんとする値上申請があ 
らば當分の內處分前に理由を附して本官まで提出せられ度い0 
各價格 決定 廳宛 • 

丁、經濟界に於ける共同救濟の範圍1:於ける扶助に關する命令 

獨乙國經濟會議所は1九51〇年 5 FT •月--. • 一日の緙濟界に於ける共同救濟に關する命令第一施行命令第：•條によ 
り與へられたる_の行使により以下の統一的原則を決定するが之は一九 KM 〇年二月一九日の锊的味に於け 
る共同救濟に關する命令第一條の意味に於ける方針 ( Richdiilo に相當するものである。 


扶助供與に關する前提條件 

第一條{元全なる停止 

その事業の保持が國民經2業さ n 従て共同救濟を爲すべき集は先以基全に念てゐなければ 
ならない〇完全なる停 lh とは、當該事業が收入を企圖する經濟活動又は一回限りの活動を超えてゐろ處の 
經濟的利益を得るための計畫的活動を行はないことを言 ふ。 

第一一條自力救濟 

一、 申請企業に於て再活動に必要な自有資本を超ゆる處の財政手段を有してゐるときには扶助は與へられ 
ない0 

二、 自有資本とは短期愤務を控除せる流動資產と解すべきである。短期愤務とはマ年裘の漬務を云 ふ。 
流動資産には固定校立金があれば之をも包含せしめねばならぬ。值務の內には匿名組合員の出資、短 
期とは認められない組合員よりの消费貸借金、税法上認められてゐない積立金を包含しな、のであ 
る。 •資本流動税支出義務ある組合員よりの消費貸借金は短期愤務と看做されない0 

三、 再活動に必要なる自有資本の額は^^となる經濟群と^^の上、その經濟群の施圍內に於けるものを 
事業群 S ) に於て決定する。交通事業群に於ても之は準用される。此の規律に付ては獨乙經濟嘉 
所の同意を必要とする。 . 

£) 事業群 (Reichsglpe) の下に夫々各經濟部門毎に經濟群 ( wirtrchaf - sgsppe )* かある。例者 




事業群3:ミ^1の下に經濟群£3-.€15*2.£.とか經濟群0「058§£1£3-§<1>118? , 113- 岂 ^ 1ある如し0 
第三條保持の必要性 

申請企業に於ける停 Ih 事業の保持が國民經濟的にみて正當なりとせられた場合に於てのみ扶助が爲 される 

のである。 

第四條自力救濟に關する義務 

一、企業全體が夫れ自體として自己內部に於て相殺を爲し得及經 g 一體を爲す處の他の企業等との間に 
相殺が爲し得る時には扶助は與へられないのである。經濟的 j 體が存するや否やの判斷の手が、 りは 
稅法上に於ける當該八1|>業の扱方に見られる。前段に規定せる事は特にある企業の一事業又は事業部が 
停也せるに} f 拘、他の事業又は他の事業部分乃至は同：企業の多数の他の事業が活動を M 行せ る時に 
適用さる X ので ある 0 

二、企業はその財政上の！一滅のため及停 IK せる事業の保持の容易化の ため 法律上 認められた る 凡ての手段 
を 講じ，て 見なければならない。例者一九 Ml 九年二月二〇日の契約上の救濟 に關す る 命令その他に 
よるの—等之に錨する-契約上の救濟請求は，泠1!:事業の特別な事情から-定限度に 於て旣に自由 
意志に よる 合意が生じて居る場合には、 やらなくてよろしい ので ある 0 

..•、企業は出来るだけ良くその停 lh 事業の利用、設_の賃貸、貸；^により利用方法を護じなければなら 
ない C 停11:事業の設備が旣に全部又は一部質貸*貸付け等の方法により利用されてゐるか又は他の瞪 



讓業に對し一部分又は•ハ-センテ-ジに震されたときは之から生ずる收入は先以て企業の維持に 
使用され ねばならぬ。扶助は不足額のみに付て行はれるのである。 

企業が扶助を必要とする期間内に於て^體稅を支拂ふべき收入又は所得税を支拂ふべキ、收入を得たと 
きは此の額は適當に考慮されるべきものである0 

(B) 

扶助金算定の諸原則 

A 部の前提條件が充足せられ ると 扶助金が支拂はれることになるのであるが*之は停 lh 事業の保持にど 
ぅしても必 I とする 费用を賄ふものた る 如く算定されるので ある 〇尙羞當りの扶助として無利息の前渡 
金も手交され得る。 

第五條扶助を認めらるゝ支出 

決定的に 與へらる、扶助金の讓に付て は 次の諸原則が適用される。 

一、扶助を認めらる、ものは 

A 、建造物のを防止するための必要なる修理费 v % 

U 、 機械 や諸設備を維持しその破掼その他の憤値減少を防 lh するため必要なる费用 
實情に於ては事業の改良となる如き修理费は扶助として認められない C 設備の價値を維持するための 
修理費が價値を昂上する改良と區別し得ぬときには、企業が必要なる費用を拾出し得ぬ限り改良のた 

i 




I 内四 

めとして相當の額を貸金として認める。修理费は決して不經濟的に使用してはならない〇事業停 lh 期 
間に在る設備價 i 態の復活は價値を增加する修理とは認めない。 

M 、 事業の維持に必要な範圍に於ける暖房及照明のための費用 

三、現存の義務により支拂ふべき從業員に對する年金支出、申請により、法律上の請求櫬を 伴は ざる 給料 
の支拂に付ても、當該企業が必要な財政手段を より！^ 件にて入手し得ない ときは考 It される事が出 
來る〇 

個々の場合にとつて、扶助が與へらる、限り*上記の諸費用は最低限度の額を趙えてはならぬ ことは 
自明の^:である C 

PH 、 勞銀•給料及社會的茭出であるが、之は企業の待期及監視のため勞務を績行すべき勞務者に對するも 

のは、相當の額 e なければならぬ、企 i は停止事業に對しその勞力を無償に て 捧げなければ ならな 
» 〇 

五、 他人の土地の上に在る事業の賃借料、土地借入料支前提條件としては、 I 方に於て賃貸借契約の 
篇に：^當な利益の存すること•他方に於ては貫借料又は借入料が自由意志により又は契約 上の 救 
濟の方法により、貸主に於てもその關係の考慮を承諾せざるを得ぬ程度にまで之等が 引下けられて在 
らねばならない0 

六、 機械その他の動產の借入料支出であるが之は借入料が適當に引下げられ fl その契^^係の 存續が經濟 



的に も正當であることを必要とする。さぅでない.ときは 當該事業は困難な場合には契約關係救濟手械 
によりその 廢棄を爲さねばならぬ。 

七、 債務利子であるが之は適當な額を超えてゐない事を必要とする。 

原則として、經濟的にみて企業(事業、事業部分)の設立又は取得又は企業の I 部分又は企業の慷張 
改良と關聯する債務利子或は又債務者又はその家族と合せ當該八土業に V4 以上參加してゐる場合に於け 
る企業の一時的ならざる事業資本强化のための債務利子は扶助の對象とならない。仲介者又は信託者 
乃至は會社による參加も廣の窣加と同樣である。本規定の解釋に付ては營業稅法の規定が準用され 
る0 / 

八、 停止事業の維持及待期と關係ある限りに於ては保險料 

九、 必要ある限りに於て特許權及特許の保持費 
一〇、營業經 f 織への負擔金〇※) 

へ※)營業經濟は經濟會款所、商一所、穴 eichscrqmppe , Reichsverkehrsgruppe 等の^^加入組 
織に分れ所艇員は一定の年額負擔金を支拂ふを要するものである。 

第六條槪算拂 

一、 事業群は經濟群の申請に基き第五條一、二及四に規律ある個々の規律の代りとして經濟群の範圍內に 
於て停 lh 事業に支拂ふべき扶助金を槪算拂として支拂はすことが出来る。此の事は交通事業群にも準 



用される、槪算拂手裱とその額に付ては經濟大臣の許可を必要とすろ。ある經濟群の內に於て槪算拂 
手績が爲されるとその槪算拂を受くる支出に對する扶助金の供與は個々の場合に於て行はれないので 
ある0 

二、槪算拂手練は申請八 1 R 業をして第： s •條一、二及 ra にょり停 Ih 事業が受けた扶助金を使用する義務から免 
脫せしむるも一のでなく又該企業は所要係費を件項目別に記帳し要求があれば之を證明せねばならぬこ 
とにも變りはないのである0 

(C) 

特別の場合 

第 七條 

特別の場合に於て之が正常と認めらる、ときは第四 i 五 f 第六條の規定は個々の場合につき申請 rj > 業 
に對 しては 有利に も 又•小利にも之. KV 」 變更する ことが 出来る。 

(D) 

申請手續 

第八條 

I 、群は下級群に對して、扶助供與申請手績に關する_を定め之を發布する〇交通事業群もその領 



域に於て手績を定めるのである0 

二、 扶助供與は經濟群、交通營業に於ては交通事業群が決定する、決定されるべき事項は所管商: n 會議所 
に報吿せねばならぬ、此の會議所が八日間內に異議を* s さぬときは當該決定事項は申諸者に_せ 
らる V のである〇 

三、 扶助金の支拂は事業群及交通事業群が規律する、之等は扶助供興に際し無條件に必要な標準を確守す 
る ことに 付 配 意せねばならない〇此の W 的のために、下級群に對し扶助金計算に關する拘束的指示を 
爲すこ4が出來る。 

(E) 

抗告手續 

第九條 

事業群及交通事業群は抗街手練に關する命令を發布する、之は獨乙國經濟會議所の認可.を得ねばならな 




1四八 

事業群は下級群の決定した扶助を凡て檢査する權利する、檢査の結果異議あるときは、之を事業群に設け 
られある委員會が決定するが之は經濟群の決定を申請者の有利にも不利にも變更出来るので ある0 
交通事業群に付ての檢査の權利は獨乙國經濟會議所内に在る、交通事業群の代表者より成る委員會に屬す 
るのであり之は又異議に付ても決定を爲すのである〇 (アー•ビーチユ〕 

戌、 經濟界に於ける共同救濟の範圍に於ける賦課命令 

獨乙國經濟會議所は一九四〇年五月—:百の經濟界に於ける共同救濟に關する命令施行のための第一次命 
令第六條により輿へられたる權限により賦課命令の設定及賦課率の決定に關する原則を定める。 

(A) 

賦課の基礎 

第一條賦課の測定標準 

.、賦課は原則として、賦課義務ある企業につき財務官吏より要求せられたる基本營業稅額の百分率によ 
り定められる0 

1 r 事業群及交通事業群は獨乙經濟會議所の承認を經て、その所管範圍内に於て夫れがより合目的々であ 
ると認めらる、限り、その所屬員より徵集すべき必要な財源に付一し他の測定標準を撰.ふことが出来 



•:、第二により件群に對し發せらる、特別の賦課命令についても本令の原則は準用されるのである C 賦課 
命令は獨乙國經濟會議所の承認を要し之は又锊濟大臣——交通事業の特別賦課命令に付ては交通大陌 
の認可を要す-の認 WJ を要するのである。 

第二條賦課年度 

一、 賦課年度は會計年度である0 , 

二、 最初の賦課年度は一九四〇年叫月一日に始まり 一 九叫一年ィ月：二日に終る、本年度に於ける賦課の 
標準は一九叫一苹度の營業税に付標準となる統！的基本1悅額である。同樣の事は後の賦課年度に 
も適用される0 

第三條前納、追加賦課金 

一、 賦課に付ては先以て常時の扶助金需要を充たす爲前納が徵收せられる。前納金には利子が付かない。 
之は徴收の時期に於て、最近に要求せられたる統一的營業稅額の百分率により決定され徴收せられる 
のである〇 mg の事は第一條第一項の場合にも準用される。 

二、 前納に付ては各賦課年度毎の終局的賦課の傲收の際計算される。 

三、 必要なときには，追加賦課金も擻收し得るのである。 

第四條控 除 

一、賦課義務.る八 JFr 業から要求された以下の統一的基本營業稅額は賦課の計算の際控除される。 

一®九 




團體稅納：務ある企業に付ては PH 五 9GORM 
他の凡ての企業に付ては 一!七〇•〇〇 RM 

二、第一條第二項の場合に於て必要なときは相應する規律を爲すのである。 

第五條免 除 

次のものは賦課及前納から免除されるのである。 

A 、戰時經濟上の措置により經營が停止した企業に付ては前納及賦課及追加賦課金に して 停 IH 發生時期後 
に納：^務發生せ る もの、若し企業が全體 として 自己の內部にて相殺を爲し得られ又他の企業と相殺 
せられるとき即ち稅法上の原則により轲濟上の一體 I 稅法上の組織共同體 I を 爲す ものであると 
きには免除はせられない0 

} i 、 賦課年度に付き、營業經營體より所得稅及團體税法に所_益が擧げられなかつた企業 
第六條特別の場合に於ける割引 

一、賦課義務者に於て、支鐘，？^{: m 罴に對し、當該賦課年度に於て請求されたる收益を基礎とせる基本^ 
業稅額が統一的基本營業税額の%以下なることを證明せるときは、その賦課金は M を受けられる、 
此の場合に於ては賦課金は收益を基礎とせる基本營業稅額の 一•五倍と算定せらる、資本金を基礎と 
せる營業稅額は賦課金算定の場合には適用せられない〇支拂ふべき前拂金に付ても同樣である。 

二、賦課義務ある企業に於て、賦課年度中に於て爲すベき前拂金に付て又は所^ si § 税が利益減少のため 



税務 {暴より 低減を受けた事の證明を爲すときは之が割引を受けられる、前拂金の割引の髙は統一的 
の基本營業霞の範圍に於て一 7 K されたる利益減少に餐定さるべき部分に相應するものである。 

三、一及二による割引は必要な場合に於ては第一條二の場合にも準用される、瞳となつて來る群は、觸 
乙國綷濟會譲所の同意を經て個々の場合に關する方針を定める。 

B) 

賦課手績 

第七條；^の基礎材料 

一•一九四〇年二月一九日經濟界に於ける共同救濟に關する命令第二條により赋課義務ある八 II *.業は.その 
群に對し：業により、前拂金及決定的賦課金の計算に必要な基業材料を‘定期日まてに提出せねば 
ならないのである〇 I 定の事業群に於て本令第一條二、—: • 一により資金检出に？統一的の基本營業稅 
額以外の標準を持つてゐるときは、群に對し統一的の基本營業_をも併せて報 ff せねばならぬ。そ 
れは右稅額が普 ii . の場合に於ては前拂金及決定的赋睬金の標準を P 成することがあり得るからであ 
る0 

二、賦課企業は群に對し醬の S 、 前拂金に i な馨嘉さねばな之。右 i は又 
辟の要求により營業稅納入通吿書を提示したりその他の證據材料を提出する義務を有する。 

一五一 
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一五二 

三、數群に屬する企業は一及二にある義務をその主たる保！}群に對して負ふ。此の點に關する個々の點は 
事業群が決定する〇 ( 第九條一) 

1:、企業が數個の事業群又は交通事業群又は事業群に屬する外に交通事業群に鳐するときは問題を生じた 
.ときは申請にょり獨乙國經濟會議所が、共同救濟に關しどの群が主たる保護群たるやを定める〇 (第 
九條二 ) 

第八條決定及徵收 

一、 下級群はその事業群に對し定められたる期日までに、當該群ょり保護せらる、賦睬義務ある企業の統 
一的基本營業稅額の全體額を報吿する、右報告は前拂及決定的賦踝金に標準となる統一的基本營業稅 

額の全！^に關したるものなるを袈する C 

二、 f の到達を基礎として事菜群及び交通事業群は®要充當に必要な賦課^及定め、當該賦課年度に爲 
すべき前拂金、決定的賦課金必嬰な場合に於てはその群全體にわたり統一的に追加賦睬金を-^定 C 
るのである〇 

三"事業群は下級群に對し賦課金徴收を委託す ることが 出来る、手練及支拂時期に關しては事業群に於て 
下級群につき統一的に定める。 / 

第九條數群に關する企龙の所屬 

一、一事業群中に於て數個の群に屬する企業はその報告を主たる保護群に提出すべき であるし 事業群は問 




題の場合には申 M により、どの群が主たる保護群なりやを決定する、關係群にも之を通達する、此の 
決定は本令第七條三により爲さる、規律にも適用される。 

二、數個の事業群乃至は交通事業群に魅する Ik 業は全事業の大部分が魅する處の事業群乃至は交通事業群 
に對しその所屬性を Wi するのである。その群が更に關係群に對し通告を爲す。獨乙國經濟锊_所は 
SS があれば申請により計算の基礎材料の分配が I 基本 ^ 業 ^ 額 I 關係群間に如何に分配 せらる 
べきかを決定する、此の決定は第ヒ條四の場合にも適用される。 

第十條 u 锫要求 

!、第匕條により要求された計算基礎材料及報齿の提出を爲さず又は正常の時期に提出を爲さ r りし企業 
に付ては所管の群より見積りにて要求されること、なる。群は所管商 X 會議所に對し遲滯せる企業の 
見積りに必要な材料を要求することが出来る〇 

二、見積要求は直ちに法律上有効にして a 之により徵收し得るのである。 

第十一條延滯追加料 

一、 陚睬義務ある企業が支拂期に在る金額を 一 四日以上納入延滯したるときは之は罰として延滯追加料を 
徴收せられること、なる。延滯追加料は延滯額につき一月毎にその百分の一であるが最少限度五 RM 
を徴收される0 

二、 延滯追加料の免除はない C 但 L 從來賦課金は適時支拂はれ居り且延滯した事は宥恕すべき事情に基い 

一五三 




てゐると3-は、その徵收は之を見合 (t せることが出来る。 

三，延靈加料の延置加料を課することは出來ない。 

第十二條監 祖 

祟業群及交通事業群は凡ての賦課手績監視の實任が在る、之等は下級群に對し指示を爲し要求額の適時支 
拂、必要な場合にはその^^徵收を保全することが出来る〇 ( ァー•ピーチユ) 

己、經濟界に於ける共同救濟の範圍に於ける.扣殺命令 

獨乙國經濟會爾は一九四〇年}/ .: 月日の經濟界に於ける共同救濟に關する命令第一次施行命令第」ヘ條 
による^^により以下の如く、共同救濟に必要なる財源の舉出についての群の分前の決定及不足額の相 
殺に關する相殺命令を發布するし 
第一條 M 課最低率 

一、 各賦課年度初頭に於て濁乙國經 濟會讅 所は統一的基本營業稅額の百分率により*當該年度分の賦課最 
低率を定める C 

二、 谷事業、乃至は交通事業群は先づ以て前拂金として凡ての賦課義務ある企業より此の最诉_を徴收 r 
るのである"群に於て統一的基本營業稅額以外の標準を有するときは賦課最低弗は他の方法により計 
算されるが、陚猓義務ある企業に付統一的基本營業税額全 ft につき最低率が適用されたとき生ずるだ 





らぅと思はれる高に至る樣爲されねばならない〇その際に於ては、割引、免除及賦課命令第叫條、第 
五條及第六條一の割引をも考慮せねばならない。 

.二•扶助金を支拂ふ事業群及交通事業群は賦課最低中より生ずる收納金を自ら管理せねばならない。事業 
群銀行業及保險業はその收納金を直ちに獨乙國經濟會議所内に在る相殺基金に引渡扶助^^が賦 
課年度の PH 分の二期問の初まりでない場合に於ける事業群及交通事業群はその收納金を相殺基金に引 
渡す。 

叫"賦課平度内に於て扶助請求が生じた處の事業群及交通事業群は夫々、相殺基金中より從來同基金に拂 
.込んだ額までの額に於て扶助金支出のための支出を1し得る。 

S 二條哿通 M 課率 

■; 獨乙國經濟會議所は賦課年度について統：的基本管業税額の一白分率に於ける普通賦課率を決定する， 
普通賦課率は、之により賦課年度に於ける锊濟共同救濟赏_の約％が、凡ての賦課義務ある八 1 R 業よ 
り統一的に徵收し得る限り、賄ひ得らる、如く定めらる、のである。. 

二、賦課年度に生じた扶助の！^が賦談最低一^(第條，> では賄ひ得ない事業群及交通事業群はその所艇 
員の賦課義務ある八 IR •業より普通賦謀率の高に達するまでの前拂を更に要求する事が出來る。第一條二 
第二段の適用あ〇〇 

••、事業群及交通事業群に於て普通賦課率より賦課年度に於ける扶助黎を賄ひ得ぬときは之等は相 i 
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金よりの支拂を請求し得る。 k 

四、 相殺基金に集められたる額が、之に對すろ要求を充すに足りないときは、先づ凡ての事業群及交通事 
業群は獨乙國經濟會議所の要求により未だ殘つてゐる賦課最低率の徴收を爲し之を相_:金中に納付 
せね'はならない . 〇 

五、 扶助1が四の收納金でも充足されぬときには濁乙國經濟會議所の要求により_群及交通事業群 
をしてその所 M の賦課義務ある企業より更に賦課を徵せしめなければならぬがその額は凡ての賦課義 
務ある八11>業より普通賦課率の徵收に至るまで、必要の程度に應じ獨乙國經濟會議所より定めらる、の 
である。第一條二第:'段の適用あゎ。 

六、 賦課年度に於て凡ての賦課義務ある企業がその年に定められた普通賦課率まで支拂つて了ひ尙且扶助 
請求が存するときは、事業群及交通事業群はその所魅の賦課義務ある企業より更に賦課を徴せねばな 
らない〇此の追加賦課は濁乙__濟會議所が現存の需要に應じ統一的基本營業稅額の#分率により統 
一的に定めるが、之は經濟大臣の*大藏大臣及價格構成長官と—して定めた當該陚課度に於ける 

最高賦課率を超ゆるを得ない。第一條.一第二段の適用あり。 9 丨•ビ丨チユ) 

自動車營業に關 しては 一九四 0 年五月一六日に为2. <: 5*1.1^<:}1£11 ^ 3|11ョ3から扶助供與に關する原則 
が示されて居るのであるが之に關し交通事業群、自動車營業部の3=&1?3:|5たる1>^号1^ 
氏の說明がある〇之を搨げてみると次の如くである。即ち 




. 經濟界に於ける共同救濟 

自動屯遝輸の範阱内に於ける經濟共^救濟の本苡及卩的に过ぷまだまだ多數の不明瞭な事 
柄があつて申請の種類やその中に包含されてゐる扶助希望から 一 { K ;: 如何なるものが現はれて来 
るのやら未だ不明なのである。 

獨乙に於てはただ一種類丈けの极本原則のみで行はれた處の戰時措置など-"いふものは一つ 
もない ことは 皆知つてゐる所である。 

戰時經濟 h の措 { alc 合致せ ぬ 處の生產方法、戰爭の勃®により必要な材料や原料を得られな 
V なつたのも*戰時にはもぅ必要性の認められない K 澤品の製造を爲すもの等の諸事業は凡て 
その活動 S : 停止せざるを得なくなつた事は1111逮ひない處なのである。 

此の外に一定事*の强制的休止があるがこれは生^手段の統輅を爲して了ふ方がより一層よ 
い能率を上げ、より R 的に副ひ得ること1:事實として示すに至つたからである。 

尜より之等の生 is ' 事業場を簡箪に閉鎖した b 消滅させて了ふことは決して貴任あるもの i 爲 
すことでない。平和になつてからは此の休止してゐる事龙は出來る丈け速かに前線から«還し 
て來た^士に對し仕事とパンとを與へる爲めに復活されなければならないのである。 

一五七 



但し之! J : 單に生產事業場や勞働職場の維持及その内 tc 在る機械や設備の保存のみに關するも 
のではなく換 ■:!] すれば經濟界に於ける共同救濟は企 -1 者の私經濟的利益や之に關する個々人の 
利益の保持を対 t とした.ものではないのである。 

一九四〇年二月一九日の經濟界に於ける共同救濟に關する命八"の施行は一九四0年五月三日 
の命令にょつて行 U れたのであるが之は營龙絰濟及交 M 營業にも移牒せられたのであり之は新 
たな大きな使命の問題なのである。 

エ尨方面にとつては，絆濟界に於ける共同救濟に關する命令は一®の意味を打するものであ 
るにも不拘、 ES 1.'!': 營龙に於ける所！5事業體の維持と S ふことは非常に少い意味しか有してゐ 
ないのである。それは事龙が全然停止されてゐるとか乂は i£ 物* X 場，ガラーヂ、給油 ^、 乂 
は車輛の保持1:爲すとかの前提條件に合はないからである。 

自動取營龙に於ては事 -1 體の維持といふょり事: B の存在そのものが問題士なるのである。即 
ち困つてゐるところの nfi > it 營^に於ては先づ第一に常該事龙者の平®が軍から買上げられて 
しまつたとか或は又この車輛が强制的に停 It せしめられてゐるかの事態が存するからである。 

この他.'|<輛の大部分を微^せられたもの又|±述轉停止を命ぜられたもの>而も殘存堆輛で 
は事龙が水平線上に浮び上れない企業もあるのである。 





故に交通事龙群としては企業者の生存保持を行的とした努力を爲し緖けたのであつた。戰時 
經濟上の措置にょりその生存 S : 危くされた自 ®J -4 i 營^紅營者をして^ M の地域的又! .1 T 級地ぉ 
群長に對し嘉事件謹の爲め鑫を開く樣願出亀為ぃ.たので—。之4く別に、經济 
界こ於ナる共 M 救濟事務を命ぜられたる獨乙 N ' 經濟會議 W は一九四〇年五月ニハロに3>り扶助 
典與命令に關する諸原則なるものを發布したのであつて•此の扶助供與令なるもの! t 次の通り 
である。 

一、經濟界に於ける共同救濟を申請し得る企^は原則として當該事龙が完全に休止してゐる事 
を要する。 

d 動 K 營龙に於て it 、 その營 : B の倘々の部分が•即ち平 M が經營外に®かれ殘#の屯輛を 
以てしては、企業の維持及停止された企^に必耍なコストを贿ふ收人が作られない時に 
は、事業が休止してゐるものとして取扱はれる。 

二•休止してゐる事業はその他に WK - 經濟的にみて維持する fit 値あるものたるを^する。此の 
問題は自動^營業に關する限り凡て然りと答へられ得るものである" 

一二、企業體としても先以て〇助の方法を講じて見なければならぬ。當，^事業に付て適合する限 
りは休止の場合に於ける事龙 S 體の維持費は之を先づ以て自ら負擔せねばならぬのである 



一六〇 . 

が夫れは戰時に在ては各人共能ふ限り收入又は財産に關する損失を白ら ft 擔すべきだから 
である。 

此の義務は戰爭終熄後事業の fg 活に必要な费川までも事®體の維持に出 ffi する事を强ひる 
ものでない こと 勿論である U 

四、上記の諸案件が凡て充されると初めて經濟群乃至は 5 C 通事業群は申 fi へ iR 龙者に對して事芨 
is 維持に關する扶助供與を爲し得るのである。 

M て 一 (55 如何なる支出が共同救濟にょり爲されるのであらぅか？之は我々の_が最 も興 
味を有するものなのである。私は & l- ji : ねて，共 M 救祚は決して企！俩人やその家族に對して 
爲されるものでないといふ事を申して置きたい，1獨乙 W 經濟#議所の扶助命令は例外の場合を 
除き企業者はその 勞働 力をば無 fff lc て休止された^龙の中に致さなければならぬ事を定めてあ 
るのだ。 

共：1救许ょりの金|«1±以下の目的に對して使/|)3るべきものである。 
r 經營施設.我々の場合に於ては•屯； S も，直接の保持のために， { ft 物や設備の滅失防止の 
ために、機械動力設備の保持等のために使 Jtj さる. 0 
二、他人の土地•建物内に當孩率業が存するときは•同様の1¢.由から、暖房、照明並に k 地- 



室等の貨偕料の支拂のために使用せられる。場合にょれは賃 Ilf の工場機械、給油設備その 
他に對する支出も同様に扱はれる。 

三、事業の維持に必要な職貝、機維持に必要な職员の伟給々料も共同救濟金ょり支拂はれ 
ねばならない。乂事情に應じて適當なる範圍に於て請求權が働く限りに於て は、 旣存契約 
ょり生ずる年金及俺給請求權に關する支拂に付ても同«である。 

W * 銀行•保險會社及物"叫の引渡にょる仿權者に對する依務利子の問題は全經濟の保持のため 
扶助を供與し S るときは之も認められるが企業所有者乂は家族にして當該商龙剛護立に 
關係ある場合に於ける倩務利子支出に付ては認められるものではないのである" 

扶助資金は企業者の救濟のため使用さるゝものに非ずといふ原則は此の場合に於ても確立 
されてんるのである。尙從米の侦務利子、滯納稅金、クランケンカセ掛金、ィンプリデン 
支拂金乂は組織に納める金も扶助はせられない、のみならす如斯事 m は救濟に値するや否 
やすら疑問である。 

五、 ある 企^者が所®する交通事集群に支拂ふべき負擔金は之を扶助し得るのであるがそれは 
交通事 B 群や營業經濟の組織は戰時に於て相當の資金なくしては實行出來ない處の特別の 
使命遂；5に當らなければならぬからである。 




六、終りに特別の支出に付ても扶助を爲し得るのである〕之 ( C 付ては私は•滅失して了ふと所 
W 者にとつて非常な損 W になる處の特許楢や特袱の保持に必要なる手數料支出を擧げて fa 

.或る企 S 者に對して扶助申請が認められると•申請に於て褐げられ龙目的にのみ之を使 H 1 
し•要求によつてはその&の證明を爲すべき義務を負ふこと索よりである。 

最後に最も重要なる點即ち、必要な資金を如何にして捻出するかの問題になつて來る。此の 
點に付ても獨乙！：^濟會議所は關係大 frl よりの委任を受けて所？ i 賦課の命令及相殺の命令に關 
し研究し且之を實行に移さなければならなかつたので ある リ 

扶助金の捻 m 方に付て tr 戰時にも不拘或は又恐らく戰爭のために充分以上の收人を擧げて 
ゐる 事業から微收 さるべき は勿論である。 

此の負擔金から免除される事龙としては基礎胬龙税額二七〇 K 1 U 未滿即ち小企業にして納額 
義務の基礎となる年收が八◦〇〇 K 111 未滿のものであつて從て之等は共 I ' d 救濟負婚金を納付し 
ないでよいのである。 

基礎營 a 税額二七 ORln のものと團體较業税額四五 OKS を支彿ふべき企業とは賦課金納付 
に付ては M 様に免除されるのである。 




賦課金の年度は一九四〇年四月一日より始まり一九四一年一一一月三一日に終る。 

.賦課金の檩準は一九四一年度の營業税額に標增となる處の*礎齊衆税額である。共同救濟申 
請を贿ふのに如何なる程度のものが必要になるか差當り判然としない ので、 そのために先以て 
一岩豫納を爲さね老—かつた、之 S 近—求基礎營龙税額 S 一定百分率 
を以て定められる。 

H 凡條件の下に於ては埭納に際して免除又は輕滅を受けられる。 

共 M 救濟賦課金は義務納入金であつて之を支拂はない場合に於ては商工#議所により强制的 
に徴收せらる、ので ある。 

基礎營龙稅額による賦課金の徴收といふ事が非常 1 C 面倒である場合には他の賦課金微收方法 
を講じ得ることを賦課命令は豫定してゐる。 

終りに*不足額を生ずる i 或る群は他の事業群からの fe 金で之を袖充するといふ例の相殺命 
令に付て若干述べてみた S 。 

各事^群は獨乙一:經濟#議所から決定された©低額を徴收せねぱならない。各個事衆胙 n 體 
は此の最低：補の收人により賄ふことになるのであるが、銀行^龙群及保險事龙群は此の收入を 
獨乙阚經濟 # 謎所に對し相殺 * 金として引渡すので ある。 



一六 s : 

|»1様に剩餘金を示す事龙群や交通事,1群も相殺基金 1 C 之を引渡さねばならぬのである。 
最低限 M 課率は必要な金の前拂にあてる c . i にしてゐるので，獨乙一:經濟會議所は K 課金年 
度に付て基礎營龙税額の所謂普通率なるもの?:決定した。此の dfcF - l 通率は支出の約四分の三を贿 
ひ得る様である。 

事業群又は交 ilfi 事！群に於て此の許通率の收入からでもまだ賄ひ5£ないことがあると、始め 
て相殺基金からの支出を請求し得る to である。特別に闲難な場合に於ては、獨乙一:經濟會議所 
tt 再度の賦課を命令し f ^ る。特に和殺基金が使ひつくされたとき!±さぅであるが、その際には 
義務を有する事業に付てあま〇多くの支拂耍求を防止するために一定の額に限定されねばなら 
ぬのである。 

交 iffl * 業群自動屯營龙に於ける共 M 救濟.雅夼事務所は必要の場合には地域群や地域群事務所 
の協力を要求する。特に申請者の經濟狀態が不明の場合には左様である。(以上) 

扨て交 ilfi 事業群 R 動: t : 營龙では所要扶助资金に充當するため本年七月 一 1 : 一日公吿を爲し所® 
群員中の一定の者から前拂金として〃獨乙經濟共问救濟のための賦課金//の納入を S す様#促 
を tr つたのであるがその公吿の槪要は以下の如くである。 

1、賦課金は統一的基本營龙稅額1九三九年度分の百分の十の前拂金であること。 






二*戰時經濟政策遂行のための措置により事*5:停止した所 Mf-ili 納入の義務なきこと。 

= 、 統一的 基本營龙稅額が二七〇 KS 未滿 (fflfis 令支拂義務者は四五〇 Km 未滿)である所蜓 
M も亦納入の義務なきこと。 

四、 手續の fffi & 化を一一る爲本所より統一的基本營！税額が二七 OKln 以上と認めらる"■者のみ 
に一定の書類を这附するに付受領後は相當擱に記人の上|'<1送する事。 
然らざる場合は本所の認定額にて陚課金微收を爲すことあるべし。 

五、 納付期限は一九四〇年八月一五日まで V 'ある。 

六，納 1 -] 期限は之を嚴守せられたきこと' 

等で ある。玆に本所と 書いたのは交 ill ] 事業群自動卓營業々務執行者の駐在す るべ ル リン、 シャ 
ル ロッテ ンプル クー .シュタィン プラッッ- 一を 指す。以上の趣旨に 基いて 尙一九四 0 年八月一 
日付を 以て 交) 16 ■經科唞 大 21 の許可を 55 た處の cimlaKeortsK が 交 iln 事 1 群 nig llt 營！ よ 
り發 せられてゐる ので ある。 

第六 其の他戰時に於て特に强化されたる 方策 

以上はベ V 次大戰 に當 b ナチ K 獨乙が樹立した新しい戰時即 KtH 的とする陸運政策であるが 




Hf A 

此の外に或は此の戰爭を豫期し或は獨乙の wf,?' から m 發した原 wlc より、 今次;.-、戰勃發以前 か 
ら一定の方策を樹て實行を爲し來つたが戰爭勃發 iM 時に之5:强化する 1 C 步つたものがある" 
此の極槪を以下に於て紹介して見ること、する。 

I 、先づ第一にガソリン使用の禁止、液化ガス、高壓ガス其の他ガスの使用奬勵 

今次大戰前からガソリンー:產の少 S 獨乙としては人造石汕の製造及その使 >! J を奬锄したり、 
或はガス發生爐を備付けてガス I ; j 力の使«を爲すことを奬勵してゐたのであつたが，先づ一九 
九年四月二一日に於て四ヶ年計«廳の下級廳たる鑛油監視所 (iiberwachunKsstelle fiir 
MiueraM ； 一長よ b 〃瓦斯化モーターを行するバスに對する液體燃料使用禁止//が示達され 
■たのであつた。之によると一九三九年一〇月一日から定期述輸を爲す十六人乘以上のオット— 
•モータ—を有するパスに tt ガス形の燃料殊に液化ガス燃料の使用が强制せられ-從米のガソ 
リン燃料による走行は禁止さる VIC 至つたのである。尤も特別の理由ある場合には此の禁止の 
例外を認められる事にはなつてゐた。之と：2時に當時現在してゐた液化ガス倉诹は凡て交通事 
尨群. uffi 屯營業部に登錄を要する事となつた。一力：三九年九月二八日には、交 ilfi 大はから右達 
の施行を控へて .2 るので、特に注意的の通牒が發せられ、先づ平 W の改造は所记のバスは勿論 
ガソリン機關を W する貨物0動車にして1*五噸以上の積狨：；'|':を冇するものや.ガソリン，|4 



ン.デンを' ft する 農. 海 林龙拊以 51 - の來 自動車•セミトレ ー ラ. 1 まで行ふべき ことを 命じたの 
であるが、■乘川屯 や 一 •五噸未滿 の 秘彼： 'II を冇する W 物 a 動平、 c 動.： it JICli 除外されたの 
であつた。之が實施に當〇繼續使 W を許されたる ili 輛について詳細な調杏を爲すべき m を命じ 
改造完成のものはその泞記入の上各關係 •：！ へ提出 • |.'1廳に於て tt その帳簿を整理すべき事をも 
併せて命じてあるのである。改 i £ に要する装; a «: l 大低二00«111|一1:五0^1.|1.位の榇であつ 
た。 

次に一九三力年九月一六日及一一月二一日には交 all 大 1,-1 よ e 發生爐ガス使用に關し il ! J 牒が發 
せられ、 E 動平交通監督長官の下にある發生爐係 f '; の方面に於ける材料の配給を俟て自勑本及 
發生爐製造者に於て、前祸係 -fY の依託により、自動卑手 H 龙組合長とも協議の上各 if : 狞 K - tv ; 
に、特別 S 組立及修锫工場を指定した'り運轉者養成所を指.；^の上、改造に協力すべき事が命ぜ 
られたのである。改造に際しては、税の減額*綷费の減化により、所要改造費を fit 却すること 
が考!!:されてはゐたが，此の外政府としても ctto-motor を冇するもの、改 i £ に付ては六〇 
〇 Rm 、 Diesermotor を冇するもので之を Disel" ガス式撰搾式に改造するものに付ては六 
00 Ks , M 上の埤の B ! 縮比の低下へ改造、 no 上の平へ高嗽點火裴 ia を附加する ものに 付ては 
I 〇〇〇 Rm の袖助金を 交付す る ことにしたので あつた。 




一六八 

液化ガス改造の場合の經濟的効果に付ては必中しも判然としてゐなぃ様であるが、之に關し 
Schdpke 氏の說明がぁるから以下に揭げてみる事とする0 

液化ガス改造の場合の經濟的効果 商學士 M . schf 

本誌 (Der gewenbliche K 3 ftverkehr ) 第一九號に於て法規に適合する如くに貨物自動車の動力を液化 
ガスに變化する事に付ての技術的前提條件が取扱はれたのであるから今日は此の動力によつて運轉せらる 
、場合の n ストとか經®^とかを ベンッ ィン動力による場合と比較して見たい。 

以下に於ては次の三點が主として 取扱 はれるのである。 

一、 設備の購人費及取：^ 

二、 支拂はるべき自動車稅の輕滅 

三、 動力素のコストの比較 

最近行はれた協定によつて設備及その取付に要する價格は二べ〇 Rnl と統一されたのである。勿論當該 
車輛の構造に基き特種の費用の支出を時間的にみても材料からみても必要とせぬものなることを前提條件 
としてゐるのである〇大證に於て此の統一價格は車輛所有者にとり從來の改造费より尠からず格安となつ 
てゐるのである〇 




此の支出の反射としてはまづ支拂ふべき梟車稅の節減を爲し得ることである〇液化ガス使用の車^に 
對しては從來のベンッィン使用のものに比して非常な低率の支拂が認められる〇一九 H 五年 HH 月一日以降 
に免許を受けたパス及貨物自動車に付」は半額で濟む場合さへ往々あるのである。此の時期以前に锊營下 
に在つたものは二、 PH 〇〇 KG 以上の自重のものに付ては從來は M ( ;〇 K . G 毎に年々三〇 Rm を支拂はね 
ばならぬもの0あつたが之が镩かに五1<111-:1宜しい事に_滅されたのである0積載量を有しない牽引| 
車に付ては旣に最低率が適用されてゐたのが更に液化ガスの使用の場合は一定率の割引が適用される事に 
なつたのである〇一九一一一五年叫月一日以前に初めて免許された牽引自動車に付ては稅金は皇：一〇 CK (; 
毎に全重量 *， .raOQKG に至るま e 年々' oKm の代りに一五 Km 々支拂へばよろしいし、之を超ゆる 
ものは年々二〇1< 111 の代0に僅かに五 1 < £を支拂へばよろしいのである0上記の期間以後に於て使用し出 
された牽引自動車は液化ガス使用に改造後は同様に上記額を支拂へばよろしいのであるが、自重•一、四0 
〇 KG を超えると從來は 一 GKm を支拂はねばならなかつたのである。特にや、重い古い貨物自動車 にと 
つては大きな1となるのである〇例へば一九 H 五年四月一日以前に免許になつた自重五トンのものは、 
之が長い間使用されてゐたものであると年々五〇五 RS を支拂はねばならなかつたのであるが、之が！|四 
五 Rm で濟む樣になつたのである0 

孰れにせよ此の自動車税の輕滅により*旣に一年丈けで以て改造に要する費用は之を或は相殺、少く共 
大部分は相殺し得る事になるので ある 0 



ベンツイ N 使用の場合と 液化ガス動力に よる 場合の燃料費との比較に付ては一方に於一」は消費量他方に 
於て は液化ガスの 價 格が標準となるので—。嘉によるとベンツイン ー•六立の使用は液化ガスーキロ 
グラムに相當する。即ち一定車輛が一立を要する距離は液化ガス〇•六ニキログラム又は％キログラムで 
走行出来るわけである〇如斯して車_ 所有者は 自ら 改造後の車_に必要なる液化ガスの量を知り得るの 
だ0 

液匕ガスの供給^*周知の如く一〇日間無償貸與のボムべ ( speicherflasche ) で爲されるが、此のボムべ 
は供給所に付て消費者自ら貸與を受げに行かねばならぬのである。交換も同樣である。ベンツイン給油所 
に於ナる1定基本數に拘束せらる、處の液化ガスの價格は全國同一な給油所相場たる一ーキログラム〇 • 
五一 RM であり、ベンツインは 一立〇•四〇 Rm なのである。上記のベンツインと液化ガスとの消费£比 
較關係をも考慮に入れてみると憤格上の節約は約一五^と計算する事が出來るのであ^*大量碟入に付て 
よ一般的に—大跫のべ ； N ツイン 購入の場合と同樣——一定の割引が認められてゐる〇貨物—車所有者 
は上述の支出即ち節約の可能性が、運_業計算に際し全植として如何に作用して來るか。即ち一隳化 
ガスによる運轉の經§はどんな風であるかに興味を有たれるであらぅ〇 
先づ第一に年々の"固定經费"即ち車輛改造費及之より生ずる銷却費及利拂と自動庳税輕減とを對比し 
てみる就中主として問題になる 一• ; /1".トン以上の積載量を有する貨物自動事の改造に付て對比してみた 
い C 一覽すると次の如くである。 
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とは！九：二五年四月一日以後免許されたもの、"舊"とはそれ以前ょり純營のものを云ふ〇改造费 
たる二八〇 RE は直ちに簿記せられ、その年の自動車税輕减額と相殺せられるのであるが、一:量の自動車 
に在つては左樣に行き得ないのである。然し以下に揭ぐ4運轉费ょり生ずる轲費節約を4考慮に入れなけ 
ればならぬのである0改造にょる費用を未だ期待せらる、枰焭期間にふりあて、もや、小さな車輛の場合 
でも稅_滅丈けで年々一定の節約になるのである0 
勿論、運轉費の年々の總節約額は走行數 M に係るものなのである G 

上述のベンッィンと液化ガスとの間に於ける消費贵及價格の差異からして次の如き表を知り得るので^ 
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燃料消費に於け る 差異と共に油脂の一定量の^^もある ことを 注意せねばならぬのである 。ガス 形の動 
力素を用ふる場合に於ては油脂を薄める ことが 生じないから始めから少い量の油脂を計算して置く事が出 
来るのである〇上記の I 覽表からみて、大きな車^で大貴の走行轩を有する場合には非常な節約の數字を 
期待し 得る ことが 判るのである。 

一定の條件の下に於ては如何なろ節約が全|§として爲されるかの例を舉げてみたい。年々二五、〇〇〇 
粁の走行を爲す四トンの急行貨物®^車については改造コストの消却及利拂費を控除しても自動車 
稅に於ける節約が一七〇 R nl 在る、更に運轉费節約として五五〇 K m 從て全部でヒニ〇 R m の年^にな 
る〇すぐに改造費を消却して了へば自動車税ょりの節約が二五〇 Rrn 、 之に運轉费節約が五五〇 km 、 計 
八 coRm となり之から改造費二八 oRm を引去つても五二〇 Rm が實際の節：^となるのである。 

牽引0動車赞業に付ては必ずしも全部が如上の利益を受けるわけには行かぬのである。それは支拂ふべ 






き自動車稅の額があまり異はぬのみならず年間走行粁があまり多くないからである C 實際に於 C も牽引自 
動車の液化ガスへの改造はあまり行はれない。それは之等は主としてディーゼルモ ー タ—が 裝備されてゐ 
るからである。此の m ： 動車へ液化ガスを利用する事は目下の處行はれてゐない0 
鞍付牽引自動車 ( sattelschlepper ) は反之貨物自動車に於けると同樣な條件の r に在る。 

以上の說明によゎ貨物_動車所有者は液化ガスに改造せられたる車輛の經濟性に付 C 稍々正確な覼念を得 
らる、であらぅ〇 (Der gtwerhuc r Fcfaftverkthr 誌一九 H 九、二、一五號より) 

II 、 貨物自動車製造の 型式限定 

次に MotclrisierfmK の政策の實施により0動 3 K の製造が盛に行はれたのであるが•此のた 
めに勢ひ自動革の型式や部分品の規格の亂雜が惹起されるに至つたので、先づ 一 九三八年一一 
月三〇日に.屯り"货物， U 動屯製造に於.ける型式限定"に關する命令が四ヶ年計寮遂行に關する 
命令に苺き公布せられ貨物 E 動車の新型式の製作に付ては0動埤交通監督長宂0§63安50— 
】 lmiichti7 ; te fiil * daswraftfahrweseli ) の許可を要すること、なり、乂 1.0 官は從來認められて 
ゐた貨物 C 動堪の型式に付ても制限を加へ^ること、なつたのであつた。次に一九三九年三月 
二日には s 動単エ龙に於ける型式限定に關する命令が公布せられ、自動&及その部分品の製 i £ 
に付ては凡て自動^交通監督長官の許可を受くべき事となり ' rnl 官は製造事！者の差當り遵守 



I 七四 

すぺき建造方法*プ|プラゥム等級、型式數、積載制限货を定むることを付，更に(;!]官ょりは 
C ； 動 d # J }£ 用モーターの製作を爲し以る H 場が指定される事となつたのであつた。又一九 H 九 
年六月八日には交通大 [;': から之等に附滯した ii 牒が發せられ前揭 sisllt 交通監督長官からは數 
次にわたる施行細則が發令されてゐるのである。交 aa - ACP は乘用皐•货物 c 動車に付て主なる 
型式、附帶型式及特別型式の三を定めてゐるのである。一九三八年以來 #* として之等の型式 
數の盤理に當つてゐるのであり、 afi 単交通監督長官たる sche 】 一中將の名にょり， Schell - 
proKralmll として呼ばれてゐる。 

三、其 他 

以上の外 W 內輸送機關の根幹たる1 richBbahn に於ても港干の©化があつたのであつた。 
即ち•前記の s olsienlnK . 政策の實施にょり tdeic r a c ' tobahn.Q 大建設の事があり.去の 
ため Kllsbahn に必要な車輛の更新、 JtJ 加その他設備の新設は一九11:八年末まで一時抑へ 
られた■形にあつたのであつた。一九三八年末に至り N 際政怙の不安&や Keiclitobalsft 設 
の一段落の見透の付いた事等から再び5;2.£.1^己3に必耍なエ事、エ作«に付て«1«が爲さ 
れるに至〇,一九一一:八年一二月西ドィッ鐵道百年祭^場に於ても交 ii 大 l.'ler Dorpler 氏 
はその旨を演示し Ks . chBbahn のため！ 1 ¢んでゐたのであつた。その內 sfldel < B * land , 0 stem ;- 



ich , Memel 等 Q 麗 Q 事あり之：？？ Q 地方に對する設備 S 改良にも多額の费川を支出したので 
あつたが*此の狀態に於て戰爭勃發 S : 迎へるに至つたのである。 

戰爭勃發と！1!時に»£.0£3'&'£.5の連營は全面的に軍事輸送に向けられたのであつた。先つ 
一九 H 九年一二月までは大部分の旅容列車の運行は停止されて大都市附近の i £ Q 则輸送と生活必 
需品の輸送にのみ限定せられたのであるが、大都市間の幹線的輸送即ちべルリン—ミユンへ 
ン、ベルリン"ゥィ.-; sU 付て一一公務旅行、商業上®止むを得—旅行 S 必要上、漸次 M 復す 
るこし差當り一日一往復宛5:寢臺車を附し運行する事としたのであつた。一九三九年から 
一九四〇年にかけての冬には例年になき寒さが襲來した、め、運河の結氷による'牛水航路の杜 
絕、鐵道作業の困難等により又々輸运上の®難が生じ一時はベルリン、ヵツセルを結'ふ直線を 
直徑とする； g 內 Q 貨物輸送の受託停止を爲した程であつた。然し寒氣の緩みと共に漸次輸送方 
面も回復し出し大體作業の基準を一九一..六年(列車 N 數.列車速度)度に S き稍之に近くまで 
回復す る i なつたが’ 8列車 tn 九叫一年春現在 Is 行！一:數 Q 半ば位*では不定 
期述一了 - C - あり . 51 行時間も時には亂れることがあるのである。之には燈火管制による作 * の W 
難等が作用してゐる事は勿論である。此 s 間 W 物輸送方面に付ては特別の任務が課せられてゐ 
た S , 夫 Jrl は大體に於てドィツの石炭をスエーデン、デンマ I ク殊にィタリ I に輸出するため 




一七六 

の輸送であつて、イタリ I 向けだけで も 一時は一日三十本からの It 物列率を起した と稱されて 
ゐる程であつた。收支狀態は、軍事輸送以外の旅容、货物收入は例年ょりも寧ろ 增加して ゐる 
との事であつて、之を見ても如何に制限され た * f ? 輛で以て多數の客貨を輸送したかがわかるの 
であるが、交 M 省配車課長の談にょると weichsbahn は戰讲勃發後の一年問に例年の輸送^: 
の一四〇％ を 輸送してゐるとのことであり、娘客輸送の方® • に 於ても^々 旅客 輸这 Q 制限 策を 
_じたとの事である。 

要するに Kelclsbahn としては • 一 方に於て外 N への审要輸出品主として石炭の輸送を確 
保しつ、 W 內輸送にも一九ーニ六年程度のサーヴ イスを 提供し、他方軍事輸送を 續 け. , i -M 地域 
例者ポーランドの一部に於ける回设事1をも繼續しつ、比較的超全な運營を續けてゐ るとい 
ふ事が出來やぅ。 

四、 ライ 匕 スバ—ンの戰 時對 策梗槪 

陸運機關の大宗たるライヒスバーンに於ても今次大戰勃發と M 時に作戰輸送の方面に また W 
內主要述輸の確保にその全能力を集中したこと勿論である。 

作戰上の必要殊.に機動を要するときは一定の期間(例者ポ1フンド戰の場合に於ける一週 
間の如き)內は特殊の輸送例者： g®i 輸送、生活必需品輸送を除いた他の一切の輸送を 犧牲こ 均 



して作戰輸送に專念したのではあつたが•根本的に il 矢張り W 内主要•輸送の確保といふ事に考 
慮したのであつて、殊に一九！一;九年冬の百年来の寒氣襲來、應刀门その他による人@の滅少^と 
闘ひ乍ら、玆數年間の技術上の進歩を犧牲にし一九三六年現在のダイヤを主としたにせよ兎に 
角まづまづ作戰輸送とに！：內卞要述輸の確保を爲し得たもの、如くであつた。 

以下に於て筆者が伯林を去る少し前ドイツ交通将關係局課長との間に爲した M - 問應答の大要 
を述べてみる。 

問( I )、一般交通の抑制 S : 行つたか。 

答一般交通の抑制は行はなかつた。但し軍事上、輸送上の必要により特定 M 間の一般輸送停 
止を爲したことはあつた。 

問- I )、軍事輸送と I 般輪送との扱方如何 

答軍事輸送はその必要があるときは全能力を擧げて之を完遂するが、その時期が經過したら 
'は一般輸送を出來る丈け確保する。軍事輸送擔當部門は交通省鐵道部軍事輸送課であり、地 
方的には交通々ほが地方鐵道局長に一應娄任し地方鐵道局長は之を運轉部长(多くの場合之 
は副局長であるが)に冉委任して あるから 地方的の軍事輸送擔當官は各 M の運轉部長であ 
る。述轉部長は軍事方面の.要求を檢討して所要ダイヤを編成するのであるが、述轉部長の要 

一七七 



求する此の方面のダイヤ! i 優先して扱はれること、なつてゐる。尙戰爭勃發後軍の要求にょ 
り多數の軍/ 1 J 休蚁列車を編成したのであつたが運用効率がょくなかつた Q でその後右列車も 
その K 〇％丈けは一般交通に開放する事としたのであつた。又所謂オルガ-ーザチオン•トー 
卜(〇 * T ) 所屬人£1輸送に付ては〇 . T 内にライヒスバーン連絡官を派遺してあるので充 
分な連絡が採れて居る。 

問(三)、ライ匕スバ—ンは人事問題5:如何に處理したか 

答ライヒスバーン職 a 中•應召者、軍交 M 機關への派出員^あり人 a の不足を吿げて米たの 
であつたが、新規採用は四ヶ年 nt - 畫廳から青少年勞務者採用順位が各事龙&に定められて居 
り中々鐡道部門へは廻つて米ないので大要次の如き方法で職 M の補充を圖つてゐる。 

一、退職者の再採/ 1 J 

.二、女子の採用 ( M 轉に虹接關係なき部門へ、現在約八萬人在職中) 

三、 敵性なき外國人の使用 

四、 捕 Is の使/! - J (連轉に直接關係なき部門へ) 

五、 新規の採 flj 

その他現在職員の敎習期間の短縮、勤務時間の伸長等の制度を も 併用し また 特定の職務に付 
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ては rsIM . l .^ lM '' の地位」を認めて貰つて? J る。 

問(四)*占領地の鐵®行政の組維は如何 i 

答 占領地に於て 一般交通に開放された部分は iff 司令官又 tt 總督(舊ポーランド領)の下に¥ 
ァスッを置き關係外國人を使用しライヒスバ—ン職 M 指導の下に鐵道及平水 
航路 i を行はしめて—。尙— { mi 交罡对て S じ<軍司令官 Qsblt る近距 
離交 Ml 監督 f ,- が之を監督して? J る。 

問(五)、ライ匕スバ—ン及地方鐵道、軌道等の財政狀態如何 

答先づ ライヒスバー ンに 付て云ふとその財政狀態は頓る健全であると云ひ得る。一九 三 七年 
以來その鐵道網の增大14あつたが次の如き成績を示してゐるのである。即ち' 
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延長粁程は次の如くである。 


私 Hk 鐵道及軌道も々體に於て好調の一路を迪つてゐる。原因はやは-り. HKI 車交通の制限が主 
たる如くであり、補助金交付額も戰時になつてからは少 くて ^む様になつたのである0 
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問六)、ラィ匕スバ—ンに於て運 X 値上 S 行つたか。行つたとすればその B 的は何か" 

答 ラィヒスバーンの收入增加は々體に於て旅客の激增と貨物の^楱とからであるが、戰時に 
於て能力以上に客貨の粒到することは出來る丈け避けたいので、先以て各種割引制度や例外 
タリ フ(割引 M 賃)の整理引上げを行つたのである。即ち旅客速賃の方面では社#政策的見 
地 等より 必要止むを g ざる八種の割引制度を殘し他のニーー種の割引運貸を一九四〇年一月一 
五日より 廢止し行料の引上げを行つた。貨物方 尚では 主として n 動屯對策上制 5 i £ されてあ 
つた處の例外タリフの根本的整理を行つたのであるが*之^の値上げによつても所期の多客 
及多數 W 物 雲の問題は 解決することが出來ずに今日に至つ て W る。尙休擊節、祭日等に 




故客が一時に殺到することを防 r ために二三週間前よ〇乘用許可券制度を K け先着の者 
から(前大戰の場合には•旅行の必要性を認定して許可證を交附する主義を採つたが虛僞の 
申吿多く此の方法の失敗であつた事を*¥驗した ) 乘屯券を購入せしめる方法を採つてゐるが 
此の制度は多客整理上相當効果があった揉でるあ。 


ラィヒスバーン當/4としては- vl !«: 以上の如き根本策を以て戰時輪 is の完遂を期したのである 
が組織方面に於ける改變はさしてなかつた様である。戰時になつてから戰時即應のための組織 
方面に於ける變更の大耍を述べると次の如くである。 

•ザネ|>ル ■ V フォル>ヒナィヒテ*-»ユ7»5-.\*?ラ7卜”-»-ルウ1|ゼン 

一、四ヶ年計策廳0 動电交通監.督 rr (シ h ル陸軍中將)を交通次 fr 
袖兼務としたこと。 

此の方法にょり交通大臣と四ヶ年計畫廳長 fr との連絡を^]り併せて交通大 E の Eg 屯交通 
行政に關する諮問機關を完全ならしめたのであつた。 

二、各地方廳内へ近距離交通監 # fr 及交通調整^を派遣し現地自動ホ交通行政の指導を N らし 
むること、したこと。/ 

ヤー： 、中央、地方及地區飪に前揭の如く交通指導委 «# 組織を設けたこと。 






四-大貨主團體(例者石炭シンヂヶ—卜)大勞務組織(例者オルガ--ザチオン•ト ー ト) 

へ連絡官を派し輸送上の連絡を充分ならしめたこと。 

以上の外黨，：2動車團の協力を得て白動4>:交通の監視に當らしめた事や所®職 ti を野戰鐵道監 
の下に派して計量に參與せしめた事なども擧げることが出來や b 。 

尙終りに ラィヒ スバーンの名 II 一般に知られてゐるが獨乙交通省殊にその紐織はあまり知ら 
れてゐない様であるから參考として•一九四〇年末發刊せられた交通省ドクター•キッテル氏及 
ドク ター•ゥ h アマン氏共著の r ドィッ交 iiti 省」の拔萃を附錄に褐げて la く。 

第七結 語 

以上 陸連事業に關し戰時に於て樹てられた主要方策を略述した積りであるが 、 fnl 此の外に ， n 
動車の責任保險を强制する方策や事故防止の意味から自動車の速度を制限する方策等も舉げる 
ことが出來る。之等の諸方策の目的は勿論戰爭の完遂、 N 防の^璧を til るにあること li 勿論で 
あるが、大體分類して考へて見ると次の如く云ひ得ると考へるのである。即ち 

第一、軍の自動車化の確保 

今次 v 戰に於ける軍の機動について自動'+:(單に軍用自動車として特別に建造されたもの、 

I へ二 




I A PH 

みでなく)が如何に必耍であり且役立つたか 1± 間知の事であり、そのために tt 軍として tt 民問 
殊に經浒方面に活動してゐた車輛の大々的徴發を爲したのであつた。上述の諸方策の內之に關 
係のない方策は一つもないといつてょい位に軍に川ふる C ： 動5 ；• の補充が大切であつたのであ 
る。以上の事は單に c ®4( の車輛のみに付て Fr ひ作るのみならず之が51轉奔に付ても M 様であ 
り平常時から緩念ある際の叫盘に主として兵役龚務者の穴動ポ操縦訓練を爲してゐた黨〇動屯 
部 ( NSKK ) でも直屬©學校に於て應«者その他の短期- ng 屯訓練を盛に行つたのであつ 
だ"要するに此の軍の自動屯化の確保のためには例の KeichsleistunKSKesetz を始めその關係 
法令が充分な根- HC を構成してゐるといふ事が出米やぅ。 

第11、銃後の重要經濟の確保 

上述の如く軍の dM 屯化を確保するためには Schell 中將の述べてゐる如く經濟方面から多 
數の屯輛が 31 拔かれる事を®悟せねばならないのであるが、戰平を完遂する爲めには阈内に於 
ける叫ヶ年計®の遂行、 Jit 需エ笼の經營を續行を始めとし NK - 生活の某礎を爲す樣な®要產龙 
は之を確保して行かねばならぬ事も亦當然であり之に必耍なる交迪機關(迤搬 HJ 乃至は通勤 III 
の)はやは U 出來得る限り確保して Ja かねばならぬのである。此の方面の-% tt から近距離交通 
監稃官、交逝調整- B ' の制度が^ its れたと見ることが出來•遠 l/fi 離 It 物 m 動 Sf 輸送の制限、 d 


igJli の使用の一般的濟止な 5 の方策をもこの想味に於て理解し « るのである。 

第三•重要交通辜業の壤滅防止 

, 以上の措®は孰れも交通事龙殊に自動 Ift 交通事龙の經營を W 難ならしむるものであり.又そ 
の他の戰時.•父 ilfl 政策乃至經濟政策の遂行等により JK 要な交 illi 事業經膂が危殆に瀕することがあ 
り得るのである。若し如斯事實が生ずるに於ては單に NK 經济上の著しい損失たるのみならず 
平和 Mflf の際に於ける復員計»にも齟齬を來す事になるので前揭の〃經濟界に於ける共 I ' d 救濟 
//に關する制度が樹てられたのである。 

以上の一—方面から大體凡ての方策を理解出米ると思ふのであるが、最後に此の戰時陸速政策 
によ〇從來のナチ K 陸速政策の特質たる偶 8 IJ 生義の 5 E : 全なる克服、交通營業に對する一:家指導 
の强化及自動車交 iaj の促進が如何に變更されたかに付て考察するに，第一の惻別生義の完全な 
る克服及 S 二の交通營業に對する W 家指導の强化といふ事は上記の S づれの方®に於ても之を 
認め寧ろ强調さへして a ) る事であって*た V 第1一：の自動車交通の促進といふ事が戰時の必耍に 
より一時的に.大制限を加へられたに過きないのである。戰時下に不拘 Eeichltobahn の建^ 
は^々 iffi 行せられ Volkswagen エ場は11!1目2,3附近にその偉容を完成3せんとしてゐる現 
實をみれば、此の Motol.i ss . e 3 sg (經濟方面に於ける)に逆行せんとする如き方策は戰時對策 

一 A . 五 


として止むを得ざるに出たる窮餘の策なりと判斷出來ると考へられる。從て平和 rnlfs 殊に獨乙 
の勝利を以ての平和來復あらば前記の一一:特質はまたまた新獨乙の輝かしい陸述政策として認識 
さる V に至るを信じて疑はないものである。(終) 




「附 錄」 

へ Dr. Th. Kktelctndcr. wehrmsn 
獨乙國交通省 viinisterialdingenten) 

\Das Rels-sverkehinsterlcm 

第ードイツ交通行政の歷史的及組織的發達 

i 、ドイツ國全體としての交通といふ考方の發生 

ドイツ國全體の交通を考へるといふ考方は、ドイツの國家觀念と密接な關係がある、ずつと.昔は所謂 
穴 eichsstisen といふ言葉にも現はれてゐる樣にドイツ國といふ、全 ft としての考方がもつたが後に到り 
各州 ( Land ) の高權の主張が强くなり、また前世紀後半に於けるブロイセンを中心とした Rcichsig-e に 
ょゎ再びドイツ國全體を中心として考へる樣になつて来たのであつた0 
"交通"といふ事を濁自の行政の對象とするに至つた事はやつと最近の事であつて、バイ H ルン州に於 
て一九叫〇に始めて交通省が設立されたのである〇況や全國の交通を對象とする行政は尙後の事であり從 
つてドイツ國交通省 ( 50ticrvtrkellinisterium ) は#省の中で最も若い省の一に M するのである 0 
前の- AT 戰の始りまでは凡ての交通問題は殆ど全く聯邦國 (Bunclsstaao の手にまかされてあつたのであ 
る。各聯邦國に於ての處理もまちまちではあつたが、多くは大藏省に於て扱はれてゐたのである〇ひどい 

!八 七 




一八八 

のは國§道として外務省の扱ひになつてゐたのすらある。 

ブロイセンでよ水路と一緒こ工務省 (Ministerium der 6 ffilichen Arbeit ) で扱つて居つ-^'〇ドイツ 
國と•して！八六七/七一の憲法によつてわづかに立法權と監督權丈けを有してゐたのである。 Ei 父通 
の方向に於.ても各聯邦國共公共の秩序を維持するといふ意味で内務省で扱つてゐたのであつた。 

二、第一次大戰後の交通行政 
A 、ドイツ交通省の設立と鐵道の引繼 

大戰により交通具の沒收やら交通組織の潰滅やらの事情が發生したので、之を如何に更生せしむべぎや 
の問題が大きくなり一九一七年には議會に於て交通問題は之を凡てドィツ國に華すべしとの決議が爲さ 
れる樣になつたのである。當時の新憲法八九、九七、一〇 I 、ーヒ I 條)に—と、選、水路、航行 
標識は之を短期間に國の手に引きつぎ、靈は統一的なる交通公企業として管理することを以てドイツ國 
の使命と爲したのであつた。之に某き一九一九年-^月三日の大統領の處分を以て交通省の設立が下命せ 
られ國會贊 Dr . Bell 氏がその命令を奉じたのであつた。即ち當時の交通省は鐵道部、水路部、航空及 
自動 m 又通部の-?部より成つてゐたのである C 

.九： 九年一 〇月六闩よりは、 從來の ドイツ 國々蠢适監理 M (ぎ— 5ぎ？1113 

Keichseisenbahi ) 及 ドイツ 國鐵 21 監督^ ( R2 . lnbahnl ) が交通省に併合せられその結果とし 
VJ : 見より成る鐵道部を構成するに至つたのであつた〇即も第一局は"聯邦國霞引 級 推備及乂ルザス、 






口-トリ•ヶンドィツ國々蠢道淸算事務局"であり第二局は從來の SI —— の行つてゐた事 
務を扱ふ處の"鐵道監霣"であつたのである。一九一九年一〇月からは同年の秋に生じた W 難を打開れ 
ベく、新たこ、第- i 局として運輸^广<*^^ブ运0-2.23£)が設けられ遽輸施設の利^^改善^促進"^^こ 
と、なつたのである。又一九一九年二月の閣議決定によ〇、從來野戰续 i に®してゐた航路部も交通 
大臣の下に移される事と成つたの2つた。一九二〇年臂 S 日の聯邦 f — 管法により一九二〇年五 
月五月から丈、交通大臣が從來の stuatseisenubahn , 即ち新たに Ra . chseisennbahn となつた處の諸鐵 
道の最高の指揮を採ること、なりそのために交通省は之が中央官聽となつた〇此の事務々扱ふために前は 
戰時運 S 局と稱してゐた部局が、交通省内の運轉局 ( will ) として、新設されたのである。 
同時に人事局及謹局が作られたのである。一九二〇年の夏終りには货率兒、工作局、電氣及燃^^等が 
設けられ、更に地方組織も從來の州官鼸が交通省の下級廳に改正されたのであつた0 

國法上からみると 之等は一九一九年一〇月一 一二 日の告示及一九二〇年一月九日の大統領通牒により行は 
れたのである〇此の通牒は次の様な文句が用ひられてあつたのだ。即ち、 

"憲法一 I ョリ 交通ノ分野-一於ヶル、郵務ヲ除キタル、凡ナノ®ハ國一一於テ之ガ處理ヲ行フコト、ナツ 
タノデアルガ、ソノ爲メノ特別最高{目廳トシテ"獨逸國交通省"ガ設立セラレタノデアル0 
右官廳ノ長官ハ"ドィツ國交通大臣"ナル稱號ヲ有スル" 

以上の如くして 交通省の使命とする處は先づ全交通組織をして一つの統一的な中央鼯の r へ集中するこ 




とにあり換言すれば、國に引繼いだ處の鐵适や水路、自動車交通、航路、航空の行政を爲す ことにあるの 
である。非國有の鐵道は交通省に於て國の監督權を行使するのである。之を要するに一九：九/二 Q の 交 
通省は鐵道部、水路部、航空及自動1通部及航路部より構成されてゐたのであつた。換言すれば、ボス 
卜を除く全交通組織をその下に收めてゐたのであつた C 
B •水路の引繼 、 

ヮイマール憲法による.と I 九二 一 年 P 1 ! 月 一日までに水路行政を國に移管する こと、 なつてゐた〇一九 J 
九年一 C 月•一二日の通牒によつて交通省内に水路部が置かれ差當り、建設•維持及航路標識の事務を行ふ 
こと^たのであつた。一九二 r 年の末には經濟省より電氣部を引繼ぎ、一九二 PH 年四月一日は同じく內 
水航路施設に關す.る事務を UI 繼いで！！：部に於' C 扱ふ事となつたのである〇經濟省に於ては同衰 OX 立當時內 
務省から引繼いだ處の航路經濟に關する事務を交通省に移管するには大きな反對があ〇屢々閣議に付され 
た結果一九二六年五月二六日の大統領通牒によりやつと交通省への移管をみる樣になつたのであつた。 

C 、 航空 ^ (L-lftamt) 及 n 動 ^ 交通制度 

新設の交通省は大戰及革命時代に澤山生じた處の、ビスマ丨ク式行政組織の一つたるドイッ國航空局 
(Rfichsluftamo を引繼いだのであつた名之は正確にいふとドイッ阈航空及 0 動$通廳 ( Reichsa 3 tfiir 
Luft und Kraftfahisell ) であつて、當時は内務廳、外務廳等と共に存在してゐたから今日の言蓰でい 
へば：省に相當するものであつたのであるかの如き觀を呈する がさぅ ではなく"上級の國家官廳〃たるに 






すぎなかつたのである。その長官も次^^の入であつた OR 廳ももと內務省に所鹿してゐたのであつたが 
例の"全交通制度を統轄すろ統一廳たる交通省".に移管される事となつて來たのであつた。自動裏通の 
盛んになるに從ひ先づ一九◦九年に{通規律命令が發せられたが之も內務廳令として發せられてゐ 
たのであつた〇 :九二三年には議會が、自動車交通に關する立法を譎決し次のであつたが、各州に於ては 
その髙權の^害される事を恐れ、從つて統一的な道路政策とか交通事業の分野決定など、いふ事は到底實 
施し得る狀態になかつたのであつた0 

航空の方面に於てもヴヱルサィユ^^の束縛により又ロンドンからの恐喝により初めの中に到底物にな 
りさぅでもなかつたが von Seeckt 中將の努力により先づ民間航空發達 yj 萠芽がつみとられずに濟む樣 
になつたのであつた0即ち同中將は02^^卜113*113|12社の設立に成功したのであつたが議會‘政府も 
之に對して^^であり一商事會社としての保護以上を與へなかつたのであつた。どぅやら航空の事が大事 
に扱はれる樣になつたのは一九三一一一年に航空監督官が設けられ次でまもなく航空省が設けらる、に至つて 
からの事である0勿論此の際3:||=0(=:兵の名を忘れてはならないのである0航空省の設置と共に 
交通省は航空に付ては千與しなくなつた事素よりである。 

自動車制度が内務廳で扱はれてゐた時代は素より交通省で扱ふ樣になつてからも、岛動車は^|<5_ 
kehr であるとか、經濟方面にも不用のものであるとか、縛道の敵であるとかいふ如き考方が强く、之を 
指導し發達を健全：ならしめ樣とする考方は少なかつたのであつたが、交通省としてはあくまで此の後者の 




f により聞つて來たのであつた。 

三、一九三三年までの間に於ける變遷と發達の不安定 

各州では何とかして千渉をしやぅとしたけれ共國有鐵范に關する交通政策は搖がし得なかつた〇實際的 
にも交通大臣が凡てをリードしてゐたからであつた。交通省の事務缺掌も一九二〇年七月現在によると各 
方面について六部にわけて處理する事になつてゐるのである、即ち管理局•人事局、運輸局"運 II 局、賃 
平局及經理局、之であつた、此の外に私鐵監 i の設けあつた事勿論であるかく組織を細分したがまだ充 
分といへなかつたのは、之でもまだ國—道に關する交通省の監督權は比較的狹いものであつたからであ 
り インフラチ オンのために結局國に於て國^道の財政を賄ひ、一九二四年二月一二日の命令を以て企業 
"ドイッチ 31 ライヒスバーン "を設立し之を交通大臣に於て指镡することになつて始めて充分なる指導監 
督が出来る樣になつたのである。同時に交通大臣は！九二四年四月 H 日の命令(ライヒ スバーン內二 理事 
會ヲ設クル コト-一 關 スル 件)により理事長として指定されたのであり益々その效果を大な らしむ る事にな 
つて来たのであつた。 

以上の如く交通省內部に於て形式的にはライヒ スバ ーンの獨立の傾向がみられたが、實は之は Dawes — 
plan によるものであつて、一九二四年べ月三〇日のライヒスバーン法により、一九二四年 1 C 月一一日 
にライヒスバーン會社が設立される樣になつて了つたのであつた。實質的にみれば交通省の支配下からラ 
イヒスバー N をもぎ取つて了つた事になるのである。即ち交通省に殘存した鐵21政策上の權能は、形式的 




な、ライヒスバーンに對する監督權、私鐵に關する監督權であり、一九£ヒ年に至り國裏迫の指>1、監 
督權をとりもどすまで之がつ1*いたのであつた。即ち水路の建設、維持を除けば交通省は單なる立法及監 
督官廳たるに過ぎなくなつて了つたのだ〇即ち國有鐵21はライヒスバーン社へ、航空は® B 半民のルフト 
•ハンザ株式會社へ、 M 車や平水航路は昔からの私人の手へ奪はれ名もなき監督 m と若干の權限を有す 
ることが一九彐三年までの交通省の眞の姿であつたのである。 

四、一九 三-.年の事態以來の組織的變遷殊に自動車交通及路面交通に付て 

- •父 通一般 こ關す る以上の如き狀態は >u3:h?rr の内閣總理大臣^^と共に俄然一變 したので あつ 
た。交通 政策も鏡兼總理た る >.5f の國家政策の 一として 凡て交通大臣の下に傲底的に摩され 
る事となつて 来たので to 即ち交通大臣は一九：こ三年一月.1〇日からは籑的に一九三 W 年二月二七日 
からは 形式的にも(行政ノ經濟化及單一化-一關スル法律)凡ての交通政策を統合する_峯たるの地位を 
得ること、なつたのである。 前揭法律第一條に ょると、 當時一九•一一七年まで遞信大臣を兼ねてゐた交通大 
臣に對して、 交通省、遞信省 ライヒ スバ丨ンの包括する凡ての交通機關に關する統一政策の實施、各種交 
通！^の競爭の裁定及樊に關する問題の處理に關する全實任を負はせてあるのである。 

昔の交通大臣の灌能から分離させたものは航空(一九二一三年五月五日の命令で航空大臣へ)と i (一 
九 HR 年 三月二六日の法律で道路總監へ)及ライヒス アゥト パーンの建設及維持位なものであるが、之等 
に寸ても^ M その他の形式で交通大臣も參與出来る樣になつてゐるのである。次に自動烹义通であるが 


有名な / V Hitrr の演說以來は•九三；一一\ゴ四の間に從來の自動車敵視の考方は勿論、從來の自動®父 
通、運輸に關する法規は一して、之を促進する方向に變化して了つたのである。即ち一九三--:一年一 - :月 
M : 日の法律にょれば"交通大臣ハ公道及廣場 M 於ヶル秩序ヲ維持シ安定ヲ確保スルタメ-1自動車交通-- 
關スル必要ナ法規ヲ發スル義務"を負ふことになり、一九三円年五月二八日には從來の不完全なる法規の 
代りに整備した處の遊通令を發令する事となつたのであつた。此の新立法にょり_動^:乂通の阻害に 
なる樣なものは凡て除去されて了つたのである〇此の妨害除去の心理的影繫は蓋し甚大なものであつて、 
凡ての自動車工場は活氣つき、發明發見等も漸次現はれて来た。例者、人造石油とか人造ゴム(ブナ)の 
如き之である。此のモートリジールングの觀念は' fi 事、國防上の必要から4出たものであること勿論であ 
る O ^ SKK の活動の如き國防力を强力にする處の自動車ス•ホートなのである〇 Volkswagen の製造と共 
•に新しい型の自動車化された入間を作ることに成功したのである。 

自動車營業立法も亦此の方向に於て改正された事勿論であり、先づ旅客運輸の方面に於ては、一九三四 
年一二月四日(一九•一！七年ニー月六日改正〕に^上旅容運輸法の公布あり、 W 物 i の側に於ては一九彐 
五年六月二六日に遠距離貨物0動車運輸法の公布をみたのであつた。 

更に近代に於ける有軌交通機關と G 動車との爭の解決方法としては、特別官廳 たる 逍路總監制度々設置 
し 之を して 凡ての造路の計畫、形成、徵收を行はしめ交通省と密接な迪絡 をと らしむ る こと、 したので あ 
り、加之ラィヒス•アゥトパ—ン、之は第三國家のシムボルとも稱せらる、が、之を以て有軌交通機關と 




自動車との爭の解決方法の：助ともし•たのであつた。 

五 • 再建法 (Nellallfbauwesetz) 及その他の總統の枕の作 IIJ 

先づ一九--:一！：年二月二し日には所需易化法により谷州の鐵造は之を國有としその際附帶してゐた各州 
の留保權は^^すべき旨を吿示したのであつたが更に一九— riPH 年一月三〇日のドィツ國巩建に關^'る法律 
も之に劣らない大きな貢献をしたのであつて即ち同法は州政府をば凡てドィツ政府に隸屬する地方政府と 
して了つたのであつた。之で各州の水路に關する高權的の留保がすつかり失なつたのである。航路に付て 
も平水航路に付ても國として統一ある行政が行はれ又その實が現はれ得る樣になつたのであつた。更に大 
きな意味のあつた事は一九三六年一一月 一 叫日の總統宣言であり之によつて國際^^管理委 U 會の拘束を 
離脫すること V なつたのである〇又一九三七年一月 1 一：〇日の總統宣言では長い問 Dawes 案 Young 案に 
よる拘束をぅけてゐたライヒスバーン社が此の拘束から免れる事となり法律的には一九 H 七年！一月 I 〇日 
の「ライヒスバンク及ドイツチヱ、ライヒスバーンノ關係ノ新規律-一關スル法律」により再び官廳たるの 
地位を得交通大臣の下に置かれる樣になつたのである〇それで從來の鐵逍部は解消し新たに有力な即ちラ 
ィヒスバーンを膝 r に置いた處の交通省鐵逍部が成立するに至つたのであつた〇尙一九三九年ヒ月叫日に 
はライスパーン法を以て以下の如く規律せられ面目を形式的にも j 新するに至つたのであつた〇 "ラィス 
バ ー ン長官ハ交通大臣 デ r ル 〇 交通大臣ハドイツライヒスバーン總理事 ノ名 稱ヲ有 スル、 交通大臣ハライ 
ヒスバーン管理ノ賫任ヲ有スル。最高管理-一付テハ交通省次官 ( 總理事代理)及交通®長(理事會委負 


ヲ交通大臣ノ下-一置クか 

以上に より 交通大臣は再び輸送方向の大宗たる ライヒ スバーンをその手にとりもどし"全交通制度に關 
する 最高中央官廳 として 行政し得る樣になつたのである。 

第二、第三國家に於ける交通省の組織、使命及活動 


九四◦年七月現在の交通省を圖示すれば次の如くである、即ち 
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局——河 =• 

局——平水航路及國防 
局—行政及平水航路 
課——軍 事 
局 I 建設、 X 事 

局- A 事 

局-經 理 

局——工作、機械、購入 

局-運 轉 

局1 ®_ 及運輸 

課-一 般 


一、绒道 部 

鐵适部の主たる使命はラィヒス.マンの運營に在るがその他私鐵、軌疸の馨を"^行ふもので名る 
局は次の七局である即ち 

1、£1局賃率及運轍 
jrEl 局運 轉 
三、 F . ■局工作、機械及瞒人 


四、 E ：：=• 局經 理 

五、 EM < C 現 規 

六、 E V 局人 事 

七、 Erv 建設、 X 事 

その他鐵道部は素より省凡ての行政事項を掌るものに、次官に直屬する A 課及軍事輸送を扱ふ L 課があ 
る0 

鐵道部の活動としては1\.1)£*-の特別輸送や>1|«^0-を得るための生活その他の必要品の轍送を初めと 
して軍事餘遂まで行ひ特に近時に於てはズデ—テン、ォストマルク地方の復歸の仕事まで行つ てゐ るので 
ある0 

ラィヒスバ-ン官廳以外に鐵遊部に所 M するものとしては私鐵、軌道の監督官 (Reichs = bevoll - 
igtefurBahnallfsicht ) がある 0 ( 註交通省 Sperber 書 IB 官の談によれば之は 件 鐵道 局長が 大臣より 仟 
命されてゐるさぅである)〇 

之等の事務の推行に付ては^常的に M ヶ月毎に鐵适局長裏(譲提ハ交通大臣)が 開催され、 その實施 
を遺憾なからしめてゐる、審議會も屢々開催されて居る0 

省内の事務の統一的遂行を期する爲めには省内各局(課)長會議が常時 開催され て 或は時事の交通問題 
を議したり或は所要の方針の說明な どを 行つ てゐるのである 0 



二、 0 動 ^ 交通及道路制度部 

鐵逍、航路の發達によつて一時その偵 rl を減少したかの如き形をみせた道路も®®^の發達によりその 
本来の姿に立 t ■'歸つた Q 1 つた、今日では交通といへば、水路、鐵路、逍路、空路の W 者を直ちに考へ 
るのである。第-こ國家の强大となるにつれて戰爭勃發の可能性*か漸次增大して來、從つて道 ㈣ 通の統轄 
に确當した中級廳を確立する必要が大となつて来たのである C 鐵逍は特別な行政により統轄されてゐたし 
水路も大部分は谷地方の縣長•^(〇^^口讲〇:さこの下で統辖されてゐたのであつた〇然るに一九：-:年前 
までは自動裹夂通は大體に於て警察事務として下級鼯例者郡長官(穴€.11|?-5により扱はれて 
ゐた丈けで漸く一九 i •こ年後に於て交通經濟的立法の對象となつて來たものであつた。併せて動 M の際に 
於ける事情を考慮して、從來よ〇廣い行政區域内に於て統合的に之が取扱が爲されなければいけない^い 
ふ事も漸く明かになつて來たのであつた。そこで自動車乃至 I 般道_通の扱は國防委員 (Rcichsv—- 
digungskommissar) として一股管業綷濟の統轄をも爲してゐる處の縣長官の許. • 置かれること、なつたの 
である〇 

而も 縣長官の下に特別な^3^:夂通局 "を 設置して一切の适路交通機關の統瞎 を 爲す こと、 なつたので 
ある。一九 三 八 年には之等を更に國家 とじて 中央より指導す る 目的を以て、 PH ヶ年計畫長官の下に®^卑 
交通監督長官 (Gcneslbevollmachtigtc fiirdas Icraftfahrwesen) が 設置され たのである。 今日では同長 
官は交通大臣の下に 11 かれ次官 補 (umcr= staatssekrefir) として 交通省の仕事と密接な關係を結んでゐ 




二〇〇 

るのである〇 

三、 航路 部 • 

濁逸の S と共に商船隊 Qi が叫ばれて交通大臣に於て此の仕事を引受けて來たの—つたが、同大 
臣も平時から商船隊の軍事上の重要さを考慮の上、海軍と密接な連絡をとり、海軍の連絡士官を交通省內 
に駐在せしめてゐたのであつた〇此の事は今次大戰遂行 も 非常に貢献した事で あつて此の方面の連絡は. 
層强化すべく昔一時摄 31 したことのある濁立の航_局設置等の如きは問題と ならなくなつたのであつ 
た0 

四、 行政及平水航路部 

こ、では道 i 通、航路、平水航路に共通な行政問題と平水航路に關する事項及國防に關 r る事項が取 
扱 はれてゐる〇 

五、 河川及行政部 

河”特に！®河の維持、；^畫、建設工事に關する事務が河川部に於て扱はれ、組織的のもの法規的及人 
事的事務が行政部に於て扱はれてゐるのである0 


以上の如く交通省の事務は種類に於ても地域に 於ても 多方面に 跨るものであるので 勢 ひ人事の交 f . 一？ 



ねばならぬので あるが 沿革的に中央政府*地方政府の交流人事を行ふことに關する妨害が未だにあるので之 
を打破す ることは 單に交通省と して 必要であるのみでなく大濁逸の行政の大きな問題でもあるのである。 

さこ交通事業の種類としては公共的のもの、私營のもの、兩 M 合したもの、交通利用者自身にょるもの 
(自家用)があるがいづれも濁逸粹濟に貢献することを必要とせられ私的辟營のものであつても如上の見地 
及 交通 機關の特性からして他の如き Gewerbefreiheit が¥:受出來ぬのは當然である。他面からいへば濁逸國 
民經濟のために國として交通を指導するのである0 

以上 要するに^種交通機關が 調和 的に H - 共同的にその奉仕能力を發揮出来る樣に之をリードして行くこと 
は、戰爭の淸算ょり生ずる凡ての^®•歐洲の交通組織の再建の事と共に濁逸國將來の交通政策即ち交通省 
としての 交通政策上の使命なのである。 (附錄終り) 
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